
 
 

改正 令和 7 年 9 月１０日 原規技発第 2509105 号 原子力規制委員会決定 
 

加工施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈等の一部を改正す

る規程を次のように定める。 

 

令和７年９月１０日 

 

原子力規制委員会   

 

加工施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈等の一部を改

正する規程 

 

次の各号に掲げる規程の一部を、それぞれ当該各号に定める表により改正す

る。 

⑴ 加工施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈（原管研発第

1311271 号） 別表第１ 

⑵ 核燃料物質の加工の事業に係る加工事業者の重大事故の発生及び拡大の

防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準（原管

研発第 1311273 号） 別表第２ 

⑶ 再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈（原管研発第

1311275 号） 別表第３ 

⑷ 使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の重大事故の発生及び拡

大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係る審査基準

（原管研発第 1311277 号） 別表第４ 

⑸ 使用済燃料貯蔵施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈（原

管廃発第 1311272 号） 別表第５ 

⑹ 廃棄物管理施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈（原管廃

発第 13112710 号） 別表第６ 

⑺ 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈（原規

技発第 1306194 号） 別表第７ 

 

附 則 

この規程は、加工施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則等の一部を改

正する規則（令和７年原子力規制委員会規則第７号）の施行の日（令和７年１０

月３日）から施行する。
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別表第１ 加工施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 新旧対照表 

（下線部分は改正部分） 

改  正  後 改  正  前 

目 次                        別 添 

条 見出し 

第一章 （略） 

第二章 （略） 

第三章 重大事故等対処施設 

第二十二条～

第三十条 
（略） 

第三十一条 重大事故等時に必要となる水源及び水の供給設備 

第三十二条～

第三十五条 
（略） 

 

第１条（定義） 

１ 本規程において使用する用語は、核原料物質、核燃料物質及び原

子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）、核燃料

物質の加工の事業に関する規則（昭和４１年総理府令第３７号。

以下「加工規則」という。）及び加工施設の位置、構造及び設備

の基準に関する規則（平成２５年原子力規制委員会規則第１７号）

において使用する用語の例による。 

 

２ （略） 

目 次                        別 添 

条 見出し 

第一章 （略） 

第二章 （略） 

第三章 重大事故等対処施設 

第二十二条～

第三十条 
（略） 

第三十一条 重大事故等への対処に必要となる水の供給設備 

第三十二条～

第三十五条 
（略） 

 

 

第１条（定義） 

１ 本規程において使用する用語は、核原料物質、核燃料物質及び原

子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号。以下「原

子炉等規制法」という。）、核燃料物質の加工の事業に関する規則

（昭和４１年総理府令第３７号。以下「加工規則」という。）及

び加工施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（平成２５

年原子力規制委員会規則第１７号）において使用する用語の例に

よる。 

２ （略） 
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３ 第２項第４号に規定する「安全上重要な施設」とは、以下に掲げ

るものが含まれるものである。ただし、その機能を喪失したとし

ても、公衆及び従事者に過度の放射線被ばくを及ぼすおそれのな

いことが明らかな場合はこの限りでない。 

一 （略） 

二 ウラン加工施設の「安全上重要な施設」 

①～⑤ （略） 

⑥ 上記①から⑤までの設備・機器が設置されている建物・構築

物 

４・５ （略） 

６ 第２項第７号に規定する「共通要因」とは、二以上の系統又は機

器に同時に作用する要因であって、例えば環境の温度、湿度、圧

力、放射線等による影響因子、系統又は機器に供給される電力、

空気、油、冷却水等による影響因子及び地震、溢水、火災等の影

響をいう。 

 

３ 第２項第４号に規定する「安全上重要な施設」とは、以下に掲げ

るものが含まれるものである。ただし、その機能を喪失したとし

ても、公衆及び従事者に過度の放射線被ばくを及ぼすおそれのな

いことが明らかな場合はこの限りでない。 

一 （略） 

二 ウラン加工施設の「安全上重要な施設」 

①～⑤ （略） 

⑥ 上記①から⑤の設備・機器が設置されている建物・構築物 

 

４・５ （略） 

６ 第２項第７号に規定する「共通要因」とは、二つ以上の系統又は

機器に同時に作用する要因であって、例えば環境の温度、湿度、

圧力、放射線等による影響因子、系統又は機器に供給される電力、

空気、油、冷却水等による影響因子及び地震、溢水、火災等の影


響をいう。 

第２条（核燃料物質の臨界防止） 

１ （略） 

２ 第１項に規定する「核的に安全な形状寸法にすることその他の適

切な措置」とは、核燃料物質の取扱い上の一つの単位（以下「単

一ユニット」という。）について、以下の各号に掲げる措置又はこ

れらと同等以上の措置をいう。 

一～五 （略） 

第２条（核燃料物質の臨界防止） 

１ （略） 

２ 第１項に規定する「核的に安全な形状寸法にすることその他の適

切な措置」とは、核燃料物質の取扱い上の一つの単位（以下「単

一ユニット」という。）について、以下の各号に掲げる措置又はこ

れらと同等以上の措置をいう。 

一～五 （略） 
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六 核的制限値の維持・管理については、起こるとは考えられない

独立した二以上の異常が同時に起こらない限り臨界に達しない

ものであること。 

３ 第１項に規定する「核的に安全な形状寸法にすることその他の適

切な措置」とは、二以上の単一ユニットが存在する場合について、

以下の各号に掲げる措置又はこれらと同等以上の措置をいう。 

一～三 （略） 

四 核的に安全な配置の維持については、起こるとは考えられない

独立した二以上の異常が同時に起こらない限り臨界に達しない

ものであること。 

五～七 （略） 

４ （略） 

六 核的制限値の維持・管理については、起こるとは考えられない

独立した二つ以上の異常が同時に起こらない限り臨界に達しな

いものであること。 

３ 第１項に規定する「核的に安全な形状寸法にすることその他の適

切な措置」とは、二つ以上の単一ユニットが存在する場合につい

て、以下の各号に掲げる措置又はこれらと同等以上の措置をいう。 

一～三 （略） 

四 核的に安全な配置の維持については、起こるとは考えられない

独立した二つ以上の異常が同時に起こらない限り臨界に達しな

いものであること。 

五～七 （略） 

４ （略） 

 
第４条（閉じ込めの機能） 
１ （略） 
２ 第４条に規定する「閉じ込めることができる」とは、以下の各号

に掲げるものをいう。 
一 放射性物質を内蔵する系統及び機器は、その内蔵する放射性物

質の崩壊熱等により著しい過熱を生じるおそれのあるものに対

して冷却のための必要な措置を講ずることその他の方法により

当該放射性物質の漏えいを防止することができる設計であるこ

と。また、内包する物質の種類に応じて著しい腐食を防止する

ことができる設計であること。 

 
第４条（閉じ込めの機能） 
１ （略） 
２ 第４条に規定する「閉じ込めることができる」とは、以下の各号

に掲げるものをいう。 
一 放射性物質を収納する系統及び機器は、放射性物質の漏えいを

防止できる設計であること。また、内包する物質の種類に応じ

て適切な腐食対策が講じられていること。 
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二～七 （略） 
 

二～七 （略） 

第５条（火災等による損傷の防止） 

１ （略） 

２ 第１項に規定する「火災及び爆発の発生を防止することができ、

かつ、消火を行う設備（以下「消火設備」といい、安全機能を有

する施設に属するものに限る。）及び早期に火災発生を感知する設

備（以下「火災感知設備」という。）並びに火災及び爆発の影響を

軽減する機能を有するもの」とは、以下に掲げる各号を含むもの

をいう。 

 

一～六 （略） 

３ （略） 

４ 第５条の適用に当たっては、以下を参考とすること。 

一 プルトニウムを取り扱う加工施設 

米国の「放射性物質取扱施設の火災防護に関する基準」及び「実

用発電用原子炉及びその附属施設の火災防護に係る審査基準」

（原規技発第 1306195 号（平成２５年６月１９日原子力規制委

員会決定）） 

二 ウラン加工施設 

米国の「放射性物質取扱施設の火災防護に関する基準」 

第５条（火災等による損傷の防止） 

１ （略） 

２ 第１項に規定する「火災及び爆発の発生を防止することができ、

かつ、消火を行う設備（以下「消火設備」といい、安全機能を有

する施設に属するものに限る。）及び早期に火災発生を感知する設

備（以下「火災感知設備」という。）並びに火災及び爆発の影響を

軽減する機能を有するもの」とは、以下に掲げる各号を含むもの

をいう。また、本項の対応に当たっては、米国の「放射性物質取

扱施設の火災防護に関する基準」を参考とすること。 

一～六 （略） 

３ （略） 

（新設） 

 

第８条（津波による損傷の防止） 

 

第８条（津波による損傷の防止） 
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１ 安全上重要な施設を有する加工施設にあっては、第８条の「大き

な影響を及ぼすおそれがある津波」は、「実用発電用原子炉及びそ

の附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈」（原

規技発第 1306193 号（平成２５年６月１９日原子力規制委員会決

定）。以下「実用炉設置許可基準解釈」という。）別記３第５条１

及び２により策定すること。 

２ （略） 

３ 安全上重要な施設を有する加工施設にあっては、第８条に規定す

る「安全機能が損なわれるおそれがないものでなければならない」

とは、実用炉設置許可基準解釈別記３第５条３によること。 

４ （略） 

５ 上記４において、遡上波の到達を検討するに当たっては、実用炉

設置許可基準解釈別記３第５条３の一の②の方針によること。 

６ 上記４の二の「津波防護施設及び浸水防止設備」を設置する場合

には、実用炉設置許可基準解釈別記３第５条３の二及び五から七

までの方針によること。 

１ 安全上重要な施設を有する加工施設にあっては、第８条の「大き

な影響を及ぼすおそれがある津波」は、「実用発電用原子炉及びそ

の附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈」（原

規技発第 1306193 号（平成２５年６月１９日原子力規制委員会決

定）。以下「実用炉設置許可基準解釈」という。）第５条１及び２

により策定すること。 

２ （略） 

３ 安全上重要な施設を有する加工施設にあっては、第８条に規定す

る「安全機能が損なわれるおそれがないものでなければならない」

とは、実用炉設置許可基準解釈第５条３によること。 

４ （略） 

５ 上記４において、遡上波の到達を検討するに当たっては、実用炉

設置許可基準解釈第５条３の一の②の方針によること。 

６ 上記４の二の「津波防護施設及び浸水防止設備」を設置する場合

には、実用炉設置許可基準解釈第５条３の二及び五から七までの

方針によること。 

 

第２２条（重大事故等の拡大の防止等） 

１ 第１項に規定する「必要な措置」とは、以下に掲げる条件を満た

す措置をいう。 
一～四 （略） 

２ 第２項に規定する「必要な措置」とは、以下に掲げる措置をいう。 
一 （略） 

 

第２２条（重大事故等の拡大の防止等） 

１ 第１項に規定する「必要な措置」とは、重大事故の発生を防止す

るための以下に掲げる条件を満たす措置をいう。 
一～四 （略） 

２ 第２項に規定する「必要な措置」とは、以下に掲げる措置をいう。 
一 （略） 
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二 核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失が発生した場合におい

て、核燃料物質等の飛散又は漏えいを防止し、飛散し、又は漏

えいした核燃料物質等を回収し、及び核燃料物質等を閉じ込め

る機能を回復するために必要な措置 
３ 第２項に規定する「必要な措置を講じたもの」について、以下に

掲げる事項を達成するための対策に対し、有効性があることの確

認（以下「有効性評価」という。）を行うこと。  
一 臨界事故が発生した場合において、未臨界に移行し、未臨界を

維持し、及び臨界事故の影響を緩和すること。  
 
二 核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失が発生した場合におい

て、核燃料物質等の飛散又は漏えいを防止し、飛散し、又は漏

えいした核燃料物質等を回収し、及び核燃料物質等を閉じ込め

る機能を回復すること。 
 

４ 上記３の有効性評価に当たっては、重大事故が単独で発生するこ

と、同時に発生すること（共通要因により複数の重大事故が発生

することをいう。以下同じ。）又は連鎖して発生すること（重大事

故の発生により他の重大事故が従属的に発生することをいう。以

下同じ。）を想定して重大事故等対策の要否を検討し、評価を行う

こと。ただし、評価条件の包絡性を示すことができれば、包絡条

件による有効性評価で代表してよいものとする。 

５ 上記３の有効性評価に当たっての条件は以下に掲げるものとす

二 核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失が発生した場合におい

て、核燃料物質等の飛散又は漏えいを防止し、飛散又は漏えい

した核燃料物質等を回収し、機能を回復するために必要な措置 
 
３ 第２項に規定する「必要な措置を講じたもの」について、以下に

掲げる有効性評価を行うこと。  
 
一 臨界事故について、「未臨界に移行し、及び未臨界を維持するた

めの設備」及び「臨界事故の影響を緩和するための設備」が有

効に機能するかどうかを確認すること。  
二 核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失について、「核燃料物質等

の飛散又は漏えいを防止し、飛散又は漏えいした核燃料物質等

を回収するために必要な設備」及び「核燃料物質等を閉じ込め

る機能を回復するために必要な設備」が有効に機能するかどう

かを確認すること。 

４ 上記３の有効性評価に当たっては、重大事故が単独で、同時に又

は連鎖して発生することを想定して評価すること。ただし、類似

の事象が２つ以上ある場合には、最も厳しい事象で代表させるこ

とができるものとする。 

 

 

 

５ 上記３の有効性評価に当たっての前提条件は以下に掲げる条件を
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る。 

一 作業環境（線量、アクセス性等を含む。）、資機材、作業員、作

業体制、下記二で特定した設備又は機器等を適切に考慮するこ

と。  

二 重大事故の想定に当たっては、当該重大事故を発生させる要因

により機能喪失する設備又は機器を特定するとともに、同一の

室内にある等、同じ区画内（発生する事故により、他の設備又

は機能に影響を及ぼしうる範囲）にある設備又は機器の機能喪

失の同時発生について考慮すること。ただし、共通要因のうち

関連性が認められない偶発的なものの重畳を想定する必要はな

い。 

三 事象進展の条件 
① （略） 
② 設備又は機器から飛散又は漏えいする放射性物質の量は、最

大取扱量を基に設定する。 
③ （略） 

６ 上記３の有効性評価の判断基準は、作業環境（線量、アクセス性

等を含む。）、電力量、冷却材量、資機材、作業員、作業体制、上

記５の二で特定した設備又は機器等が適切に考慮されていること

を確認した上で、以下に掲げる事項を達成するための対策に対し、

有効性があることを確認すること。 

 一 臨界事故 

① 未臨界に移行し、及び未臨界を維持することができること。 

いう。 

一 評価に当たっての条件 

評価に当たっては、作業環境（線量、アクセス性等を含む。）、

資機材、作業員、作業体制等を適切に考慮すること。  

二 事故発生の条件 

重大事故が単独で、同時に又は連鎖して発生することを想定す

るに当たっては、同一の室内にある等、同じ防護区画内（発生

する事故により、他の設備及び機能に影響を及ぼしうる範囲）

にある設備及び機器の機能喪失の同時発生の可能性について考

慮すること。なお、関連性が認められない偶発的な同時発生の

可能性を想定する必要はない。  

三 事象進展の条件 
① （略） 
② 設備及び機器から飛散又は漏えいする放射性物質の量は、最

大取扱量を基に設定する。 
③ （略） 

６ 上記３の有効性評価の判断基準は、作業環境（線量、アクセス性

等を含む。）、電力量、冷却材量、資機材、作業員、作業体制等が

適切に考慮されていることを確認した上で、以下に掲げることを

満足すること。 

 

 一 臨界事故 

① 未臨界に移行し、及び未臨界を維持すること。 
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② （略） 

二 （略） 

７・８ （略） 

② （略） 

二 （略） 

７・８ （略） 

 

第２４条（重大事故等対処施設の地盤） 

１ 第２４条の適用に当たっては、本規程別記２に準ずるものとする。 

２ （略） 

 

第２４条（重大事故等対処施設の地盤） 

１ 第２４条の適用に当たっては、本規程別記１に準ずるものとする。 

２ （略） 

 

第２５条（地震による損傷の防止） 

１ 第２５条の適用に当たっては、本規程別記３に準ずるものとする。 

２ （略） 

 

第２５条（地震による損傷の防止） 

１ 第２５条の適用に当たっては、本規程別記２に準ずるものとする。 

２ （略） 

 

第２７条（重大事故等対処設備） 

１ 第１項第１号に規定する「必要な個数及び容量」は、次に掲げる

とおりとする。 

 

一 故障時及び保守点検による待機除外時のバックアップを考慮

し、想定される重大事故等の収束に必要な個数及び容量を有

すること。 

二 同時に発生すること又は連鎖して発生することが想定される

重大事故等の対処に用いる場合には、当該重大事故等に対処

できる容量を有すること。 

２ 第１項第２号に規定する「使用条件」として、想定される重大事

 

第２７条（重大事故等対処設備） 

１ 第１項第１号に規定する「必要な個数及び容量」とは、第２８条

「臨界事故の防止等」及び第２９条「閉じ込める機能の喪失の防

止等」の解釈に準ずるものをいう。 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

（新設） 
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故等の要因を適切に考慮すること。 

３ 第１項第６号に規定する「他の設備」には、設計基準事故に対処

する設備だけでなく、当該重大事故等対処設備以外の重大事故等

対処設備も含む。 

４ 第２項に規定する「適切な措置」とは、可能な限り設計基準の要

求により措置した設備に対する多様性を考慮することをいう。 

（削る） 

 

（削る） 

 

５・６ （略） 

７ 第３項第６号に規定する「適切な措置」とは、可能な限り設計基

準の要求により措置した設備に対する多様性を考慮することをい

う。 

（削る） 

 

（削る） 

 

２ 第１項第６号に規定する「他の設備」とは、設計基準事故に対処

する設備だけでなく、当該重大事故等対処設備以外の重大事故等

対処設備も含む。 

３ 第２項に規定する「適切な措置」には、以下に留意することを含

む。 

一 手段の信頼性が十分に高いと判断されない場合には、多様性も

考慮して動作原理の異なる手段を追加することとする。 

二 同時に又は連鎖して発生する可能性のない事故の間で、重大事

故等対処設備を共用することは妨げないものとする。 

４・５ （略） 

６ 第２項第６号に規定する「適切な措置」には、以下に留意するこ

とを含む。 

 

一 手段の信頼性が十分に高いと判断されない場合には、多様性も

考慮して動作原理の異なる手段を追加することとする。 

二 同時に又は連鎖して発生する可能性のない事故の間で、重大事

故等対処設備を共用することは妨げないものとする。 

 

第２８条（臨界事故の拡大を防止するための設備） 

１ （略） 

（削る） 

 

 

第２８条（臨界事故の拡大を防止するための設備） 

１ （略） 

２ 第１号に規定する「設備」の必要な個数は、当該重大事故等が発

生するおそれがある安全上重要な施設の機器ごとに１セットとす
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２ （略） 

（削る） 

る。 

３ （略） 

４ 第２号に規定する「設備」の必要な個数は、当該重大事故等が発

生するおそれがある安全上重要な施設の機器ごとに１セットとす

る。 

 

第２９条（閉じ込める機能の喪失に対処するための設備） 

１ （略） 

（削る） 

 

 

２ （略） 

（削る） 

 

第２９条（閉じ込める機能の喪失に対処するための設備） 

１ （略） 

２ １号に規定する「設備」の必要な個数は、当該重大事故等が発生

するおそれがある安全上重要な施設の機器ごとに１セットとす

る。 

３ （略） 

４ 第２号に規定する「設備」の必要な個数は、当該重大事故等が発

生するおそれがある安全上重要な施設の機器ごとに１セットとす

る。 

 

第３０条（工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための設備） 

１ 第３０条に規定する「工場等外への放射性物質の拡散を抑制する

ために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以

上の効果を有する措置を講じた設備をいう。 

一 重大事故等の発生が想定される各建物に放水できる設備を配備

すること。 

二 放水設備は、重大事故等の発生が想定される各建物周辺におけ

第３０条（工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための設備） 

１ 第３０条に規定する「工場等外への放射性物質の拡散を抑制する

ために必要な設備」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以

上の効果を有する措置を講じた設備をいう。 

一 プルトニウムを取り扱う加工施設の各建物に放水できる設備を

配備すること。 

二 放水設備は、プルトニウムを取り扱う加工施設における航空機
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る航空機衝突による航空機燃料火災に対応できること。 

三 放水設備は、移動等により、複数の方向から重大事故等の発生

が想定される各建物に向けて放水することが可能なこと。 

四 放水設備は、重大事故等の発生が想定される各建物の同時使用

を想定し、必要な台数を配備すること。 

五・六 （略） 

 

衝突による航空機燃料火災に対応できること。 

三 放水設備は、移動等により、複数の方向からプルトニウムを取

り扱う加工施設の各建物に向けて放水することが可能なこと。 

四 放水設備は、プルトニウムを取り扱う加工施設の各建物の同時

使用を想定し、必要な台数を配備すること。 

五・六 （略） 

第３１条（重大事故等時に必要となる水源及び水の供給設備） 

１ 第１項に規定する「必要な量の水」とは、第２項に規定する「海

その他の水源」から取水された水が重大事故等に対処するために

必要な設備に供給されるまでの間、当該重大事故等に対処するた

めに必要な量の水をいう。 

 

（削る） 

 

（削る） 

 

（削る） 

（削る） 

２ 第２項に規定する「海その他の水源」とは、複数の代替水源（貯

水槽、ダム、貯水池、海等であって、第１項の設備に貯留された

もの以外のものをいう。）であって、想定される重大事故等の収束

までの間、当該重大事故等に対処するために必要な量の水を取水

第３１条（重大事故等の収束に必要となる水の供給設備） 

１ 第３１条に規定する「重大事故等への対処に必要となる十分な量

の水を有する水源を確保することに加えて、重大事故等への対処

に必要となる十分な量の水を供給するために必要な設備」とは、

以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を講

じた設備をいう。 

一 想定される重大事故等の収束までの間、十分な量の水を供給で

きること。 

二 複数の代替水源（貯水槽、ダム、貯水池又は海等）が確保され

ていること。 

三 各水源からの移送ルートが確保されていること。 

四 代替水源からの移送ホース及びポンプを準備すること。 

（新設） 
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できるものをいう。 

３ 第２項の規定により設けられる設備は、同項に規定する「海その

他の水源」から、想定される重大事故等の収束までの間、当該重

大事故等に対処するために必要な水を取水し、当該重大事故等に

対処するために必要な設備に供給するための移送ホース、ポンプ

その他の設備であって、当該各水源からの移送ルートが確保され

たものでなければならない。 

 

 

（新設） 

第３４条（緊急時対策所） 

１ 第１項及び第２項の要件を満たす「緊急時対策所」とは、以下に

掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を講じた設

備を備えたものをいう。 

一～三 （略） 

四 緊急時対策所の居住性については、次の要件を満たすものであ

ること。 

① （略） 

② プルーム通過時等に特別な防護措置を講ずる場合を除き、対

策要員は緊急時対策所内でのマスクの着用なしとして評価す

ること。 

③・④ （略） 

五 （略） 

２ （略） 

 

第３４条（緊急時対策所） 

１ 第１項及び第２項の要件を満たす「緊急時対策所」とは、以下に

掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を講じた設

備を備えたものをいう。 

一～三 （略） 

四 緊急時対策所の居住性については、次の要件を満たすものであ

ること。 

① （略） 

② プルーム通過時等に特別な防護措置を講じる場合を除き、対

策要員は緊急時対策所内でのマスクの着用なしとして評価す

ること。 

③・④ （略） 

五 （略） 

２ （略） 
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（別記２） 

第６条（安全機能を有する施設の地盤） 

１ 第６条第１項に規定する「安全機能を有する施設を十分に支持す

ることができる」とは、安全機能を有する施設について、自重及び

通常時の荷重等に加え、本規程別記３第７条２の耐震重要度分類の

各クラスに応じて算定する地震力（第６条第１項に規定する「耐震

重要施設」（本規程別記３第７条２のＳクラスに属する施設をいう。

以下同じ。）にあっては、第７条第３項に規定する「基準地震動によ

る地震力」を含む。）が作用した場合においても、接地圧に対する十

分な支持性能を有する設計であることをいう。 

なお、耐震重要施設については、上記に加え、基準地震動による

地震力が作用することによって弱面上のずれ等が発生しないことを

含め、基準地震動による地震力に対する支持性能が確保されている

ことを確認することが含まれる。 

 

２ （略） 

３ 第６条第３項に規定する「変位」とは、将来活動する可能性のあ

る断層等が活動することにより、地盤に与えるずれをいう。 

また、同項に規定する「変位が生ずるおそれがない地盤に設け」

るとは、耐震重要施設が将来活動する可能性のある断層等の露頭が

ある地盤に設置された場合、その断層等の活動によって安全機能に

重大な影響を与えるおそれがあるため、当該施設を将来活動する可

能性のある断層等の露頭がないことを確認した地盤に設置すること

（別記２） 

第６条（安全機能を有する施設の地盤） 

１ 第６条第１項に規定する「安全機能を有する施設を十分に支持す

ることができる」とは、安全機能を有する施設について、自重及び

通常時の荷重等に加え、耐震重要度分類（本規程第７条２の「耐震

重要度分類」をいう。以下同じ。）の各クラスに応じて算定する地震

力（第６条第１項に規定する「耐震重要施設」（本規程第７条２のＳ

クラスに属する施設をいう。以下同じ。）にあっては、第７条第３項

に規定する「基準地震動による地震力」を含む。）が作用した場合に

おいても、接地圧に対する十分な支持性能を有する設計であること

をいう。 

なお、耐震重要施設については、上記に加え、基準地震動による

地震力が作用することによって弱面上のずれ等が発生しないことを

含め、基準地震動による地震力に対する支持性能が確保されている

ことを確認することが含まれる。 

２ （略） 

３ 第６条第３項に規定する「変位」とは、将来活動する可能性のあ

る断層等が活動することにより、地盤に与えるずれをいう。 

また、同項に規定する「変位が生ずるおそれがない地盤に設け」

るとは、耐震重要施設が将来活動する可能性のある断層等の露頭が

ある地盤に設置された場合、その断層等の活動によって安全機能に

重大な影響を与えるおそれがあるため、当該施設を将来活動する可

能性のある断層等の露頭が無いことを確認した地盤に設置すること
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をいう。 

なお、上記の「将来活動する可能性のある断層等」とは、後期更

新世以降（約１２～１３万年前以降）の活動が否定できない断層等

をいう。その認定に当たって、後期更新世（約１２～１３万年前）

の地形面又は地層が欠如する等、後期更新世以降の活動性が明確に

判断できない場合には、中期更新世以降（約４０万年前以降）まで

遡って地形、地質・地質構造及び応力場等を総合的に検討した上で

活動性を評価すること。なお、活動性の評価に当たって、設置面で

の確認が困難な場合には、当該断層の延長部で確認される断層等の

性状等により、安全側に判断すること。 

また、「将来活動する可能性のある断層等」には、震源として考慮

する活断層のほか、地震活動に伴って永久変位が生じる断層に加え、

支持地盤まで変位及び変形が及ぶ地すべり面を含む。 

 

をいう。 

なお、上記の「将来活動する可能性のある断層等」とは、後期更

新世以降（約１２～１３万年前以降）の活動が否定できない断層等

をいう。その認定に当たって、後期更新世（約１２～１３万年前）

の地形面又は地層が欠如する等、後期更新世以降の活動性が明確に

判断できない場合には、中期更新世以降（約４０万年前以降）まで

遡って地形、地質・地質構造及び応力場等を総合的に検討した上で

活動性を評価すること。なお、活動性の評価に当たって、設置面で

の確認が困難な場合には、当該断層の延長部で確認される断層等の

性状等により、安全側に判断すること。 

また、「将来活動する可能性のある断層等」には、震源として考慮

する活断層のほか、地震活動に伴って永久変位が生じる断層に加え、

支持地盤まで変位及び変形が及ぶ地すべり面を含む。 

 

（別記３） 

第７条（地震による損傷の防止） 

１ 第７条第１項に規定する「地震力に十分に耐える」とは、ある地

震力に対して施設全体としておおむね弾性範囲の設計がなされるこ

とをいう。この場合、上記の「弾性範囲の設計」とは、施設を弾性

体とみなして応力解析を行い、施設各部の応力を許容限界以下にと

どめることをいう。また、この場合、上記の「許容限界」とは、必

ずしも厳密な弾性限界ではなく、局部的に弾性限界を超える場合を

容認しつつも施設全体としておおむね弾性範囲にとどまり得ること

（別記３） 

第７条（地震による損傷の防止） 

１ 第７条第１項に規定する「地震力に十分に耐える」とは、ある地

震力に対して施設全体としておおむね弾性範囲の設計がなされるこ

とをいう。この場合、上記の「弾性範囲の設計」とは、施設を弾性

体とみなして応力解析を行い、施設各部の応力を許容限界以下に留

めることをいう。また、この場合、上記の「許容限界」とは、必ず

しも厳密な弾性限界ではなく、局部的に弾性限界を超える場合を容

認しつつも施設全体としておおむね弾性範囲に留まり得ることをい
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をいう。 

  

２ 第７条第２項に規定する「地震の発生によって生ずるおそれがあ

る安全機能を有する施設の安全機能の喪失に起因する放射線による

公衆への影響の程度」とは、地震により発生するおそれがある安全

機能を有する施設の安全機能の喪失（地震に伴って発生するおそれ

がある津波、周辺斜面の崩壊等による安全機能の喪失を含む。）及び

それに続く放射線による公衆への影響を防止する観点から、各施設

の安全機能が喪失した場合の影響の相対的な程度（以下「耐震重要

度」という。）をいう。安全機能を有する施設は、耐震重要度に応じ

て、以下のクラスへの分類（以下「耐震重要度分類」という。）をす

るものとする。 

一 プルトニウムを取り扱う加工施設 

以下のクラスに分類するものとする。 

① Ｓクラス 

自ら放射性物質を内蔵している施設、当該施設に直接関係して

おりその機能喪失により放射性物質を外部に放散する可能性の

ある施設、放射性物質を外部に放散する可能性のある事態を防

止するために必要な施設、放射性物質が外部に放散される事故

発生の際に外部に放散される放射性物質による影響を低減させ

るために必要な施設及び地震に伴って発生するおそれがある津

波による安全機能の喪失を防止するために必要となる施設であ

って、環境への影響が大きいもの（敷地周辺の公衆の実効線量

う。 

  

２ 第７条第２項に規定する「地震の発生によって生ずるおそれがあ

る安全機能を有する施設の安全機能の喪失に起因する放射線による

公衆への影響の程度」とは、地震により発生するおそれがある安全

機能を有する施設の安全機能の喪失（地震に伴って発生するおそれ

がある津波及び周辺斜面の崩壊等による安全機能の喪失を含む。）及

びそれに続く放射線による公衆への影響を防止する観点から、各施

設の安全機能が喪失した場合の影響の相対的な程度（以下「耐震重

要度」という。）をいう。安全機能を有する施設は、耐震重要度に応

じて、以下のクラス（以下「耐震重要度分類」という。）に分類する

ものとする。 

一 プルトニウムを取り扱う加工施設 

以下のクラスに分類するものとする。 

① Ｓクラス 

自ら放射性物質を内蔵している施設、当該施設に直接関係して

おりその機能喪失により放射性物質を外部に放散する可能性の

ある施設、放射性物質を外部に放散する可能性のある事態を防

止するために必要な施設及び放射性物質が外部に放散される事

故発生の際に外部に放散される放射性物質による影響を低減さ

せるために必要な施設、並びに地震に伴って発生するおそれが

ある津波による安全機能の喪失を防止するために必要となる施

設であって、環境への影響が大きいものをいい、例えば次の施
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の評価値が発生事故当たり５ミリシーベルトを超えるものをい

う。以下同じ。）をいい、例えば次の施設が挙げられる。 

a)・b) （略） 

c)上記 a)及び b)の設備・機器の機能を確保するために必要な施

設 

 

 

 

d)津波防護機能を有する施設（以下「津波防護施設」という。）

及び浸水防止機能を有する設備（以下「浸水防止設備」とい

う。） 

e)敷地における津波監視機能を有する設備（以下「津波監視設

備」という。） 

② Ｂクラス 

安全機能を有する施設のうち、機能喪失した場合の影響がＳク

ラスの施設と比べ小さい施設をいい、例えば次の施設が挙げら

れる。 

a)・b) （略） 

③ （略） 

二 ウラン加工施設 

以下のクラスに分類するものとする。 

① Ｓクラス 

自ら放射性物質を内蔵している施設、当該施設に直接関係して

設が挙げられる。 

 

a)・b) （略） 

c)上記 a)及び b)の設備・機器の機能を確保するために必要な

施設 

上記に規定する「環境への影響が大きい」とは、敷地周辺の公

衆の実効線量の評価値が発生事故当たり５ミリシーベルトを超

えることをいう。 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

② Ｂクラス 

安全機能を有する施設のうち、機能喪失した場合の影響がＳク

ラス施設と比べ小さい施設をいい、例えば次の施設が挙げられ

る。 

a)・b) （略） 

③ （略） 

二 ウラン加工施設 

以下のクラスに分類するものとする。 

① Ｓクラス 

自ら放射性物質を内蔵している施設、当該施設に直接関係して
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おりその機能喪失により放射性物質を外部に放散する可能性の

ある施設、放射性物質を外部に放散する可能性のある事態を防

止するために必要な施設、放射性物質が外部に放散される事故

発生の際に外部に放散される放射性物質による影響を低減させ

るために必要な施設及び地震に伴って発生するおそれがある津

波による安全機能の喪失を防止するために必要となる施設であ

って、環境への影響が大きいものをいい、例えば次の施設が挙

げられる。 

a)･ｂ) （略） 

c)上記 a)及び b)の設備・機器の機能を確保するために必要な施 

設 

 

 

 

d)津波防護施設及び浸水防止設備 

e)津波監視設備 

②～④ （略） 

 

３ 第７条第１項に規定する「地震力に十分に耐えること」を満たす

ために、耐震重要度分類の各クラスに属する安全機能を有する施設

の耐震設計に当たっては、以下の方針によること。 

一 プルトニウムを取り扱う加工施設 

① Ｓクラス（津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備を

おりその機能喪失により放射性物質を外部に放散する可能性の

ある施設、放射性物質を外部に放散する可能性のある事態を防

止するために必要な施設及び放射性物質が外部に放散される事

故発生の際に外部に放散される放射性物質による影響を低減さ

せるために必要な施設、並びに地震に伴って発生するおそれが

ある津波による安全機能の喪失を防止するために必要となる施

設であって、環境への影響が大きいものをいい、例えば次の施

設が挙げられる。 

a)･ｂ) （略） 

c)上記 a)及び b)の設備・機器の機能を確保するために必要な

施設 

上記に規定する「環境への影響が大きい」とは、敷地周辺の

公衆の実効線量の評価値が発生事故当たり５ミリシーベルト

を超えることをいう。 

（新設） 

（新設） 

②～④ （略） 

 

３ 第７条第１項に規定する「地震力に十分に耐えること」を満たす

ために、耐震重要度分類の各クラスに属する安全機能を有する施設

の耐震設計に当たっては、以下の方針によること。 

一 プルトニウムを取り扱う加工施設 

① Ｓクラス（津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備を
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除く。） 

・弾性設計用地震動による地震力又は静的地震力のいずれか大

きい方の地震力に対しておおむね弾性状態にとどまる範囲で

耐えること。 

・建物・構築物については、通常時に作用している荷重と、弾

性設計用地震動による地震力又は静的地震力を組み合わせ、

その結果発生する応力に対して、建築基準法等の安全上適切

と認められる規格及び基準（以下「建築基準法等の規格等」

という。）による許容応力度を許容限界とし、当該許容限界を

超えないこと。 

・機器・配管系については、通常時及び事故時に生じるそれぞ

れの荷重と、弾性設計用地震動による地震力又は静的地震力

を組み合わせた荷重条件に対して、応答が全体的におおむね

弾性状態にとどまること。 

なお、「事故時に生じる」荷重については、地震によって引

き起こされるおそれのある事象によって作用する荷重及び地

震によって引き起こされるおそれのない事象であっても、一

旦事故が発生した場合、長時間継続する事象による荷重は、

その事故事象の発生確率、継続時間及び地震動の超過確率の

関係を踏まえ、適切な地震力と組み合わせて考慮すること。 

② Ｂクラス 

・静的地震力に対しておおむね弾性状態にとどまる範囲で耐え

ること。また、共振のおそれのある施設については、その影

除く。） 

・弾性設計用地震動による地震力又は静的地震力のいずれか大

きい方の地震力に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で耐

えること。 

・建物・構築物については、通常時に作用している荷重と、弾

性設計用地震動による地震力又は静的地震力を組み合わせ、

その結果発生する応力に対して、建築基準法等の安全上適切

と認められる規格及び基準（以下「建築基準法等の規格等」

という。）による許容応力度を許容限界とすること。 

 

・機器・配管系については、通常時及び事故時に生じるそれぞ

れの荷重と、弾性設計用地震動による地震力又は静的地震力

を組み合わせた荷重条件に対して、応答が全体的におおむね

弾性状態に留まること。なお、「事故時に生じる」荷重につい

ては、地震によって引き起こされるおそれのある事象によっ

て作用する荷重及び地震によって引き起こされるおそれのな

い事象であっても、いったん事故が発生した場合、長時間継

続する事象による荷重は、その事故事象の発生確率、継続時

間及び地震動の超過確率の関係を踏まえ、適切な地震力と組

み合わせて考慮すること。 

② Ｂクラス 

・静的地震力に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で耐える

こと。また、共振のおそれのある施設については、その影響
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響についての検討を行うこと。その場合、検討に用いる地震

動は、弾性設計用地震動に２分の１を乗じたものとすること。 

・建物・構築物については、通常時に作用している荷重と静的

地震力を組み合わせ、その結果発生する応力に対して、建築

基準法等の規格等による許容応力度を許容限界とし、当該許

容限界を超えないこと。 

・機器・配管系については、通常時の荷重と静的地震力を組み

合わせ、その結果発生する応力に対して、応答が全体的にお

おむね弾性状態にとどまること。 

③ Ｃクラス 

・静的地震力に対しておおむね弾性状態にとどまる範囲で耐え

ること。 

・建物・構築物については、通常時に作用している荷重と静的

地震力を組み合わせ、その結果発生する応力に対して、建築

基準法等の規格等による許容応力度を許容限界とし、当該許

容限界を超えないこと。 

・機器・配管系については、通常時の荷重と静的地震力を組み

合わせ、その結果発生する応力に対して、応答が全体的にお

おむね弾性状態にとどまること。 

二 ウラン加工施設 

① Ｓクラス（津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備を

除く。） 

・弾性設計用地震動による地震力又は静的地震力のいずれか大

についての検討を行うこと。その場合、検討に用いる地震動

は、弾性設計用地震動に２分の１を乗じたものとすること。 

・建物・構築物については、通常時に作用している荷重と静的

地震力を組み合わせ、その結果発生する応力に対して、建築

基準法等の規格等による許容応力度を許容限界とすること。 

 

・機器・配管系については、通常時の荷重と静的地震力を組み

合わせ、その結果発生する応力に対して、応答が全体的にお

おむね弾性状態に留まること。 

③ Ｃクラス 

・静的地震力に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で耐える

こと。 

・建物・構築物については、通常時に作用している荷重と静的

地震力を組み合わせ、その結果発生する応力に対して、建築

基準法等の規格等による許容応力度を許容限界とすること。 

 

・機器・配管系については、通常時の荷重と静的地震力を組み

合わせ、その結果発生する応力に対して、応答が全体的にお

おむね弾性状態に留まること。 

二 ウラン加工施設 

① Ｓクラス（津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備を

除く。） 

・弾性設計用地震動による地震力又は静的地震力のいずれか大
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きい方の地震力に対しておおむね弾性状態にとどまる範囲で

耐えること。 

・建物・構築物については、通常時に作用している荷重と、弾

性設計用地震動による地震力又は静的地震力を組み合わせ、

その結果発生する応力に対して、建築基準法等の規格等によ

る許容応力度を許容限界とし、当該許容限界を超えないこと。 

・機器・配管系については、通常時及び事故時に生じるそれぞ

れの荷重と、弾性設計用地震動による地震力又は静的地震力

を組み合わせた荷重条件に対して、応答が全体的におおむね

弾性状態にとどまること。 

なお、「事故時に生じる」荷重については、地震によって引

き起こされるおそれのある事象によって作用する荷重及び地

震によって引き起こされるおそれのない事象であっても、一

旦事故が発生した場合、長時間継続する事象による荷重は、

その事故事象の発生確率、継続時間及び地震動の超過確率の

関係を踏まえ、適切な地震力と組み合わせて考慮すること。 

② 第１類 

・建物・構築物については、通常時に作用している荷重と静的

地震力を組み合わせ、その結果発生する応力に対して、建築

基準法等の規格等による許容応力度を許容限界とし、当該許

容限界を超えないこと。 

・設備・機器については、通常時に作用している荷重と一次設

計に用いる静的地震力（以下「一次地震力」という。）を組み

きい方の地震力に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で耐

えること。 

・建物・構築物については、通常時に作用している荷重と、弾

性設計用地震動による地震力又は静的地震力を組み合わせ、

その結果発生する応力に対して、建築基準法等の規格等によ

る許容応力度を許容限界とすること。 

・機器・配管系については、通常時及び事故時に生じるそれぞ

れの荷重と、弾性設計用地震動による地震力又は静的地震力

を組み合わせた荷重条件に対して、応答が全体的におおむね

弾性状態に留まること。なお、「事故時に生じる」荷重につい

ては、地震によって引き起こされるおそれのある事象によっ

て作用する荷重及び地震によって引き起こされるおそれのな

い事象であっても、いったん事故が発生した場合、長時間継

続する事象による荷重は、その事故事象の発生確率、継続時

間及び地震動の超過確率の関係を踏まえ、適切な地震力と組

み合わせて考慮すること。 

② 第１類 

・建物・構築物については、常時作用している荷重と静的地震

力を組み合わせ、その結果発生する応力に対して、建築基準

法等の規格等による許容応力度を許容限界とすること。 

 

・設備・機器については、常時作用している荷重と一次設計に

用いる静的地震力（以下「一次地震力」という。）を組み合わ
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合わせ、その結果発生する応力に対して、降伏応力又はこれ

と同等の応力を許容限界とし、当該許容限界を超えないこと。

また、設備・機器については、通常時に作用している荷重と

二次地震力を組み合わせ、その結果発生する応力に対して、

設備・機器の相当部分が降伏し、塑性変形する場合でも過大

な変形、亀裂、破損等が生じ、その施設の安全機能に重大な

影響を及ぼすことがないこと。 

③ 第２類及び第３類 

・建物・構築物については、通常時に作用している荷重と静的

地震力を組み合わせ、その結果発生する応力に対して、建築

基準法等の規格等による許容応力度を許容限界とし、当該許

容限界を超えないこと。ただし、建築基準法等の規格等につ

いては、その改正があった場合において、Ｓクラスに属する

施設を有しない加工施設における第３類の建物・構築物のう

ち、次に掲げる要件を全て満たすものであって、改正後の建

築基準法等の規格等を適用しないこととされているものに対

しては、改正後の建築基準法等の規格等を用いないことがで

きる。 

イ・ロ （略） 

・設備・機器については、通常時に作用している荷重と一次地

震力を組み合わせ、その結果発生する応力に対して、降伏応

力又はこれと同等の応力を許容限界とし、当該許容限界を超

えないこと。 

せ、その結果発生する応力に対して、降伏応力又はこれと同

等の応力を許容限界とすること。また、設備・機器について

は、常時作用している荷重と二次地震力を組み合わせ、その

結果発生する応力に対して、設備・機器の相当部分が降伏し、

塑性変形する場合でも過大な変形、亀裂、破損等が生じ、そ

の施設の安全機能に重大な影響を及ぼすことがないこと。 

 

③ 第２類及び第３類 

・建物・構築物については、常時作用している荷重と静的地震

力を組み合わせ、その結果発生する応力に対して、建築基準

法等の規格等による許容応力度を許容限界とすること。ただ

し、建築基準法等の規格等については、その改正があった場

合において、Ｓクラスに属する施設を有しない加工施設にお

ける第３類の建物・構築物のうち、次に掲げる要件を全て満

たすものであって、改正後の建築基準法等の規格等を適用し

ないこととされているものに対しては、改正後の建築基準法

等の規格等を用いないことができる。 

 

イ・ロ （略） 

・設備・機器については、常時作用している荷重と一次地震力

を組み合わせ、その結果発生する応力に対して、降伏応力又

はこれと同等の応力を許容限界とすること。 
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４ 第７条第２項に規定する「地震力」の「算定」に当たっては、以

下に示す方法によること。 

一 プルトニウムを取り扱う加工施設 

実用炉設置許可基準解釈別記２第４条４の方法によること。 

 

 

 

二 ウラン加工施設 

① Ｓクラスに属するウラン加工施設 

実用炉設置許可基準解釈別記２第４条４の方法によること。 

② 上記①以外の建物・構築物 

・建物・構築物の耐震設計法については、各クラスのいずれに

おいても原則として静的設計法を基本とし、かつ建築基準法

等関係法令によること。 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・保有水平耐力の算定においては、建築基準法施行令第８２条

の３に規定する構造計算により安全性を確認することを原則

とすること。また、必要保有水平耐力については、同条第２

号に規定する式で計算した数値に下記に示す割増係数を乗じ

た値とすること。また、必要保有水平耐力の算出に使用する

 

４ 第７条第２項に規定する「地震力」の「算定」に当たっては、以

下に示す方法によること。 

一 プルトニウムを取り扱う加工施設 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の

基準に関する規則の解釈」（原規技発第 1306193 号（平成２５年６

月１９日原子力規制委員会決定）。以下「実用炉設置許可基準解釈」

という。）第４条４の方法によること。 

二 ウラン加工施設 

① Ｓクラスに属するウラン加工施設 

実用炉設置許可基準解釈第４条４の方法によること。 

② 上記①以外の建物・構築物 

・建物・構築物の耐震設計法については、各クラスとも原則と

して静的設計法を基本とし、かつ建築基準法等関係法令によ

ること。 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・保有水平耐力の算定においては、建築基準法施行令第８２条

の３に規定する構造計算により安全性を確認することを原則

とすること。また、必要保有水平耐力については、同条第２

号に規定する式で計算した数値に下記に示す割り増し係数を

乗じた値とすること。また、必要保有水平耐力の算出に使用
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標準せん断力係数Ｃｏは１．０以上とすること。 

【割増係数】 

第１類  １．５以上 

第２類  １．２５以上 

第３類  １．０以上 

③ 上記①以外の設備・機器 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・各クラスのいずれにおいても一次設計を行うこと。この一次

設計に係る一次地震力は、地震層せん断力係数Ｃｉに、耐震

重要度に応じて上記に示す割増係数を乗じたものに２０％増

しして算定するものとすること。ここで「一次設計」とは、

通常時に作用している荷重と一次地震力を組み合わせ、その

結果発生する応力に対して、降伏応力又はこれと同等な安全

性を有する応力を許容限界とする設計をいう。 

・第１類については、上記の一次設計に加え、二次設計を行う

こと。この二次設計に係る二次地震力は、一次地震力に１．

５以上を乗じたものとすること。ここで「二次設計」とは、

通常時に作用している荷重と一次地震力を上回る二次地震力

とを組み合わせ、その結果発生する応力に対して、設備・機

器の相当部分が降伏し、塑性変形する場合でも過大な変形、

する標準せん断力係数Ｃｏは１．０以上とすること。 

【割り増し係数】 

第１類  １．５以上 

第２類  １．２５以上 

第３類  １．０以上 

③ 上記①以外の設備・機器 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・各クラスともに一次設計を行うこと。この一次設計に係る一

次地震力は、地震層せん断力係数Ｃｉに、耐震重要度に応じ

て上記に示す割り増し係数を乗じたものに２０％増しして算

定するものとすること。ここで「一次設計」とは、常時作用

している荷重と一次地震力を組み合わせ、その結果発生する

応力に対して、降伏応力又はこれと同等な安全性を有する応

力を許容限界とする設計をいう。 

・第１類については、上記の一次設計に加え、二次設計を行う

こと。この二次設計に係る二次地震力は、一次地震力に１．

５以上を乗じたものとすること。ここで「二次設計」とは、

常時作用している荷重と一次地震力を上回る二次地震力とを

組み合わせ、その結果発生する応力に対して、設備・機器の

相当部分が降伏し、塑性変形する場合でも過大な変形、亀裂、
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亀裂、破損等が生じ、その施設の安全機能に重大な影響を及

ぼすことがない設計をいう。 

 

５ 第７条第３項に規定する「基準地震動」は、実用炉設置許可基準

解釈別記２第４条５の方針により策定すること。 
 
６ 第７条第３項に規定する「安全機能が損なわれるおそれがないも

のでなければならない」ことを満たすために、基準地震動に対する

安全機能を有する施設の設計に当たっては、以下に掲げる方針によ

ること。 

一 耐震重要施設のうち、二以外のもの 

・ （略） 

・ （略） 

・機器・配管系については、通常時及び事故時に生じるそれぞれ

の荷重と基準地震動による地震力を組み合わせた荷重条件に対

して、その施設に要求される機能を保持すること。なお、上記

により求められる荷重により塑性ひずみが生じる場合であって

も、その量が小さなレベルにとどまって破断延性限界に十分な

余裕を有し、その施設に要求される機能に影響を及ぼさないこ

と。また、動的機器等については、基準地震動による応答に対

して、その設備に要求される機能を保持すること。例えば、実

証試験等により確認されている機能維持加速度等を許容限界と

すること。 

破損等が生じ、その施設の安全機能に重大な影響を及ぼすこ

とがない設計をいう。 

 

５ 第７条第３項に規定する「基準地震動」は、実用炉設置許可基準

解釈第４条５の方針により策定すること。 

 

６ 第７条第３項に規定する「安全機能が損なわれるおそれがないも

のでなければならない」ことを満たすために、基準地震動に対する

安全機能を有する施設の設計に当たっては、以下に掲げる方針によ

ること。 

一 耐震重要施設のうち、二以外のもの 

・ （略） 

・ （略） 

・機器・配管系については、通常時及び事故時に生じるそれぞれ

の荷重と基準地震動による地震力を組み合わせた荷重条件に対

して、その施設に要求される機能を保持すること。なお、上記

により求められる荷重により塑性ひずみが生じる場合であって

も、その量が小さなレベルに留まって破断延性限界に十分な余

裕を有し、その施設に要求される機能に影響を及ぼさないこと。

また、動的機器等については、基準地震動による応答に対して、

その設備に要求される機能を保持すること。具体的には、実証

試験等により確認されている機能維持加速度等を許容限界とす

ること。 
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なお、上記の「事故時に生じる」荷重については、地震によっ

て引き起こされるおそれのある事象によって作用する荷重及び地

震によって引き起こされるおそれのない事象であっても、一旦事

故が発生した場合、長時間継続する事象による荷重は、その事故

事象の発生確率、継続時間及び地震動の超過確率の関係を踏まえ、

適切な地震力と組み合わせて考慮すること。 

二 津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備並びに浸水防止

設備が設置された建物・構築物 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

なお、上記の「終局耐力」とは、構造物に対する荷重を漸次増

大した際、構造物の変形又はひずみが著しく増加する状態を構造

物の終局状態と考え、この状態に至る限界の最大荷重負荷をいう。 

また、耐震重要施設が、耐震重要度分類の下位のクラスに属す

るものの波及的影響によって、その安全機能を損なわないように

設計すること。この波及的影響の評価に当たっては、敷地全体を

俯瞰した調査・検討の内容等を含めて、事象選定及び影響評価の

結果の妥当性を示すとともに、耐震重要施設の設計に用いる地震

動又は地震力を適用すること。 

なお、上記の「耐震重要施設が、耐震重要度分類の下位のクラ

スに属するものの波及的影響によって、その安全機能を損なわな

なお、上記の「事故時に生じる」荷重については、地震によっ

て引き起こされるおそれのある事象によって作用する荷重及び地

震によって引き起こされるおそれのない事象であっても、いった

ん事故が発生した場合、長時間継続する事象による荷重は、その

事故事象の発生確率、継続時間及び地震動の超過確率の関係を踏

まえ、適切な地震力と組み合わせて考慮すること。 

二 津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備並びに浸水防止

設備が設置された建物・構築物 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

なお、上記の「終局耐力」とは、構造物に対する荷重を漸次増

大した際、構造物の変形又は歪みが著しく増加する状態を構造物

の終局状態と考え、この状態に至る限界の最大荷重負荷をいう。 

また、耐震重要施設が、耐震重要度分類の下位のクラスに属す

るものの波及的影響によって、その安全機能を損なわないように

設計すること。この波及的影響の評価に当たっては、敷地全体を

俯瞰した調査・検討の内容等を含めて、事象選定及び影響評価の

結果の妥当性を示すとともに、耐震重要施設の設計に用いる地震

動又は地震力を適用すること。 

なお、上記の「耐震重要施設が、耐震重要度分類の下位のクラ

スに属するものの波及的影響によって、その安全機能を損なわな
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い」とは、少なくとも次に示す事項について、耐震重要施設の安

全機能への影響がないことを確認すること。 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

 

７ 第７条第３項に規定する「基準地震動による地震力」の算定に当

たっては、実用炉設置許可基準解釈別記２第４条７の方法によるこ

と。 
 

８ 第７条第４項の適用に当たっては、実用炉設置許可基準解釈別記

２第４条８の規程を準用すること。 

 

９ 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準

に関する規則の解釈等の一部を改正する規程（原規技発第 2104216

号。以下「一部改正規程」という。）の施行の際現に設置され又は設

置に着手されている加工施設に対する上記５（本規程第２５条にお

いて準用する場合を含む。）の実用炉設置許可基準解釈別記２第４条

５についての一部改正規程による改正後の実用炉設置許可基準解釈

別記２第４条５の規定の適用については、一部改正規程附則第２項

の規定を準用する。 

い」とは、少なくとも次に示す事項について、耐震重要施設の安

全機能への影響が無いことを確認すること。 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

 

７ 第７条第３項に規定する「基準地震動による地震力」の算定に当

たっては、実用炉設置許可基準解釈第４条７の方法によること。 

 

 

８ 第７条第４項の適用に当たっては、実用炉設置許可基準解釈第４

条８の規程を準用すること。 

 

９ 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準

に関する規則の解釈等の一部を改正する規程（原規技発第 2104216

号。以下「一部改正規程」という。）の施行の際現に設置され又は設

置に着手されている加工施設に対する上記５（本規程第２５条にお

いて準用する場合を含む。）の実用炉設置基準解釈第４条５について

の一部改正規程による改正後の実用炉設置許可基準解釈別記２第４

条５の規定の適用については、一部改正規程附則第２項の規定を準

用する。 
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別表第２ 核燃料物質の加工の事業に係る加工事業者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に係

る審査基準 新旧対照表 

（下線部分は改正部分） 

改  正  後 改  正  前 

目次 

Ⅰ （略） 

 

Ⅱ 要求事項 

1. （略） 

 

2. 特有事項 

2.1 重大事故等対策における要求事項 

2.1.1～2.1.5 （略） 

2.1.6 重大事故等時に必要となる水の供給手順等 

2.1.7～2.1.10 （略） 

2.2 （略） 

 

Ⅲ 要求事項の解釈 

1. （略） 

 

2. 特有事項 

2.1 重大事故等対策における要求事項の解釈 

2.1.1～2.1.5 （略） 

目次 

Ⅰ （略） 

 

Ⅱ 要求事項 

1. （略） 

 

2. 特有事項 

2.1 重大事故等対策における要求事項 

2.1.1～2.1.5 （略） 

2.1.6 重大事故等への対処に必要となる水の供給手順等 

2.1.7～2.1.10 （略） 

2.2 （略） 

 

Ⅲ 要求事項の解釈 

1. （略） 

 

2. 特有事項 

2.1 重大事故等対策における要求事項の解釈 

2.1.1～2.1.5 （略） 
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2.1.6 重大事故等時に必要となる水の供給手順等 

2.1.7～2.1.10 （略） 

2.2 （略） 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２

年法律第１６６号。以下「原子炉等規制法」という。）第１４条第１号

に規定する「重大事故の発生の防止及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力」の審査を行う際の審査基準は、以下

のとおりとする。 

 

Ⅰ （略） 

 

Ⅱ 要求事項 

 

加工施設において、重大事故に至るおそれがある事故（設計基準事

故を除く。）若しくは重大事故（以下「重大事故等」と総称する。）が

発生した場合又は大規模な自然災害若しくは故意による大型航空機の

衝突その他のテロリズムによる加工施設の大規模な損壊が発生した場

合における当該事故等に対処するために必要な体制の整備に関し、原

子炉等規制法第２２条第１項の規定に基づく保安規定等において、以

下の項目が規定される方針であることを確認すること。 

なお、申請内容の一部が本要求事項に適合しない場合であっても、

その理由が妥当なものであれば、これを排除するものではない。 

2.1.6 重大事故等への対処に必要となる水の供給手順等 

2.1.7～2.1.10 （略） 

2.2 （略） 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２

年法律第１６６号。以下「原子炉等規制法」という。）第１４条第１号

に規定する「重大事故の発生の防止及び拡大の防止に必要な措置を実

施するために必要な技術的能力」の審査を行う際の審査基準は、以下

のとおりとする。 

 

Ⅰ （略） 

 

Ⅱ 要求事項 

 

加工施設において、重大事故に至るおそれがある事故（設計基準事

故を除く。）若しくは重大事故（以下「重大事故等」と総称する。）が

発生した場合又は大規模な自然災害若しくは故意による大型航空機の

衝突その他のテロリズムによる加工施設の大規模な損壊が発生した場

合における当該事故等に対処するために必要な体制の整備に関し、原

子炉等規制法第２２条第１項の規定に基づく保安規定等において、以

下の項目が規定される方針であることを確認すること。 

なお、申請内容の一部が本要求事項に適合しない場合であっても、

その理由が妥当なものであれば、これを排除するものではない。 
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1. （略） 

 

2. 特有事項 

本項に係る要求については、MOX 燃料加工施設に対して適用する。 

 

2.1 重大事故等対策における要求事項 

2.1.1 臨界事故の拡大を防止するための手順等 

MOX 燃料加工施設の事業者（以下「MOX 燃料加工事業者」とい

う。）において、臨界事故が発生した場合にその拡大を防止するた

め、次に掲げる手順等が適切に整備されているか、又は整備され

る方針が適切に示されていること。 

一 未臨界に移行し、及び未臨界を維持するために必要な手順

等 

二 臨界事故の影響を緩和するために必要な手順等 

 

2.1.2 核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失に対処するための手

順等 

MOX 燃料加工事業者において、核燃料物質等を閉じ込める機能

の喪失に対処するため、次に掲げる手順等が適切に整備されてい

るか、又は整備される方針が適切に示されていること。 

一・二 （略） 

 

 

1. （略） 

 

2. 特有事項 

本項に係る要求については、MOX 燃料加工施設に対して適用する。 

 

2.1 重大事故等対策における要求事項 

2.1.1 臨界事故の拡大を防止するための手順等  

MOX 燃料加工施設の事業者（以下「MOX 燃料加工事業者」とい

う。）において、臨界事故の拡大を防止するために必要な以下の手

順等が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示

されていること。 

一 未臨界に移行し、及び未臨界を維持するための手順等 

 

二 臨界事故の影響を緩和するための手順等 

 

2.1.2 核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失に対処するための手

順等 

MOX 燃料加工事業者において、核燃料物質等を閉じ込める機能

の喪失に対処するために必要な以下の手順等が適切に整備されて

いるか、又は整備される方針が適切に示されていること。 

一・二 （略） 
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2.1.3 その他の事故に対処するための手順等  

MOX 燃料加工事業者において、臨界事故及び核燃料物質等を閉

じ込める機能の喪失以外のその他の事故に対処するため、次に掲

げる手順等が適切に整備されているか、又は整備される方針が適

切に示されていること。 

一・二 （略） 

 

2.1.4・2.1.5 （略） 

 

2.1.6 重大事故等時に必要となる水の供給手順等 

１ MOX 燃料加工事業者において、想定される重大事故等に対処

するための水源として必要な量の水を貯留し、当該重大事故等

に対処するために必要な設備に供給するために必要な手順等

が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示さ

れていること。 

２ MOX 燃料加工事業者において、海その他の水源（前項の水源

を除く。）から、想定される重大事故等の収束に必要な量の水

を取水し、当該重大事故等に対処するために必要な設備に供給

するために必要な手順等が適切に整備されているか、又は整備

される方針が適切に示されていること。 

 

2.1.7～2.1.10 （略） 

 

2.1.3 その他の事故に対処するための手順等  

MOX 燃料加工事業者において、臨界事故及び核燃料物質等を閉

じ込める機能の喪失以外のその他の事故に対処するために必要な

以下の手順等が適切に整備されているか、又は整備される方針が

適切に示されていること。 

一・二 （略） 

 

2.1.4・2.1.5 （略） 

 

2.1.6 重大事故等への対処に必要となる水の供給手順等 

MOX 燃料加工事業者において、重大事故等への対処に必要とな

る十分な量の水を有する水源を確保することに加えて、重大事故

等への対処に必要となる十分な量の水を供給するために必要な手

順等が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示

されていること。 

（新設） 

 

 

 

 

 

2.1.7～2.1.10 （略） 
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2.2 （略） 

 

Ⅲ 要求事項の解釈 

 

要求事項の規定については、以下のとおり解釈する。 

なお、本項においては、要求事項を満たすために必要な措置のうち、

手順等の整備が中心となるものを例示したものである。重大事故等の

発生の防止及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術

的能力には、以下の解釈において規定する内容に加え、事業許可基準

規則に基づいて整備される設備の運用手順等についても当然含まれる

ものであり、これらを含めて手順等が適切に整備されなければならな

い。 

また、以下の要求事項を満足する技術的内容は、本解釈に限定され

るものでなく、要求事項に照らして十分な保安水準が達成できる技術

的根拠があれば、要求事項に適合するものと判断する。 

 

1. 全般事項 

1.1 重大事故等対策における要求事項の解釈 

1.1.1 （略） 

1.1.2 手順書の整備、訓練の実施及び体制の整備 

【要求事項】 （略） 
 
【解釈】 

2.2 （略） 

 

Ⅲ 要求事項の解釈 

 

要求事項の規定については、以下のとおり解釈する。 

なお、本項においては、要求事項を満たすために必要な措置のうち、

手順等の整備が中心となるものを例示したものである。重大事故等の

発生の防止及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術

的能力には、以下の解釈において規定する内容に加え、事業許可基準

規則に基づいて整備される設備の運用手順等についても当然含まれる

ものであり、これらを含めて手順等が適切に整備されなければならな

い。 

また、以下の要求事項を満足する技術的内容は、本解釈に限定され

るものでなく、要求事項に照らして十分な保安水準が達成できる技術

的根拠があれば、要求事項に適合するものと判断する。 

 

1. 全般事項 

1.1 重大事故等対策における要求事項の解釈 

1.1.1 （略） 

1.1.2 手順書の整備、訓練の実施及び体制の整備 
【要求事項】 （略） 

 
【解釈】 
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１・２ （略） 
 
３ 体制の整備は、以下によること。 
ａ）・ｂ） （略） 
ｃ）実施組織は、加工施設内の各工程において重大事故等が同時に

発生すること（共通要因により複数の重大事故が発生すること

をいう。）又は連鎖して発生すること（重大事故の発生により他

の重大事故が従属的に発生することをいう。）にも対応できる方

針であること。 
ｄ）～ｊ） （略） 

 

1.2 （略） 

 

2. 特有事項 

2.1 重大事故等対策における要求事項の解釈 

2.1.1 臨界事故の拡大を防止するための手順等 

【要求事項】 

 

MOX 燃料加工事業者において、臨界事故が発生した場合にその拡

大を防止するため、次に掲げる手順等が適切に整備されているか、

又は整備される方針が適切に示されていること。 

一・二 （略） 

 

１・２ （略） 
 
３ 体制の整備は、以下によること。 
ａ）・ｂ） （略） 
ｃ）実施組織は、加工施設内の各工程で同時に又は連鎖して重大事

故等が発生した場合においても対応できる方針であること。 
 
 
 
ｄ）～ｊ） （略） 
 

1.2 （略） 

 

2. 特有事項 

2.1 重大事故等対策における要求事項の解釈 

2.1.1 臨界事故の拡大を防止するための手順等 

【要求事項】 

 

MOX 燃料加工事業者において、臨界事故の拡大を防止するために

必要な以下の手順等が適切に整備されているか、又は整備される方

針が適切に示されていること。 

一・二 （略） 
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【解釈】 

１・２ （略） 

 

３ 上記の１、２の手順等には、対策を実施するために必要となる電

源を供給するための手順及び加工施設の状態を監視するための手順

等を含む。 

 

2.1.2 核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失に対処するための手順

等 

【要求事項】 

 

MOX 燃料加工事業者において、核燃料物質等を閉じ込める機能の

喪失に対処するため、次に掲げる手順等が適切に整備されているか、

又は整備される方針が適切に示されていること。 

一・二 （略） 

 

 

【解釈】 

１・２ （略） 

３ 上記の１、２の手順等には、対策を実施するために必要となる電

源を供給するための手順及び加工施設の状態を監視するための手順

等を含む。 

 

【解釈】 

１・２ （略） 

 

３ 上記の１、２の手順等には、対策を実施するために必要な電源及

び施設の状態を監視するための手順等を含む。 

 

 

2.1.2 核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失に対処するための手順

等 

【要求事項】 

 

MOX 燃料加工事業者において、核燃料物質等を閉じ込める機能の

喪失に対処するために必要な以下の手順等が適切に整備されている

か、又は整備される方針が適切に示されていること。 

一・二 （略） 

 

 

【解釈】 

１・２ （略） 

３ 上記の１、２の手段等には、対策を実施するために必要となる電

源及び施設の状態を監視するための手順等を含む。 
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2.1.3 その他の事故に対処するための手順等  
【要求事項】 
 
MOX 燃料加工事業者において、臨界事故及び核燃料物質等を閉じ

込める機能の喪失以外のその他の事故に対処するため、次に掲げる

手順等が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示

されていること。 
一・二 （略） 
 

 
【解釈】 
１ 「事故の収束のために必要な手順等」及び「事故の影響を緩和す

るために必要な手順等」には、対策を実施するために必要となる電

源を供給するための手順及び加工施設の状態を監視するために必要

な手順等を含む。 

 

2.1.4 共通事項 

(1)（略） 

 

(2)復旧作業に係る要求事項 

①（略） 

②保管場所 

 

2.1.3 その他の事故に対処するための手順等  
【要求事項】 

 
MOX 燃料加工事業者において、臨界事故及び核燃料物質等を閉じ

込める機能の喪失以外のその他の事故に対処するために必要な以下

の手順等が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に

示されていること。 
一・二 （略） 
 

 
【解釈】 
１ 「事故の収束のために必要な手順等」及び「事故の影響を緩和す

るために必要な手順等」には、対策を実施するために必要となる電

源及び施設の状態を監視するために必要な手順等を含む。 

 

 

2.1.4 共通事項 

(1) （略） 

 

(2) 復旧作業に係る要求事項 

① （略） 

②保管場所 
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【要求事項】 

 

MOX 燃料加工事業者において、上記予備品等を、外部事象の影響

を受けにくい場所に、位置的分散などを考慮して保管する方針であ

ること。 

 

 

③ （略） 

 

(3) （略） 

 

2.1.5 （略） 

 

2.1.6 重大事故等時に必要となる水の供給手順等 

【要求事項】 

 

１ MOX 燃料加工事業者において、想定される重大事故等に対処す

るための水源として必要な量の水を貯留し、当該重大事故等に対

処するために必要な設備に供給するために必要な手順等が適切に

整備されているか、又は整備される方針が適切に示されているこ

と。 

２ MOX 燃料加工事業者において、海その他の水源（前項の水源を

除く。）から、想定される重大事故等の収束に必要な量の水を取水

【要求事項】 

 

MOX 燃料加工事業者において、上記予備品等を、外部事象（地震、

津波等）の影響を受けにくい場所に、位置的分散などを考慮して保

管する方針であること。 

 

 

③ （略） 

 

(3) （略） 

 

2.1.5 （略） 

 

2.1.6 重大事故等への対処に必要となる水の供給手順等 

【要求事項】 

 

MOX 燃料加工事業者において、重大事故等への対処に必要となる

十分な量の水を有する水源を確保することに加えて、重大事故等へ

の対処に必要となる十分な量の水を供給するために必要な手順等が

適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示されてい

ること。 

（新設） 
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し、当該重大事故等に対処するために必要な設備に供給するため

に必要な手順等が適切に整備されているか、又は整備される方針

が適切に示されていること。 

 

 

【解釈】 

１ 第１項に規定する「想定される重大事故等に対処するための水源

として必要な量の水を貯留し、当該重大事故等に対処するために必

要な設備に供給するために必要な手順等」及び第２項に規定する「海

その他の水源（前項の水源を除く。）から、想定される重大事故等の

収束に必要な量の水を取水し、当該重大事故等に対処するために必

要な設備に供給するために必要な手順等」とは、以下に掲げる措置

又はこれと同等以上の効果を有する措置を行うための手順等をい

う。 

ａ）第１項については、想定される重大事故等に対処するための

水源として必要な量の水を貯留し、当該重大事故等に対処する

ために必要な設備に供給するための設備から、第２項について

は、同項に規定する「海その他の水源」から、想定される重大

事故等の収束までの間、当該重大事故等に対処するために必要

な量の水を供給できる手順等を整備すること。この場合におい

て、以下の事項を考慮すること。 

ⅰ） 第２項に規定する「海その他の水源」として、複数の代替

水源（貯水槽、ダム、貯水池、海等であって、第１項の設備

 

 

 

 

 

【解釈】 

１ 「重大事故等への対処に必要となる十分な量の水を有する水源を

確保することに加えて、重大事故等への対処に必要となる十分な量

の水を供給するために必要な手順等」とは、以下に掲げる措置又は

これらと同等以上の効果を有する措置を行うための手順等をいう。 

 

 

 

 

ａ）重大事故等の収束までの間、十分な量の水を供給できる手順

等を整備すること。 

 

 

 

 

 

（新設） 
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に貯留されたもの以外のものをいう。）を利用できるものとす

ること。 

ⅱ） 各水源からの移送ルートを確保し、移送ホース、ポンプそ

の他の設備を用いた水の供給ができるものとすること。 

ⅲ） 必要な水の供給が行えるよう、水源の切替えができるよう

にすること。 

（削る） 

 

（削る） 

（削る） 

（削る） 

 

 

2.1.7 （略） 

 

2.1.8 監視測定等に関する手順等 
【要求事項】 
 
１ （略） 
２ MOX 燃料加工事業者において、重大事故等が発生した場合に工

場等において風向、風速その他の気象条件を測定し、及びその結

果を記録するために必要な手順等が適切に整備されているか、又

は整備される方針が適切に示されていること。 

 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

ｂ）複数の代替水源（貯水槽、ダム、貯水池、海等）が確保され

ていること。 

ｃ）各水源からの移送ルートが確保されていること。 

ｄ）代替水源からの移送ホース及びポンプを準備しておくこと。 

ｅ）必要な水の供給が行えるよう、水源の切替え手順等を定める

こと。 

 

2.1.7 （略） 

 

2.1.8 監視測定等に関する手順等 
【要求事項】 
 
１ （略） 
２ MOX 燃料加工事業者は、重大事故等が発生した場合に工場等に

おいて風向、風速その他の気象条件を測定し、及びその結果を記

録するために必要な手順等が適切に整備されているか、又は整備

される方針が適切に示されていること。 
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【解釈】（略） 
 
2.1.9・2.1.10 （略） 

 
2.2 大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテ

ロリズムへの対応における要求事項の解釈 
可搬型設備等による対応 
【要求事項】 
 
１ MOX 燃料加工事業者において、大規模損壊が発生した場合にお

ける体制の整備に関し、以下の項目についての手順書が適切に整

備されているか、又は整備される方針が適切に示されていること。

また、当該手順書に従って活動を行うための体制及び資機材が適

切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示されてい

ること。 
 
一～六 （略） 
 

 
【解釈】 
１ MOX 燃料加工事業者において、大規模損壊が発生した場合におい

 
 
【解釈】（略） 
 
2.1.9・2.1.10 （略） 

 
2.2 大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテ

ロリズムへの対応における要求事項の解釈 
可搬型設備等による対応 
【要求事項】 
 
１ MOX 燃料加工事業者において、大規模な自然災害又は故意によ

る大型航空機の衝突その他のテロリズムによる MOX 燃料加工施

設の大規模損壊が発生した場合における体制の整備に関し、以下

の項目についての手順書が適切に整備されているか、又は整備さ

れる方針が適切に示されていること。また、当該手順書に従って

活動を行うための体制及び資機材が適切に整備されているか、又

は整備される方針が適切に示されていること。  
一～六 （略） 
 

 
【解釈】 
１ MOX 燃料加工事業者において、大規模な自然災害又は故意による
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て、第１号から第６号までに掲げる活動を実施するために必要な手

順書、体制及び資機材等を適切に整備する方針であること。 

大型航空機の衝突その他のテロリズムによる MOX 燃料加工施設の大

規模損壊が発生した場合において、第１号から第６号までに掲げる

活動を実施するために必要な手順書、体制及び資機材等を適切に整

備する方針であること。 
  

 

別表第３ 再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 新旧対照表 

（下線部分は改正部分） 

改  正  後 改  正  前 

目 次            別添 

条 見出し 

第一章 （略） 

第二章 （略） 

第三章 重大事故等対処施設 

第二十八条

～第四十条 
（略） 

第四十一条 重大事故等時に必要となる水源及び水の供給設備 

第四十二条

～第四十七

条 

（略） 

 

目 次            別添 

条 見出し 

第一章 （略） 

第二章 （略） 

第三章 重大事故等対処施設 

第二十八条

～第四十条 
（略） 

第四十一条 重大事故等への対処に必要となる水の供給設備 

第四十二条

～第四十七

条 

（略） 

 

 
第１条（定義） 
１ 本規程において使用する用語は、核原料物質、核燃料物質及び原

子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）、使用済燃

 
第１条（定義） 
１ 本規程において使用する用語は、核原料物質、核燃料物質及び原

子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号。以下「原
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料の再処理の事業に関する規則（昭和４６年総理府令第１０号。

以下「再処理規則」という。）及び再処理施設の位置、構造及び設

備の基準に関する規則（平成２５年原子力規制委員会規則第２７

号）において使用する用語の例による。 
 
２ （略） 
３ 第２項第５号に規定する「安全上重要な施設」とは、以下に掲げ

るものが含まれるものである。ただし、その機能が喪失したとし

ても、公衆及び従事者に過度の放射線被ばくを及ぼすおそれのな

いことが明らかな場合は、この限りでない。 
一～十五 （略） 
上記２一及び３に規定する「過度の放射線被ばくを及ぼすおそ

れ」とは、敷地周辺の公衆の実効線量の評価値が発生事故当たり

５ミリシーベルトを超えることをいう。 
４ 第２項第９号に規定する「共通要因」とは、二以上の系統又は機

器に同時に作用する要因であって、例えば環境の温度、湿度、圧

力、放射線等による影響因子、系統又は機器に供給される電力、

空気、油、冷却水等による影響因子及び地震、溢水、火災等の影

響をいう。 
 

子炉等規制法」という。）、使用済燃料の再処理の事業に関する規

則（昭和４６年総理府令第１０号。以下「再処理規則」という。）

及び再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（平成

２５年原子力規制委員会規則第２７号）において使用する用語の

例による。 
２ （略） 
３ 第２項第５号に規定する「安全上重要な施設」とは、以下に掲げ

るものが含まれるものである。ただし、その機能が喪失したとし

ても、公衆及び従事者に過度の放射線被ばくを及ぼすおそれのな

いことが明らかな場合は、この限りでない。 
一～十五 （略） 
上記２一及び３に規定する「過度の放射線被ばくを及ぼすおそ

れ」とは、敷地周辺の公衆の実効線量の評価値が発生事故当たり

５mSv を超えることをいう。 
４ 第２項第９号に規定する「共通要因」とは、二つ以上の系統又は

機器に同時に作用する要因であって、例えば環境の温度、湿度、

圧力、放射線等による影響因子、系統又は機器に供給される電力、

空気、油、冷却水等による影響因子及び地震、溢水、火災等の影

響をいう。 

第２条（核燃料物質の臨界防止） 
１・２ （略） 
３ 第１項に規定する「核的に安全な形状寸法にすることその他の適

第２条（核燃料物質の臨界防止） 
１・２ （略） 
３ 第１項に規定する「核的に安全な形状寸法にすることその他の適
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切な措置」とは、二以上の単一ユニットが存在する場合について、

以下の各号に掲げる措置又はこれらと同等以上の措置をいう。 
一～三 （略） 

４ （略） 
 

切な措置」とは、二つ以上の単一ユニットが存在する場合につい

て、以下の各号に掲げる措置又はこれらと同等以上の措置をいう。 
一～三 （略） 

４ （略） 

第４条（閉じ込めの機能） 

１ （略） 

２ 第４条の規定については以下の各号に掲げる措置を考慮するこ

と。 

一 放射性物質を内蔵する系統及び機器は、その内蔵する放射性

物質の崩壊熱等により著しい過熱を生じるおそれのあるもの

に対して冷却のための必要な措置を講ずることその他の方法

により当該放射性物質の漏えいを防止することができる設計

であること。また、当該系統及び機器で用いられる化学薬品

等に対して著しい腐食を防止することができる設計であるこ

と。 

二 プルトニウムを含む溶液及び粉末並びに高レベル放射性液体

廃棄物を内蔵する系統及び機器は、原則として、セル等に収

納すること。また、セル等は、液体状の放射性物質が漏えい

した場合に、その漏えいを感知し、漏えいの拡大を防止する

とともに漏えいした放射性物質を安全に移送及び処理するこ

とができる設計であること。 

三 （略） 

第４条（閉じ込めの機能） 

１ （略） 

２ 第４条の規定については以下の各号に掲げる措置を考慮するこ

と。 

一 放射性物質を収納する系統及び機器は、放射性物質の漏えい

を防止できる設計であること。また、使用する化学薬品等に

対して適切な腐食対策が講じられていること。 

 

 

 

 

二 プルトニウムを含む溶液及び粉末並びに高レベル放射性液体

廃棄物を内蔵する系統及び機器は、原則として、セル等に収

納されること。また、セル等は、液体状の放射性物質が漏え

いした場合に、その漏えいを感知し、漏えいの拡大を防止す

るとともに漏えいした放射性物質を安全に移送及び処理する

ことができる設計であること。 

三 （略） 
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第５条（火災等による損傷の防止） 

１ 第１項について、放射性物質を内蔵する機器（容器、管等）及び

セル等における火災又は爆発の原因は、例えば、以下の各号に掲

げるものをいう。 

一 爆発性ガス、可燃性の液体、化学物質（水素、過酸化水素、

りん酸トリブチル（TBP）とその希釈液、硝酸ヒドラジン等）

の使用 

二～四 （略） 

２ 第１項に規定する「火災及び爆発の発生を防止することができ、

かつ、消火を行う設備（以下「消火設備」といい、安全機能を有

する施設に属するものに限る。）及び早期に火災発生を感知する設

備（以下「火災感知設備」という。）並びに火災及び爆発の影響を

軽減する機能を有する」とは、以下の各号に掲げるものをいう。 

一～三 （略） 

四 水素の発生のおそれがある設備は、その水素を掃気すること

その他の方法により発生した水素が滞留しない設計とするこ

と。 

五～七 （略） 

３ 第５条の規定において、上記１以外の原因により建物内外で発生

する通常の火災等として、例えば、電気系統の機器又はケーブル

の短絡や地絡、落雷等の自然現象及び漏えいした潤滑油の引火等

に起因するものを考慮するものとする。 

第５条（火災等による損傷の防止） 

１ 第１項について、放射性物質を内包する機器（容器、管等）及び

セル等における火災又は爆発の原因は、例えば、以下の各号に掲

げるものをいう。 

一 爆発性ガス、可燃性の液体、化学物質（水素、過酸化水素、

リン酸トリブチル（TBP）とその希釈液、硝酸ヒドラジン等）

の使用 

二～四 （略） 

２ 第１項に規定する「火災及び爆発の発生を防止することができ、

かつ、消火を行う設備（以下「消火設備」といい、安全機能を有

する施設に属するものに限る。）及び早期に火災発生を感知する設

備（以下「火災感知設備」という。）並びに火災及び爆発の影響を

軽減する機能を有する」とは、以下の各号に掲げるものをいう。 

一～三 （略） 

四 水素の発生のおそれがある設備は、発生した水素が滞留しな

い設計とすること。 

 

五～七 （略） 

３ 第５条の規定において、上記１以外の原因により建物内外で発生

する通常の火災等として、例えば、電気系統の機器又はケーブル

の短絡や地落、落雷等の自然現象及び漏えいした潤滑油の引火等

に起因するものを考慮するものとする。 
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４ 第５条の適用に当たっては、「実用発電用原子炉及びその附属施設

の火災防護に係る審査基準」（原規技発第 1306195 号（平成２５年

６月１９日原子力規制委員会決定））を参考とすること。 

 

（新設） 

第１０条（再処理施設への人の不法な侵入等の防止）  
１ 第１０条に規定する「再処理施設への人の不法な侵入、再処理施

設に不正に爆発性又は易燃性を有する物件その他人に危害を与

え、又は他の物件を損傷するおそれがある物件が持ち込まれるこ

と及び不正アクセス行為（不正アクセス行為の禁止等に関する法

律（平成十一年法律第百二十八号）第二条第四項に規定する不正

アクセス行為をいう。）を防止するための設備」とは、例えば、以

下の事象への対策のための設備が挙げられる。  
一 （略）  
二 郵便物等による敷地外からの爆発物又は有害物質の持込み  
三 （略） 
 

第１０条（再処理施設への人の不法な侵入等の防止）  
１ 第１０条に規定する「再処理施設への人の不法な侵入、再処理施

設に不正に爆発性又は易燃性を有する物件その他人に危害を与

え、又は他の物件を損傷するおそれがある物件が持ち込まれるこ

と及び不正アクセス行為（不正アクセス行為の禁止等に関する法

律（平成十一年法律第百二十八号）第二条第四項に規定する不正

アクセス行為をいう。）を防止するための設備」とは、例えば、以

下の事象への対策のための設備が挙げられる。  
一 （略）  
二 郵便物等に敷地外からの爆発物又は有害物質の持込み  
三 （略） 

第１６条（運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故の拡大の防止） 
１ （略） 
２ 事故等の評価  

一 放射性物質が存在する再処理施設内の工程ごとに、運転時の

異常な過渡変化及び機器等の破損、故障、誤動作あるいは運

転員の誤操作によって放射性物質を外部に放出する可能性の

ある事象を想定し、その発生の可能性との関連において、各

第１６条（運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故の拡大の防止） 
１ （略） 
２ 事故等の評価  

一 放射性物質が存在する再処理施設内の各工程ごとに、運転時

の異常な過渡変化及び機器等の破損、故障、誤動作あるいは

運転員の誤操作によって放射性物質を外部に放出する可能性

のある事象を想定し、その発生の可能性との関連において、
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種の安全設計の妥当性を確認するという観点から設計基準事

故等を選定し評価する。 
評価すべき事例は以下に掲げるとおりとする。 
①・② （略） 
ただし、評価条件の包絡性を示すことができれば、包絡条

件による評価で代表してよいものとする。 
二 （略） 
三 上記事象の解析に当たっては、技術的に妥当な解析モデル及

びパラメータを採用して解析を行うとともに、以下に掲げる

事項を満たすものとする。 
①・② （略） 
③ 一つの想定事象について二以上の安全機能が要求される

場合には、機能別に単一故障を仮定すること。  
④・⑤ （略） 

四～六 （略） 
七 上記五の「公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与え

ないこと」については、線量の評価を設計基準事故の発生頻

度との兼ね合いを考慮して行うこととする。 
ＩＣＲＰの１９９０年勧告によれば、公衆の被ばくに対す

る年実効線量限度として、１ミリシーベルトを勧告している

が、特殊な状況においては、５年間にわたる平均が年当たり

１ミリシーベルトを超えなければ、単一年にこれよりも高い

実効線量が許されることもあり得るとなっている。これは運

各種の安全設計の妥当性を確認するという観点から設計基準

事故等を選定し評価する。 
評価すべき事例は以下に掲げるとおりとする。 
①・② （略） 
ただし、類似の事象が２つ以上ある場合には、最も厳しい

事象で代表させることができる。 
二 （略） 
三 上記事象の解析に当たっては、技術的に妥当な解析モデル及

びパラメータを採用して解析を行うとともに、以下に掲げる

事項を満たすものとする。 
①・② （略） 
③ １つの想定事象について２つ以上の安全機能が要求さ 

れる場合には、機能別に単一故障を仮定すること。  
④・⑤ （略） 

四～六 （略） 
七 上記五の「公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与え

ないこと」については、線量の評価を設計基準事故の発生頻

度との兼ね合いを考慮して行うこととする。 
ＩＣＲＰの１９９０年勧告によれば、公衆の被ばくに対す

る年実効線量限度として、１mSv を勧告しているが、特殊な

状況においては、５年間にわたる平均が年当たり１mSv を超

えなければ、単一年にこれよりも高い実効線量が許されるこ

ともあり得るとなっている。これは運転時及び停止時の放射
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転時及び停止時の放射線被ばくについての考え方であるが、

これを発生頻度が小さい事故の場合にも適用することとし、

敷地周辺の公衆の実効線量の評価値が発生事故当たり５ミリ

シーベルトを超えなければリスクは小さいと判断する。なお、

発生頻度が極めて小さい事故に対しては、実効線量の評価値

が上記の値をある程度超えてもそのリスクは小さいと判断で

きる。 
３ （略） 
 

線被ばくについての考え方であるが、これを発生頻度が小さ

い事故の場合にも適用することとし、敷地周辺の公衆の実効

線量の評価値が発生事故当たり５mSv を超えなければリスク

は小さいと判断する。なお、発生頻度が極めて小さい事故に

対しては、実効線量の評価値が上記の値をある程度超えても

そのリスクは小さいと判断できる。 
 
３ （略） 

第１８条（計測制御系統施設）  
１ 第１号に規定する「健全性を確保するために監視することが必要

なパラメータ」及び第３号に規定する「状況を把握し、及び対策

を講ずるために必要なパラメータ」とは、例えば、以下に掲げる

ものをいう。 
一～六 （略） 

２ （略） 
 

第１８条（計測制御系統施設）  
１ 第１号に規定する「健全性を確保するために監視することが必要

なパラメータ」及び第３号に規定する「状況を把握し、及び対策

を講じるために必要なパラメータ」とは、例えば、以下に掲げる

ものをいう。 
一～六 （略） 

２ （略） 

第２０条（制御室等）  
１ 第１項に規定する「制御室」とは、運転時においては、放射線業

務従事者が施設の運転又は工程等の管理を行い、事故時において

は、放射線業務従事者が適切な事故対策を講ずる場所をいう。な

お、１か所である必要はない。 
２～５ （略） 

第２０条（制御室等）  
１ 第１項に規定する「制御室」とは、運転時においては、放射線業

務従事者が施設の運転又は工程等の管理を行い、事故時において

は、放射線業務従事者が適切な事故対策を講ずる場所をいう。な

お、１箇所である必要はない。 
２～５ （略） 
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第２２条（保管廃棄施設）  
１ 第２号に規定する「冷却のための適切な措置」については、放射

性固体廃棄物においては、廃棄物の破砕、圧縮、焼却、固化等の

処理が適切に行えるように措置することを含む。 
 

第２２条（保管廃棄施設）  
１ 第１項第２号に規定する「冷却のための適切な措置」については、

放射性固体廃棄物においては、廃棄物の破砕、圧縮、焼却、固化

等の処理が適切に行えるように措置することを含む。 

第２５条（保安電源設備） 
１・２ （略） 
３ 第４項に規定する「少なくとも二回線は、当該再処理施設におい 

て受電可能なものであり」とは、電力系統と非常用所内配電設備 
とを接続する外部電源受電回路を二以上設けることをいう。 

４・５ （略） 
 

第２５条（保安電源設備） 
１・２ （略） 
３ 第４項に規定する「少なくとも二回線は、当該再処理施設におい 

て受電可能なものであり」とは、電力系統と非常用所内配電設備 
とを接続する外部電源受電回路を２つ以上設けることをいう。 

４・５ （略） 

第２８条（重大事故等の拡大の防止等） 

１ 第１項及び第２項に規定する「必要な措置」とは、以下に掲げる

措置をいう。 

一 放射性物質を内蔵する系統及び機器ごとに想定される重大事

故のそれぞれについて、当該重大事故の発生を防止し、又は

当該重大事故が発生した場合にその拡大を防止するための対

策に対し、有効性があることの確認（以下「有効性評価」と

いう。）を行うこと。有効性評価に当たっては、重大事故が単

独で発生すること、同時に発生すること（共通要因により複

数の重大事故が発生することをいう。以下同じ。）又は連鎖し

第２８条（重大事故等の拡大の防止等） 

１ 第１項及び第２項に規定する「必要な措置」とは、以下に掲げる

措置をいう。 

一 それぞれの重大事故について、発生を防止するための設備、

拡大を防止するための設備が有効に機能するかを確認（有効

性評価）すること。確認に当たっては、重大事故が単独で、

同時に又は連鎖して発生することを想定して評価すること。

ただし、類似の事象が２つ以上ある場合には、最も厳しい事

象で代表させることができるものとする。 

 



 

48 
 

て発生すること（重大事故の発生により他の重大事故が従属

的に発生することをいう。以下同じ。）を想定して評価を行う

こと。ただし、評価条件の包絡性を示すことができれば、包

絡条件による有効性評価で代表してよいものとする。 

二 上記一の有効性評価に当たっての条件は以下に掲げるものと

する。 

① 作業環境（線量、アクセス性等を含む。）、電力量、冷却材

量、資機材、作業員、作業体制、下記②で特定した系統又

は機器等を適切に考慮すること。 

 

② 重大事故の想定に当たっては、当該重大事故を発生させ

る要因により機能喪失する系統又は機器を特定するとと

もに、以下に掲げる共通要因故障を考慮すること。ただし、

共通要因のうち関連性が認められない偶発的なものの重

畳を想定する必要はない。 

a) 長時間の全交流動力電源喪失等による冷却設備や水

素掃気設備等の安全機能の喪失の同時発生 
 

b) 同一のセル内にある等、同じ区画内（発生する事故が、

他の設備・機能に影響を及ぼし得る範囲）にある系統

及び機器については、事故の発生防止対策の機能喪失

の同時発生 

③ （略） 

 

 

 

 

二 上記一の評価に当たっての前提条件は以下に掲げる条件をい

う。 

① 確認に当たっての条件 

確認に当たっては、作業環境（線量、アクセス性等を含

む。）、電力量、冷却材量、資機材、作業員、作業体制等を

適切に考慮すること。 

② 事故発生の条件  

重大事故が単独で、同時に又は連鎖して発生することを想

定するに当たっては、以下に掲げる共通要因故障を考慮す

ること。関連性が認められない偶発的な同時発生の可能性

を想定する必要はない。 

a) 長時間の全交流動力電源喪失等によって想定される、

冷却設備や水素掃気設備等の安全機能の喪失の同時

発生の可能性 

b) 同一のセル内にある等、同じ防護区画内（発生する事

故が、他の設備・機能に影響を及ぼし得る範囲）にあ

る系統及び機器については、事故の発生防止対策の機

能喪失の同時発生の可能性 

③ （略） 
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三 上記一の有効性評価の判断基準は、以下に掲げるものとする。 

重大事故の発生を防止するための設備及び重大事故が発生し

た場合にその拡大を防止するための設備が有効に機能するこ

との確認については、作業環境（線量、アクセス性等を含む。）、

電力量、冷却材量、資機材、作業員、作業体制、上記二②で

特定した系統又は機器等が適切に考慮されていることを確認

した上で、以下に掲げる事項を達成するための対策に対し、

有効性があることを確認すること。 

① 臨界事故 

a) 発生を防止するための設備の機能が喪失した場合に

おいて、速やかに未臨界に移行し、及び未臨界を維持

することができること。 

② 冷却機能の喪失による蒸発乾固 

冷却機能の喪失による蒸発乾固として、使用済燃料から分

離された物であって液体状のもの又は液体状の放射性廃

棄物（以下「液体放射性廃棄物等」という。）を冷却する

機能が喪失することにより、液体放射性廃棄物等が沸騰

し、液体放射性廃棄物等に含まれる水分が失われるまでの

現象を想定するものとする。 

a) 冷却機能の喪失による蒸発乾固を防止することがで

きること。 

b) 冷却機能の喪失による蒸発乾固を防止するための設

備の機能が喪失した場合において、冷却機能の喪失に

三 有効性評価の判断基準は、以下に掲げるものとする。 

重大事故について、発生を防止するための設備、拡大を防止

するための設備が有効に機能することの確認については、作

業環境（線量、アクセス性等を含む。）、電力量、冷却材量、

資機材、作業員、作業体制等が適切に考慮されていることを

確認した上で、以下に掲げることを達成するための対策に有

効性があることを確認すること。 

 

① 臨界事故 

a) 発生を防止するための設備が機能しなかったとして

も、速やかに未臨界に移行し、及び未臨界を維持でき

ること。 

② 冷却機能の喪失による蒸発乾固 

 

 

 

 

 

 

a) 蒸発乾固の発生を未然に防止できること。 

 

b) 発生を防止するための設備が機能しなかったとして

も、放射性物質の発生を抑制し、及び蒸発乾固の進行
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よる蒸発乾固の進行を緩和することができること。 

③ 放射線分解により発生する水素による爆発 

a) 水素爆発の発生を防止することができること。 

b) 水素爆発を防止するための設備の機能が喪失した場

合において、水素爆発が続けて生じるおそれがない状

態を維持することができること。 

④ 有機溶媒等による火災又は爆発 

a) 有機溶媒その他の物質による火災及び爆発の発生を

防止することができること。 

b) 有機溶媒その他の物質による火災又は爆発の発生を

防止するための設備の機能が喪失した場合において、

火災を収束させ、又は爆発が続けて生じるおそれがな

い状態を維持することができること。 

⑤ （略） 

⑥ 放射性物質の漏えい 
a) 重大事故の発生を防止することができること。 
b) 発生を防止するための設備の機能が喪失した場合に

おいて、重大事故の拡大を防止することができるこ

と。 

２ 第３項に規定する「異常な水準の放出を防止する」とは、上記三

①から④まで及び⑥において、放射性物質の放出量がセシウム１

３７換算で１００テラベクレルを十分下回るものであって、かつ、

実行可能な限り低いことをいう。 

を緩和できること。 

③ 放射線分解により発生する水素による爆発 

a) 水素爆発の発生を未然に防止できること。 

b) 水素爆発を防止するための設備が機能しなかったと

しても、水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を

維持できること。 

④ 有機溶媒等による火災又は爆発 

a) 火災及び爆発の発生を未然に防止できること。 

 

b) 火災又は爆発の発生を防止するための設備が機能し

なかったとしても、火災又は爆発を収束できること。 

 

 

⑤ （略） 

⑥ 放射性物質の漏えい 
a) 重大事故の発生を未然に防止できること。 
b) 発生を防止するための設備が機能しなかったとして

も、重大事故の拡大を防止できること。 

 

２ 第３項に規定する「異常な水準の放出を防止する」とは、上記三

①から④及び⑥において、放射性物質の放出量がセシウム１３７

換算で１００テラベクレルを十分下回るものであって、かつ、実

行可能な限り低いことをいう。 
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３ （略） 

 

３ （略） 

第３３条（重大事故等対処設備） 

１ 第１項第１号に規定する「必要な個数及び容量」は、次に掲げる

とおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

一 故障時及び保守点検による待機除外時のバックアップを考慮

し、想定される重大事故等の収束に必要な個数及び容量を有

すること。 

二 同時に発生すること又は連鎖して発生することが想定される

重大事故等の対処に用いる場合には、当該重大事故等に対処

できる容量を有すること。 

２ 第１項第２号に規定する「使用条件」として、想定される重大事

故等の要因を適切に考慮すること。 

３～７ （略） 

 

第３３条（重大事故等対処設備） 

１ 第１項第１号に規定する「必要な個数及び容量」については、故

障時及び点検保守による待機除外時のバックアップを考慮した上

で、第３４条「臨界事故の拡大を防止するための設備」、第３５条

「冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための設備」、第３６

条「放射線分解により発生する水素による爆発に対処するための

設備」、第３７条「有機溶媒等による火災又は爆発に対処するため

の設備」、第３８条「使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備」及

び第３９条「放射性物質の漏えいに対処するための設備」の解釈

に準ずるものとする。 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

２～６ （略） 

第３４条（臨界事故の拡大を防止するための設備） 第３４条（臨界事故の拡大を防止するための設備） 
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１ 第１号に規定する「未臨界に移行し、及び未臨界を維持するため

に必要な設備」とは、設計基準の要求により措置した設備の機能

が喪失した場合において、その喪失した機能（臨界事故に対処す

るために必要な機能に限る。）を代替するための中性子吸収材の貯

槽への注入設備等をいう。 

 

２ 第２号に規定する「臨界事故が発生した設備に接続する換気系統

を隔離するために必要な設備」とは、閉止弁、密閉式ダンパ等を

いい、「隔離した換気系統の過圧による放射性物質の漏えいを防止

するために必要な設備」とは、換気系統を有するセル、換気系統

に接続する貯留槽等に隔離した換気系統内部の気体を排出するた

めの設備等をいう。 

 

３ 第３号に規定する「放射性物質の放出による影響を緩和するため

に必要な設備」とは、設計基準の要求により措置したセル換気系

統の機能が喪失した場合において、その機能（臨界事故に対処す

るために必要な機能に限る。）を代替するための設備、放射性物質

の放出量を低減するための貯留槽等をいう。 

 

（削る） 

 

 

（削る） 

１ 第１項第１号に規定する「未臨界に移行し、及び未臨界を維持す

るために必要な設備」とは、設計基準の要求により措置した設備

とは異なる中性子吸収材の貯槽への注入設備、溶液の回収・移送

設備等をいう。 

また、設備の必要な個数は、当該重大事故等が発生するおそれ

がある安全上重要な施設の機器ごとに１セットとする。 

２ 第１項第２号に規定する「臨界事故が発生した設備に接続する換

気系統の配管の流路を遮断するために必要な設備」とは、閉止弁、

密閉式ダンパ等をいい、「換気系統の配管内が加圧状態になった場

合にセル内に設置された配管の外部へ放射性物質を排出するため

に必要な設備」とは、水封安全器等をいう。 

また、設備の必要な個数は、当該重大事故等が発生するおそれ

がある安全上重要な施設の機器ごとに１セットとする。 

３ 第１項第３号に規定する「放射性物質の放出による影響を緩和す

るために必要な設備」とは、セル換気系統を代替するための設備

をいう。 

また、セル換気系統の放射性物質を低減する機能を代替するた

めの設備の必要な個数は、再処理施設に設置された排風機の台数

と同数とする。 

４ 上記１及び２については、設備の信頼性が十分に高いと判断され

ない場合には、多様性も考慮して動作原理の異なる設備を追加す

ること。 

５ 同時に又は連鎖して発生する可能性のない事故の間で、設備を共
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（削る） 

用することは妨げない。 

６ 上記の措置には、対策を実施するために必要となる電源、施設の

状態を監視するための設備の整備を含む。 

 

第３５条（冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための設備） 

１ 第１号に規定する「冷却機能の喪失による蒸発乾固の発生を防止

する」とは、液体放射性廃棄物等が沸騰に至ることを防止するこ

とをいい、「冷却機能の喪失による蒸発乾固の発生を防止するため

に必要な設備」とは、設計基準の要求により措置した設備の機能

が喪失した場合において、その機能（冷却機能の喪失による蒸発

乾固に対処するために必要な機能に限る。）を代替するための冷却

設備等をいう。 

２ 第２号に規定する「放射性物質の気相への移行を抑制し、及び冷

却機能の喪失による蒸発乾固の進行を緩和する」とは、液体放射

性廃棄物等が沸騰に至った場合に、当該液体放射性廃棄物等を冷

却すること等により、当該液体放射性廃棄物等の沸騰状態を解消

し、及びその状態を維持することをいい、「放射性物質の気相への

移行を抑制し、及び冷却機能の喪失による蒸発乾固の進行を緩和

するために必要な設備」とは、液体放射性廃棄物等に直接注水す

るための設備、当該液体放射性廃棄物等を冷却するための設備等

をいう。 

３ 第３号に規定する「冷却機能の喪失による蒸発乾固が発生した設

備に接続する換気系統を隔離するために必要な設備」とは、閉止

第３５条（冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための設備） 

１ 第１項第１号に規定する「蒸発乾固の発生を未然に防止するため

に必要な設備」とは、設計基準の要求により措置した設備とは異

なる冷却設備や回収・移送設備、冷却管を用いた直接注水設備等

をいう。 

また、設備の必要な個数は、当該重大事故等が発生するおそれ

がある安全上重要な施設の機器ごとに１セットとする。 

 

２ 第１項第２号に規定する「放射性物質の発生を抑制し、及び蒸発

乾固の進行を緩和するために必要な設備」とは、ルテニウムの気

相への大量移行を抑制するためのショ糖等の注入設備、希釈材の

注入設備等をいう。 

また、設備の必要な個数は、当該重大事故等が発生するおそれ

がある安全上重要な施設の機器ごとに１セットとする。 

 

 

 

３ 第１項第３号に規定する「蒸発乾固が発生した設備に接続する換

気系統の配管の流路を遮断するために必要な設備」とは、閉止弁、
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弁、密閉式ダンパ等をいい、「隔離した換気系統の過圧による放射

性物質の漏えいを防止するために必要な設備」とは、換気系統を

有するセル、換気系統に接続する貯留槽等に隔離した換気系統内

部の気体を排出するための設備等をいう。 

 

４ 第４号に規定する「放射性物質の放出による影響を緩和するため

に必要な設備」とは、設計基準の要求により措置したセル換気系

統の機能が喪失した場合において、その機能（冷却機能の喪失に

よる蒸発乾固に対処するために必要な機能に限る。）を代替するた

めの設備、放射性物質の放出量を低減するための貯留槽等をいう。 

（削る） 

 

 

（削る） 

 

（削る） 

密閉式ダンパ等をいい、「換気系統の配管内が加圧状態になった場

合にセル内に設置された配管の外部へ放射性物質を排出するため

に必要な設備」とは、水封安全器等をいう。 

また、設備の必要な個数は、当該重大事故等が発生するおそれ

がある安全上重要な施設の機器ごとに１セットとする。 
４ 第１項第４号「放射性物質の放出による影響を緩和するために必

要な設備」とは、セル換気系統を代替するための設備をいう。 
また、セル換気系統の放射性物質を低減する機能を代替するた

めの設備の必要な個数は、再処理施設に設置された排風機の台数

と同数とする。 
５ 上記１、２及び３については、設備の信頼性が十分に高いと判断

されない場合には、多様性も考慮して動作原理の異なる設備を追

加すること。 
６ 同時に又は連鎖して発生する可能性のない事故の間で、設備を共

用することは妨げない。 
７ 上記の措置には、対策を実施するために必要となる電源、補給水、 

施設の状態を監視するための設備の整備を含む。 
 

第３６条（放射線分解により発生する水素による爆発に対処するため

の設備） 

１ 第１号に規定する「放射線分解により発生する水素による爆発（以

下この条において「水素爆発」という。）の発生を防止するために

必要な設備」とは、設計基準の要求により措置した設備の機能が

第３６条（放射線分解により発生する水素による爆発に対処するため

の設備） 

１ 第１項第１号に規定する「放射線分解により発生する水素による

爆発（以下この条において「水素爆発」という。）の発生を未然に

防止するために必要な設備」とは設計基準の要求により措置した



 

55 
 

喪失した場合において、その機能（水素爆発に対処するために必

要な機能に限る。）を代替するための圧縮空気の供給設備等をい

う。 

 

 

２ 第２号に規定する「水素爆発が続けて生じるおそれがない状態を

維持するために必要な設備」とは、設計基準の要求により措置し

た設備の機能が喪失した場合において、その機能（水素爆発に対

処するために必要な機能に限る。）を代替するための圧縮空気の供

給設備等をいう。 

３ 第３号に規定する「水素爆発が発生した設備に接続する換気系統

を隔離するために必要な設備」とは、閉止弁、密閉式ダンパ等を

いい、「隔離した換気系統の過圧による放射性物質の漏えいを防止

するために必要な設備」とは、換気系統を有するセル、換気系統

に接続する貯留槽等に隔離した換気系統内部の気体を排出するた

めの設備等をいう。 

 

４ 第４号に規定する「放射性物質の放出による影響を緩和するため

に必要な設備」とは、設計基準の要求により措置したセル換気系

統の機能が喪失した場合において、その機能（水素爆発に対処す

るために必要な機能に限る。）を代替するための設備、放射性物質

の放出量を低減するための貯留槽等をいう。 

 

設備とは異なる圧縮空気の供給設備、溶液の回収・移送設備、ボ

ンベ等による水素掃気配管への窒素の供給設備、爆発に至らせな

いための水素燃焼設備等をいう。 

また、設備の必要な個数は、当該重大事故等が発生するおそれ

がある安全上重要な施設の機器ごとに１セットとする。 

２ 第１項第２号に規定する「水素爆発が発生した場合において水素

爆発が続けて生じるおそれがない状態を維持するために必要な設

備」とは、容器への希釈材の注入設備等をいう。 

また、設備の必要な個数は、当該重大事故等が発生するおそれ

がある安全上重要な施設の機器ごとに１セットとする。 

３ 第１項第３号に規定する「水素爆発が発生した設備に接続する換

気系統の配管の流路を遮断するために必要な設備」とは、閉止弁、

密閉式ダンパ等をいい、「換気系統の配管内が加圧状態になった場

合にセル内に設置された配管の外部へ放射性物質を排出するため

に必要な設備」とは、水封安全器等をいう。 

また、設備の必要な個数は、当該重大事故等が発生するおそれ

がある安全上重要な施設の機器ごとに１セットとする。 

４ 第１項第４号に規定する「放射性物質の放出による影響を緩和す

るために必要な設備」とは、セル換気系統を代替するための設備

等をいう。 

また、セル換気系統の放射性物質を低減する機能を代替するた

めの設備の必要な個数は、再処理施設に設置された排風機の台数

と同数とする。 
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（削る） 

 

 

（削る） 

 

（削る） 

５ 上記１、２及び３については、設備の信頼性が十分に高いと判断

されない場合には、多様性も考慮して動作原理の異なる設備を追

加すること。 

６ 同時に又は連鎖して発生する可能性のない事故の間で、設備を共

用することは妨げない。 

７ 上記の措置には、対策を実施するために必要となる電源、補給水、

施設の状態を監視するための設備の整備を含む。 

 

第３７条（有機溶媒等による火災又は爆発に対処するための設備） 

１ 第１号に規定する「有機溶媒その他の物質による火災又は爆発の

発生（りん酸トリブチルの混入による急激な分解反応によるもの

を除く。）を防止するために必要な設備」とは、設計基準の要求に

より措置した設備の機能が喪失した場合において、その機能（有

機溶媒その他の物質による火災又は爆発に対処するために必要な

機能に限る。）を代替するための溶液の回収・移送設備、セル内注

水設備等をいう。 

２ 第２号に規定する「当該火災を収束させ、又は爆発が続けて生じ

るおそれがない状態を維持するために必要な設備」とは、設計基

準の要求により措置した設備の機能が喪失した場合において、そ

の機能（有機溶媒その他の物質による火災又は爆発に対処するた

めに必要な機能に限る。）を代替するための消火設備、火災又は爆

発の要因となる物質の追加混入を防止するための設備、溶液の加

熱を防止するための設備等をいう。 

第３７条（有機溶媒等による火災又は爆発に対処するための設備） 

１ 第１項第１号に規定する「火災又は爆発の発生（リン酸トリブチ

ルの混入による急激な分解反応により発生するものを除く。）を未

然に防止するために必要な設備」とは、設計基準の要求により措

置した設備とは異なる溶液の回収・移送設備、セル内注水設備等

をいう。 

また、設備の必要な個数は、当該重大事故等が発生するおそれ

がある安全上重要な施設の機器ごとに１セットとする。 

２ 第１項第２号に規定する「火災又は爆発が発生した場合において

火災又は爆発を収束させるために必要な設備」とは、設計基準の

要求により措置した設備とは異なる消火設備や窒息消火設備（ダ

ンパ等の閉止）、漏えいした溶液の冷却設備、セル内注水設備等を

いう。 

また、設備の必要な個数は、当該重大事故等が発生するおそれ

がある安全上重要な施設の機器ごとに１セットとする。 
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３ 第３号に規定する「有機溶媒その他の物質による火災又は爆発が

発生した設備に接続する換気系統を隔離するために必要な設備」

とは、閉止弁、密閉式ダンパ等をいい、「隔離した換気系統の過圧

による放射性物質の漏えいを防止するために必要な設備」とは、

換気系統を有するセル、換気系統に接続する貯留槽等に隔離した

換気系統内部の気体を排出するための設備等をいう。 

 

４ 第４号に規定する「放射性物質の放出による影響を緩和するため

に必要な設備」とは、設計基準の要求により措置したセル換気系

統の機能が喪失した場合において、その機能（有機溶媒その他の

物質による火災又は爆発に対処するために必要な機能に限る。）を

代替するための設備、放射性物質の放出量を低減するための貯留

槽等をいう。 

（削る） 

 

 

（削る） 

 

（削る） 

３ 第１項第３号に規定する「火災又は爆発が発生した設備に接続す

る換気系統の配管の流路を遮断するために必要な設備」とは、閉

止弁、密閉式ダンパ等をいい、「換気系統の配管内が加圧状態にな

った場合にセル内に設置された配管の外部へ放射性物質を排出す

るために必要な設備」とは、水封安全器等をいう。 

また、設備の必要な個数は、当該重大事故等が発生するおそれ

がある安全上重要な施設の機器ごとに１セットとする。 

４ 第１項第４号に規定する「放射性物質の放出による影響を緩和す

るために必要な設備」とは、セル換気系統を代替するための設備

等をいう。 

また、セル換気系統の放射性物質を低減する機能を代替するた

めの設備の必要な個数は、再処理施設に設置された排風機の台数

と同数とする。 

５ 上記１、２及び３については、設備の信頼性が十分に高いと判断

されない場合には、多様性も考慮して動作原理の異なる設備を追

加すること。 

６ 同時に又は連鎖して発生する可能性のない事故の間で、設備を共

用することは妨げない。 

７ 上記の措置には、対策を実施するために必要となる電源、補給水、

施設の状態を監視するための設備の整備を含む。 

 

第３８条（使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備） 

１～４ （略） 
第３８条（使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための設備） 

１～４ （略） 
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（削る） ５ 上記の措置には、対策を実施するために必要となる電源、補給水、

施設の状態を監視するための設備の整備を含む。 
 

第３９条（放射性物質の漏えいに対処するための設備） 

１ 第３号に規定する「系統又は機器から放射性物質の漏えいが発生

した施設に接続する換気系統を隔離するために必要な設備」とは、

閉止弁、密閉式ダンパ等をいい、「隔離した換気系統の過圧による

放射性物質の漏えいを防止するために必要な設備」とは、換気系

統を有するセル、換気系統に接続する貯留槽等に隔離した換気系

統内部の気体を排出するための設備等をいう。 
（削る） 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

第３９条（放射性物質の漏えいに対処するための設備） 

１ 第１項に規定する「重大事故等対処設備」とは、以下に掲げる設

備又はこれらと同等以上の効果を有する設備をいう。 

 

 

 

 

一 第１項第１号に規定する「放射性物質の漏えいを未然に防止

するために必要な設備」の必要な個数は、当該重大事故等が

発生するおそれがある安全上重要な施設の機器ごとに１セッ

トとする。 

二 第１項第２号に規定する「放射性物質の漏えいの拡大を防止

するために必要な設備」の必要な個数は、当該重大事故等が

発生するおそれがある安全上重要な施設の機器ごとに１セッ

トとする。 

三 第１項第３号に規定する「系統又は機器から放射性物質の漏

えいが発生した設備に接続する換気系統の配管の流路を遮断

するために必要な設備」とは、閉止弁、密閉式ダンパ等をい

い、「換気系統の配管内が加圧状態になった場合にセル内に設

置された配管の外部へ放射性物質を排出するために必要な設
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（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

（削る） 

 

（削る） 

 

２ 第４号に規定する「放射性物質の放出による影響を緩和するため

に必要な設備」とは、設計基準の要求により措置した換気系統の

機能が喪失した場合において、その機能（放射性物質の漏えいに

対処するために必要な機能に限る。）を代替するための設備、放射

備」とは、水封安全器等をいう。 

また、当該設備の必要な個数は、当該重大事故等が発生す

るおそれがある安全上重要な施設の機器ごとに１セットとす

る。 

四 第１項第４号に規定する「影響を緩和するために必要な設備」

とは、セル換気系統（建屋内において系統又は機器からの放

射性物質の漏えいを防止するための機能を有する施設にあっ

ては、建屋換気系統）を代替するための設備等をいう。 

また、セル換気系統の放射性物質を低減する機能を代替す

るための設備又は建屋換気系統の放射性物質を低減する機能

を代替するための設備の必要な個数は、再処理施設に設置さ

れた排風機の台数と同数とする。 

五 上記一、二及び三については、設備の信頼性が十分に高いと

判断されない場合には、多様性も考慮して動作原理の異なる

設備を追加すること。 

六 同時に又は連鎖して発生する可能性のない事故の間で、設備

を共用することは妨げない。 

七 上記の措置には、対策を実施するために必要となる電源、補

給水、再処理施設の状態を監視するための設備の整備を含む。 

（新設） 
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性物質の放出量を低減するための貯留槽等をいう。 

 

第４０条（工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備） 

１ 第４０条に規定する「放出を抑制するために必要な設備」とは、

以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を

講じた設備をいう。 

一 重大事故等の発生が想定される各建物に放水できる設備を配

備すること。 

二 放水設備は、重大事故等の発生が想定される各建物周辺にお

ける航空機衝突による航空機燃料火災、化学火災に対応でき

ること。 

三 放水設備は、移動等により、複数の方向から重大事故等の発

生が想定される各建物に向けて放水することが可能なこと。 

四 放水設備は、重大事故等の発生が想定される各建物で同時使

用することを想定し、必要な台数を配備すること。 

五・六 （略） 

第４０条（工場等外への放射性物質等の放出を抑制するための設備） 

１ 第４０条に規定する「放出を抑制するために必要な設備」とは、

以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を

講じた設備をいう。 

一 再処理施設の各建物に放水できる設備を配備すること。 

 

二 放水設備は、再処理施設の各建物周辺における航空機衝突に

よる航空機燃料火災、化学火災に対応できること。 

 

三 放水設備は、移動等により、複数の方向から再処理施設の各

建物に向けて放水することが可能なこと。 

四 放水設備は、再処理施設の各建物で同時使用することを想定

し、必要な台数を配備すること。 

五・六 （略） 

 

第４１条（重大事故等時に必要となる水源及び水の供給設備） 

１ 第１項に規定する「必要な量の水」とは、第２項に規定する「海

その他の水源」から取水された水が重大事故等に対処するために

必要な設備に供給されるまでの間、当該重大事故等に対処するた

めに必要な量の水をいう。 

（削る） 

第４１条（重大事故等への対処に必要となる水の供給設備） 

１ 第４１条に規定する「設計基準事故に対処するための設備及び重

大事故等対処設備に対して重大事故等への対処に必要となる十分

な量の水を供給するために必要な設備」とは、以下に掲げる措置

又はこれらと同等以上の効果を有する措置を講じた設備をいう。 

一 想定される重大事故等の収束までの間、十分な量の水を供給
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（削る） 

 

（削る） 

（削る） 

２ 第２項に規定する「海その他の水源」とは、複数の代替水源（貯

水槽、ダム、貯水池、海等であって、第１項の設備に貯留された

もの以外のものをいう。）であって、想定される重大事故等の収束

までの間、当該重大事故等に対処するために必要な量の水を取水

できるものをいう。 

３ 第２項の規定により設けられる設備は、同項に規定する「海その

他の水源」から、想定される重大事故等の収束までの間、当該重

大事故等に対処するために必要な水を取水し、当該重大事故等に

対処するために必要な設備に供給するための移送ホース、ポンプ

その他の設備であって、当該各水源からの移送ルートが確保され

たものでなければならない。 

 

できること。 

二 複数の代替水源（貯水槽、ダム、貯水池、海等）が確保され

ていること。 

三 各水源からの移送ルートが確保されていること。 

四 代替水源からの移送ホース及びポンプを準備すること。 

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 

第４４条（制御室）  
１ 第４４条に規定する「運転員がとどまるために必要な設備」とは、

以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を講

じた設備をいう。  
一 （略） 
二 重大事故が発生した場合の制御室の居住性について、以下に

第４４条（制御室）  
１ 第４４条に規定する「運転員がとどまるために必要な設備」とは、

以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を講

じた設備をいう。  
一 （略） 
二 重大事故が発生した場合の制御室の居住性について、以下に
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掲げる要件を満たすものをいう。  
① （略）  
② 運転員はマスクの着用を考慮してもよい。ただし、その

場合は、実施のための体制を整備すること。  
③ 交代要員体制を考慮してもよい。ただし、その場合は、

実施のための体制を整備すること。  
④ 判断基準は、運転員の実効線量が７日間で１００ミリシ

ーベルトを超えないこと。  
三 （略） 
 

掲げる要件を満たすものをいう。  
① （略）  
② 運転員はマスクの着用を考慮しても良い。ただし、その

場合は、実施のための体制を整備すること。  
③ 交代要員体制を考慮しても良い。ただし、その場合は、

実施のための体制を整備すること。  
④ 判断基準は、運転員の実効線量が７日間で１００mSv を

超えないこと。  
三 （略） 

第４６条（緊急時対策所）  
１ 第１項及び第２項の要件を満たす緊急時対策所とは、以下に掲げ

る措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を講じた設備を

整えたものをいう。  
一～四 （略） 
五 緊急時対策所の居住性については、以下に掲げる要件を満た

すものをいう。  
① （略） 
② プルーム通過時等に特別な防護措置を講ずる場合を除 

き、対策要員は緊急時対策所内でのマスクの着用なしと

して評価すること。 
③ 交代要員体制、安定ヨウ素剤の服用、仮設設備等を考慮

してもよい。ただし、その場合は、実施のための体制を

第４６条（緊急時対策所）  
１ 第１項及び第２項の要件を満たす緊急時対策所とは、以下に掲げ

る措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を講じた設備を

整えたものをいう。  
一～四 （略） 
五 緊急時対策所の居住性については、以下に掲げる要件を満た

すものをいう。  
① （略） 
② プルーム通過時等に特別な防護措置を講じる場合を除 

き、対策要員は緊急時対策所内でのマスクの着用なしと

して評価すること。 
③ 交代要員体制、安定ヨウ素剤の服用、仮設設備等を考慮

しても良い。ただし、その場合は、実施のための体制を
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整備すること。 
④ 判断基準は、対策要員の実効線量が７日間で１００ミリ

シーベルトを超えないこと。  
六 （略） 

２ （略） 
 

整備すること。 
④ 判断基準は、対策要員の実効線量が７日間で１００mSv

を超えないこと。  
六 （略） 

２ （略） 

（別記１） 

第６条（安全機能を有する施設の地盤） 

１・２ （略） 

３ 第６条第３項に規定する「変位」とは、将来活動する可能性のあ

る断層等が活動することにより、地盤に与えるずれをいう。 

また、同項に規定する「変位が生ずるおそれがない地盤に設け」

とは、耐震重要施設が将来活動する可能性のある断層等の露頭が

ある地盤に設置された場合、その断層等の活動によって安全機能

に重大な影響を与えるおそれがあるため、当該施設を将来活動す

る可能性のある断層等の露頭がないことを確認した地盤に設置す

ることをいう。 

なお、上記の「将来活動する可能性のある断層等」とは、後期更

新世以降（約１２～１３万年前以降）の活動が否定できない断層

等をいう。その認定に当たって、後期更新世（約１２～１３万年

前）の地形面又は地層が欠如する等、後期更新世以降の活動性が

明確に判断できない場合には、中期更新世以降（約４０万年前以

降）まで遡って地形、地質・地質構造及び応力場等を総合的に検

（別記１） 

第６条（安全機能を有する施設の地盤） 

１・２ （略） 

３ 第６条第３項に規定する「変位」とは、将来活動する可能性のあ

る断層等が活動することにより、地盤に与えるずれをいう。 

また、同項に規定する「変位が生ずるおそれがない地盤に設け」

とは、耐震重要施設が将来活動する可能性のある断層等の露頭が

ある地盤に設置された場合、その断層等の活動によって安全機能

に重大な影響を与えるおそれがあるため、当該施設を将来活動す

る可能性のある断層等の露頭が無いことを確認した地盤に設置す

ることをいう。 

なお、上記の「将来活動する可能性のある断層等」とは、後期更

新世以降（約１２～１３万年前以降）の活動が否定できない断層

等をいう。その認定に当たって、後期更新世（約１２～１３万年

前）の地形面又は地層が欠如する等、後期更新世以降の活動性が

明確に判断できない場合には、中期更新世以降（約４０万年前以

降）まで遡って地形、地質・地質構造及び応力場等を総合的に検
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討した上で活動性を評価すること。なお、活動性の評価に当たっ

て、設置面での確認が困難な場合には、当該断層の延長部で確認

される断層等の性状等により、安全側に判断すること。 

また、「将来活動する可能性のある断層等」には、震源として考慮

する活断層のほか、地震活動に伴って永久変位が生じる断層に加

え、支持地盤まで変位及び変形が及ぶ地すべり面を含む。 

 

討した上で活動性を評価すること。なお、活動性の評価に当たっ

て、設置面での確認が困難な場合には、当該断層の延長部で確認

される断層等の性状等により、安全側に判断すること。 

また、「将来活動する可能性のある断層等」には、震源として考慮

する活断層のほか、地震活動に伴って永久変位が生じる断層に加

え、支持地盤まで変位及び変形が及ぶ地すべり面を含む。 

 

（別記２） 

第７条（地震による損傷の防止） 

１ 第７条第１項に規定する「地震力に十分に耐える」とは、ある地

震力に対して施設全体としておおむね弾性範囲の設計がなされる

ことをいう。この場合、上記の「弾性範囲の設計」とは、施設を

弾性体とみなして応力解析を行い、施設各部の応力を許容限界以

下にとどめることをいう。また、この場合、上記の「許容限界」

とは、必ずしも厳密な弾性限界ではなく、局部的に弾性限界を超

える場合を容認しつつも施設全体としておおむね弾性範囲にとど

まり得ることをいう。 

（別記２） 

第７条（地震による損傷の防止） 

１ 第７条第１項に規定する「地震力に十分に耐える」とは、ある地

震力に対して施設全体としておおむね弾性範囲の設計がなされる

ことをいう。この場合、上記の「弾性範囲の設計」とは、施設を

弾性体とみなして応力解析を行い、施設各部の応力を許容限界以

下に留めることをいう。また、この場合、上記の「許容限界」と

は、必ずしも厳密な弾性限界ではなく、局部的に弾性限界を超え

る場合を容認しつつも施設全体としておおむね弾性範囲に留まり

得ることをいう。 

２ 第７条第２項に規定する「地震の発生によって生ずるおそれがあ

る安全機能を有する施設の安全機能の喪失に起因する放射線によ

る公衆への影響の程度」とは、地震により発生するおそれがある

安全機能を有する施設の安全機能の喪失（地震に伴って発生する

おそれがある津波、周辺斜面の崩壊等による安全機能の喪失を含

む。）及びそれに続く放射線による公衆への影響を防止する観点か

２ 第７条第２項に規定する「地震の発生によって生ずるおそれがあ

る安全機能を有する施設の安全機能の喪失に起因する放射線によ

る公衆への影響の程度」とは、地震により発生するおそれがある

安全機能を有する施設の安全機能の喪失（地震に伴って発生する

おそれがある津波及び周辺斜面の崩壊等による安全機能の喪失を

含む。）及びそれに続く放射線による公衆への影響を防止する観点
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ら、各施設の安全機能が喪失した場合の影響の相対的な程度（以

下「耐震重要度」という。）をいう。安全機能を有する施設は、耐

震重要度に応じて、以下に掲げるクラスへの分類（以下「耐震重

要度分類」という。）をするものとする。 

一 Ｓクラス 

自ら放射性物質を内蔵している施設、当該施設に直接関係し

ておりその機能喪失により放射性物質を外部に拡散する可能

性のある施設、放射性物質を外部に放出する可能性のある事

態を防止するために必要な施設、事故発生の際に外部に放出

される放射性物質による影響を低減させるために必要な施設

及び地震に伴って発生するおそれがある津波による安全機能

の喪失を防止するために必要となる施設であって、環境への

影響が大きいもの（敷地周辺の公衆の実効線量の評価値が発

生事故当たり５ミリシーベルトを超えるものをいう。）をい

い、例えば、次の施設が挙げられる。 

①～⑥ （略） 

⑦ 津波防護機能を有する施設（以下「津波防護施設」とい

う。）及び浸水防止機能を有する設備（以下「浸水防止設

備」という。） 

⑧ 敷地における津波監視機能を有する設備（以下「津波監

視設備」という。） 

⑨ 上記①から⑧までの施設の機能を確保するために必要な

施設 

から、各施設の安全機能が喪失した場合の影響の相対的な程度（以

下「耐震重要度」という。）をいう。安全機能を有する施設は、耐

震重要度に応じて、以下に掲げるクラス（以下「耐震重要度分類」

という。）に分類するものとする。 

一 Ｓクラス 

自ら放射性物質を内蔵している施設、当該施設に直接関係し

ておりその機能喪失により放射性物質を外部に拡散する可能

性のある施設、放射性物質を外部に放出する可能性のある事

態を防止するために必要な施設及び事故発生の際に、外部に

放出される放射性物質による影響を低減させるために必要な

施設、並びに地震に伴って発生するおそれがある津波による

安全機能の喪失を防止するために必要となる施設であって、

環境への影響が大きいものをいい、例えば、次の施設が挙げ

られる。 

 

①～⑥ （略） 

⑦ 津波防護機能を有する設備（以下「津波防護施設」とい

う。）及び浸水防止機能を有する設備（以下「浸水防止設

備」という。） 

⑧ 敷地における津波監視機能を有する施設（以下「津波監

視設備」という。） 

⑨ 上記①から⑧の施設の機能を確保するために必要な施設 
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二・三 （略） 

上記に規定する「環境への影響が大きい」とは、敷地周辺の

公衆の実効線量の評価値が発生事故あたり５mSv を超えるこ

とをいう。 

二・三 （略） 

３ 一～五 （略） 

六 上記２一⑨に規定する「上記①から⑧までの施設の機能を確

保するために必要な施設」とは、上記２一①から上記２一⑧

までの施設の機能を確保するために必要な安全保護系、非常

用所内電源系統等をいう。 

３ 一～五 （略） 

六 上記２一⑨に規定する「上記①から⑧の施設の機能を確保す

るために必要な施設」とは、上記２一①から上記２一⑧の施

設の機能を確保するために必要な安全保護系、非常用所内電

源系統等をいう。 

４ 第７条第１項に規定する「地震力に十分に耐えること」を満たす

ために、耐震重要度分類の各クラスに属する安全機能を有する施

設の耐震設計に当たっては、以下に掲げる方針によること。 

一 Ｓクラス（津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備を

除く。） 

① 弾性設計用地震動による地震力又は静的地震力のいずれ

か大きい方の地震力に対しておおむね弾性状態にとどま

る範囲で耐えること。 

② 建物・構築物については、常時作用している荷重及び運

転時に作用する荷重と、弾性設計用地震動による地震力

又は静的地震力を組み合わせ、その結果発生する応力に

対して、建築基準法等の安全上適切と認められる規格及

び基準による許容応力度を許容限界とし、当該許容限界

を超えないこと。 

４ 第７条第１項に規定する「地震力に十分に耐えること」を満たす

ために、耐震重要度分類の各クラスに属する安全機能を有する施

設の耐震設計に当たっては、以下に掲げる方針によること。 

一 Ｓクラス（津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備を

除く。） 

① 弾性設計用地震動による地震力又は静的地震力のいずれ

か大きい方の地震力に対しておおむね弾性状態に留まる

範囲で耐えること。 

② 建物・構築物については、常時作用している荷重及び運

転時に作用する荷重と、弾性設計用地震動による地震力

又は静的地震力を組み合わせ、その結果発生する応力に

対して、建築基準法等の安全上適切と認められる規格及

び基準による許容応力度を許容限界とすること。 
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③ 機器・配管系については、運転時、停止時、運転時の異

常な過渡変化時及び事故時に生じるそれぞれの荷重と、

弾性設計用地震動による地震力又は静的地震力を組み合

わせた荷重条件に対して、応答が全体的におおむね弾性

状態にとどまること。 

なお、「運転時の異常な過渡変化時及び事故時に生じる

それぞれの荷重」については、地震によって引き起こさ

れるおそれのある事象によって作用する荷重及び地震に

よって引き起こされるおそれのない事象であっても、一

旦事故が発生した場合、長時間継続する事象による荷重

は、その事故事象の発生確率、継続時間及び地震動の超

過確率の関係を踏まえ、適切な地震力と組み合わせて考

慮すること。 

二 Ｂクラス 

① 静的地震力に対しておおむね弾性状態にとどまる範囲で

耐えること。また、共振のおそれのある施設については、

その影響についての検討を行うこと。その場合、検討に

用いる地震動は、弾性設計用地震動に２分の１を乗じた

ものとすること。 

② 建物・構築物については、常時作用している荷重及び運

転時に作用する荷重と静的地震力を組み合わせ、その結

果発生する応力に対して、建築基準法等の安全上適切と

認められる規格及び基準による許容応力度を許容限界と

③ 機器・配管系については、運転時、停止時、運転時の異

常な過渡変化時及び事故時に生じるそれぞれの荷重と、

弾性設計用地震動による地震力又は静的地震力を組み合

わせた荷重条件に対して、応答が全体的におおむね弾性

状態に留まること。なお、「運転時の異常な過渡変化時及

び事故時に生じるそれぞれの荷重」については、地震に

よって引き起こされるおそれのある事象によって作用す

る荷重及び地震によって引き起こされるおそれのない事

象であっても、いったん事故が発生した場合、長時間継

続する事象による荷重は、その事故事象の発生確率、継

続時間及び地震動の超過確率の関係を踏まえ、適切な地

震力と組み合わせて考慮すること。 

 

二 Ｂクラス 

① 静的地震力に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で耐

えること。また、共振のおそれのある施設については、

その影響についての検討を行うこと。その場合、検討に

用いる地震動は、弾性設計用地震動に２分の１を乗じた

ものとすること。 

② 建物・構築物については、常時作用している荷重及び運

転時に作用する荷重と静的地震力を組み合わせ、その結

果発生する応力に対して、建築基準法等の安全上適切と

認められる規格及び基準による許容応力度を許容限界と
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し、当該許容限界を超えないこと。 

③ 機器・配管系については、運転時、停止時、運転時の異

常な過渡変化時の荷重と静的地震力を組み合わせ、その

結果発生する応力に対して、応答が全体的におおむね弾

性状態にとどまること。 

三 Ｃクラス 

① 静的地震力に対しておおむね弾性状態にとどまる範囲で

耐えること。 

② 建物・構築物については、常時作用している荷重及び運

転時に作用する荷重と静的地震力を組み合わせ、その結

果発生する応力に対して、建築基準法等の安全上適切と

認められる規格及び基準による許容応力度を許容限界と

し、当該許容限界を超えないこと。 

③ 機器・配管系については、運転時、停止時、運転時の異

常な過渡変化時の荷重と静的地震力を組み合わせ、その

結果発生する応力に対して、応答が全体的におおむね弾

性状態にとどまること。 

すること。 

③ 機器・配管系については、運転時、停止時、運転時の異

常な過渡変化時の荷重と静的地震力を組み合わせ、その

結果発生する応力に対して、応答が全体的におおむね弾

性状態に留まること。 

三 Ｃクラス 

① 静的地震力に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で耐

えること。 

② 建物・構築物については、常時作用している荷重及び運

転時に作用する荷重と静的地震力を組み合わせ、その結

果発生する応力に対して、建築基準法等の安全上適切と

認められる規格及び基準による許容応力度を許容限界と

すること。 

③ 機器・配管系については、運転時、停止時、運転時の異

常な過渡変化時の荷重と静的地震力を組み合わせ、その

結果発生する応力に対して、応答が全体的におおむね弾

性状態に留まること。 

５ 第７条第２項に規定する「地震力」の「算定」に当たっては、以

下に掲げる方法によること。 

一 弾性設計用地震動による地震力 

① （略） 

② 弾性設計用地震動による地震力は、水平２方向及び鉛直

方向について適切に組み合わせたものとして算定するこ

５ 第７条第２項に規定する「地震力」の「算定」に当たっては、以

下に掲げる方法によること。 

一 弾性設計用地震動による地震力 

① （略） 

② 弾性設計用地震動による地震力は、水平２方向及び鉛直

方向について適切に組み合わせたものとして算定するこ
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と。また、地震力の算定に当たっては、建物・構築物と

地盤との相互作用並びに建物・構築物及び地盤の非線形

性を、必要に応じて考慮すること。 

③ 地震力の算定に当たっては、地震応答解析手法の適用性

及び適用限界等を考慮の上、適切な解析法を選定すると

ともに、十分な調査に基づく適切な解析条件を設定する

こと。 

④ （略） 

二 静的地震力 

① 建物・構築物 

a) （略） 

b) また、建物・構築物の保有水平耐力が必要保有水平

耐力を上回ることの確認が必要であり、必要保有水

平耐力の算定においては、地震層せん断力係数Ｃｉ

に乗じる施設の耐震重要度分類に応じた係数は、耐

震重要度分類の各クラスのいずれにおいても１．０

とし、その際に用いる標準せん断力係数Ｃ０は１．０

以上とすること。この際、施設の重要度に応じた妥

当な安全余裕を有していること。 

c) （略） 

② 機器・配管系 

a) 耐震重要度分類の各クラスの地震力は、上記①に示

す地震層せん断力係数Ｃｉに施設の耐震重要度分類

と。なお、建物・構築物と地盤との相互作用、埋込み効

果及び周辺地盤の非線形性について、必要に応じて考慮

すること。 

③ 地震力の算定に当たっては、地震応答解析手法の適用性

及び適用限界等を考慮のうえ、適切な解析法を選定する

とともに、十分な調査に基づく適切な解析条件を設定す

ること。 

④ （略） 

二 静的地震力 

① 建物・構築物 

a) （略） 

b) また、建物・構築物の保有水平耐力が必要保有水平

耐力を上回ることの確認が必要であり、必要保有水

平耐力の算定においては、地震層せん断力係数Ｃｉ

に乗じる施設の耐震重要度分類に応じた係数は、耐

重要度分類の各クラスともに１．０とし、その際に

用いる標準せん断力係数Ｃ０は１．０以上とするこ

と。この際、施設の重要度に応じた妥当な安全余裕

を有していること。 

c) （略） 

② 機器・配管系 

a) 耐震重要度分類の各クラスの地震力は、上記①に示

す地震層せん断力係数Ｃｉに施設の耐震重要度分類
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に応じた係数を乗じたものを水平震度とし、当該水

平震度及び上記①の鉛直震度をそれぞれ２０％増し

とした震度から求めること。 

b) （略） 

なお、上記二①及び②において標準せん断力係数Ｃ０等を０．

２以上としたことについては、再処理事業者に対し、個別の

建物・構築物、機器・配管系の設計において、それぞれの重

要度を適切に評価し、それぞれに対し適切な値を用いること

により、耐震性の高い施設の建設等を促すことを目的として

いる。耐震性向上の観点からどの施設に対してどの程度の割

増係数を用いればよいかについては、設計又は建設に関わる

者が一般産業施設及び公共施設等の耐震基準との関係を考慮

して設定すること。 

に応じた係数を乗じたものを水平震度とし、当該水

平震度及び上記①の鉛直震度をそれぞれ２０％増し

とした震度より求めること。 

b) （略） 

なお、上記二①及び②において標準せん断力係数Ｃ０等を０．

２以上としたことについては、再処理事業者に対し、個別の

建物・構築物、機器・配管系の設計において、それぞれの重

要度を適切に評価し、それぞれに対し適切な値を用いること

により、耐震性の高い施設の建設等を促すことを目的として

いる。耐震性向上の観点からどの施設に対してどの程度の割

増し係数を用いれば良いかについては、設計又は建設に関わ

る者が一般産業施設及び公共施設等の耐震基準との関係を考

慮して設定すること。 

６ 第７条第３項に規定する「基準地震動」は、最新の科学的・技術

的知見を踏まえ、敷地及び敷地周辺の地質・地質構造、地盤構造

並びに地震活動性等の地震学及び地震工学的見地から想定するこ

とが適切なものとし、次の方針により策定すること。 

一 基準地震動は、「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」

及び「震源を特定せず策定する地震動」について、解放基盤

表面における水平方向及び鉛直方向の地震動としてそれぞれ

策定すること。  
上記の「解放基盤表面」とは、基準地震動を策定するために、

基盤面上の表層及び構造物がないものとして仮想的に設定す

６ 第７条第３項に規定する「基準地震動」とは、最新の科学的・技

術的知見を踏まえ、敷地及び敷地周辺の地質・地質構造、地盤構

造並びに地震活動性等の地震学及び地震工学的見地から想定する

ことが適切なものをいい、次の方針により策定すること。 

一 基準地震動は、「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」

及び「震源を特定せず策定する地震動」について、解放基盤

表面における水平方向及び鉛直方向の地震動としてそれぞれ

策定すること。  
上記の「解放基盤表面」とは、基準地震動を策定するために、

基盤面上の表層及び構造物が無いものとして仮想的に設定す
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る自由表面であって、著しい高低差がなく、ほぼ水平で相当

な拡がりを持って想定される基盤の表面をいう。ここでいう

上記の「基盤」とは、おおむねせん断波速度 Vs＝７００m/s
以上の硬質地盤であって、著しい風化を受けていないものを

いう。 

二 上記の「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」は、内

陸地殻内地震、プレート間地震及び海洋プレート内地震につ

いて、敷地に大きな影響を与えると予想される地震（以下「検

討用地震」という。）を複数選定し、選定した検討用地震ごと

に、不確かさを考慮して応答スペクトルに基づく地震動評価

及び断層モデルを用いた手法による地震動評価を、解放基盤

表面までの地震波の伝播特性を反映して策定すること。 

上記の「内陸地殻内地震」とは、陸のプレートの上部地殻地

震発生層に生じる地震をいい、海岸のやや沖合で起こるもの

を含む。 

上記の「プレート間地震」とは、相接する二つのプレートの

境界面で発生する地震をいう。 

上記の「海洋プレート内地震」とは、沈み込む（沈み込んだ）

海洋プレート内部で発生する地震をいい、海溝軸付近又はそ

のやや沖合で発生する「沈み込む海洋プレート内の地震」又

は海溝軸付近から陸側で発生する「沈み込んだ海洋プレート

内の地震（スラブ内地震）」の２種類に分けられる。 

なお、上記の「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」

る自由表面であって、著しい高低差がなく、ほぼ水平で相当

な拡がりを持って想定される基盤の表面をいう。ここでいう

上記の「基盤」とは、概ねせん断波速度 Vs＝７００m/s 以上

の硬質地盤であって、著しい風化を受けていないものをいう。 

 

二 上記の「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」は、内

陸地殻内地震、プレート間地震及び海洋プレート内地震につ

いて、敷地に大きな影響を与えると予想される地震（以下「検

討用地震」という。）を複数選定し、選定した検討用地震ごと

に、不確かさを考慮して応答スペクトルに基づく地震動評価

及び断層モデルを用いた手法による地震動評価を、解放基盤

表面までの地震波の伝播特性を反映して策定すること。 

上記の「内陸地殻内地震」とは、陸のプレートの上部地殻地

震発生層に生じる地震をいい、海岸のやや沖合で起こるもの

を含む。 

上記の「プレート間地震」とは、相接する二つのプレートの

境界面で発生する地震をいう。 

上記の「海洋プレート内地震」とは、沈み込む（沈み込んだ）

海洋プレート内部で発生する地震をいい、海溝軸付近又はそ

のやや沖合で発生する「沈み込む海洋プレート内の地震」又

は海溝軸付近から陸側で発生する「沈み込んだ海洋プレート

内の地震（スラブ内地震）」の２種類に分けられる。 

なお、上記の「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」
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については、以下に掲げる方針により策定すること。 

①～③ （略） 

④ 上記①で選定した検討用地震ごとに、下記 a）の応答ス

ペクトルに基づく地震動評価及び b）の断層モデルを用

いた手法による地震動評価を実施して策定すること。な

お、地震動評価に当たっては、敷地における地震観測記

録を踏まえて、地震発生様式及び地震波の伝播経路等に

応じた諸特性（その地域における特性を含む。）を十分に

考慮すること。  
a) 応答スペクトルに基づく地震動評価 

検討用地震ごとに、適切な手法を用いて応答スペク

トルを評価の上、それらを基に設計用応答スペクト

ルを設定し、これに対して、地震の規模及び震源距

離等に基づき地震動の継続時間及び振幅包絡線の経

時的変化等の地震動特性を適切に考慮して地震動評

価を行うこと。 
b) （略） 

⑤ （略） 

⑥ 内陸地殻内地震について選定した検討用地震のうち、震

源が敷地に極めて近い場合は、地表に変位を伴う断層全

体を考慮した上で、震源モデルの形状及び位置の妥当性、

敷地及びそこに設置する施設との位置関係並びに震源特

性パラメータの設定の妥当性について詳細に検討すると

とは、以下に掲げる方針により策定することをいう。 

①～③ （略） 

④ 上記①で選定した検討用地震ごとに、下記 a）の応答ス

ペクトルに基づく地震動評価及び b）の断層モデルを用

いた手法による地震動評価を実施して策定すること。な

お、地震動評価に当たっては、敷地における地震観測記

録を踏まえて、地震発生様式及び地震波の伝播経路等に

応じた諸特性（その地域における特性を含む。）を十分に

考慮すること。  
a) 応答スペクトルに基づく地震動評価 

検討用地震ごとに、適切な手法を用いて応答スペク

トルを評価のうえ、それらを基に設計用応答スペク

トルを設定し、これに対して、地震の規模及び震源

距離等に基づき地震動の継続時間及び振幅包絡線の

経時的変化等の地震動特性を適切に考慮して地震動

評価を行うこと。 
b) （略） 

⑤ （略） 

⑥ 内陸地殻内地震について選定した検討用地震のうち、震

源が敷地に極めて近い場合は、地表に変位を伴う断層全

体を考慮した上で、震源モデルの形状及び位置の妥当性、

敷地及びそこに設置する施設との位置関係、並びに震源

特性パラメータの設定の妥当性について詳細に検討する
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ともに、これらの検討結果を踏まえた評価手法の適用性

に留意の上、上記⑤の各種の不確かさが地震動評価に与

える影響をより詳細に評価し、震源の極近傍での地震動

の特徴に係る最新の科学的・技術的知見を踏まえた上で、

さらに十分な余裕を考慮して基準地震動を策定するこ

と。 

⑦・⑧ （略） 

三 第一号の「震源を特定せず策定する地震動」とは、震源と活

断層を関連付けることが困難な過去の内陸地殻内の地震につ

いて得られた震源近傍における観測記録を基に、各種の不確

かさを考慮して敷地の地盤物性に応じた応答スペクトルを設

定して策定することをいう。なお、上記の「震源を特定せず

策定する地震動」については、次に示す方針により策定する

こと。 
① （略） 
② 上記の「全国共通に考慮すべき地震動」の策定に当たっ

ては、震源近傍における観測記録を基に得られた次の知

見を全て用いること。 
・ （略） 
・ （略） 

③～⑤ （略） 

四 （略） 

とともに、これらの検討結果を踏まえた評価手法の適用

性に留意の上、上記⑤の各種の不確かさが地震動評価に

与える影響をより詳細に評価し、震源の極近傍での地震

動の特徴に係る最新の科学的・技術的知見を踏まえた上

で、さらに十分な余裕を考慮して基準地震動を策定する

こと。 

⑦・⑧ （略） 

三 第一号の「震源を特定せず策定する地震動」とは、震源と活

断層を関連づけることが困難な過去の内陸地殻内の地震につ

いて得られた震源近傍における観測記録を基に、各種の不確

かさを考慮して敷地の地盤物性に応じた応答スペクトルを設

定して策定することをいう。なお、上記の「震源を特定せず

策定する地震動」については、次に示す方針により策定する

こと。 
① （略） 
② 上記の「全国共通に考慮すべき地震動」の策定に当たっ

ては、震源近傍における観測記録を基に得られた次の知

見をすべて用いること。 
・ （略） 
・ （略） 

③～⑤ （略） 

四 （略） 

７ 第７条第３項に規定する「安全機能が損なわれるおそれがないも ７ 第７条第３項に規定する「安全機能が損なわれるおそれがないも
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のでなければならない」ことを満たすために、基準地震動に対す

る安全機能を有する施設の設計に当たっては、以下の方針による

こと。 

一 耐震重要施設のうち、二以外のもの 

①・② （略） 

③ 機器・配管系については、運転時、停止時、運転時の異

常な過渡変化時及び事故時に生じるそれぞれの荷重と基

準地震動による地震力を組み合わせた荷重条件に対し

て、その施設に要求される機能を保持すること。なお、

上記により求められる荷重により塑性ひずみが生じる場

合であっても、その量が小さなレベルにとどまって破断

延性限界に十分な余裕を有し、その施設に要求される機

能に影響を及ぼさないこと。また、動的機器等について

は、基準地震動による応答に対して、その設備に要求さ

れる機能を保持すること。例えば、実証試験等により確

認されている機能維持加速度等を許容限界とすること。 

なお、上記の「運転時の異常な過渡変化時及び事故時に生じ

るそれぞれの荷重」については、地震によって引き起こされ

るおそれのある事象によって作用する荷重及び地震によって

引き起こされるおそれのない事象であっても、一旦事故が発

生した場合、長時間継続する事象による荷重は、その事故事

象の発生確率、継続時間及び地震動の超過確率の関係を踏ま

え、適切な地震力と組み合わせて考慮すること。 

のでなければならない」ことを満たすために、基準地震動に対す

る安全機能を有する施設の設計に当たっては、以下の方針による

こと。 

一 耐震重要施設のうち、二以外のもの 

①・② （略） 

③ 機器・配管系については、運転時、停止時、運転時の異

常な過渡変化時及び事故時に生じるそれぞれの荷重と基

準地震動による地震力を組み合わせた荷重条件に対し

て、その施設に要求される機能を保持すること。なお、

上記により求められる荷重により塑性ひずみが生じる場

合であっても、その量が小さなレベルに留まって破断延

性限界に十分な余裕を有し、その施設に要求される機能

に影響を及ぼさないこと。また、動的機器等については、

基準地震動による応答に対して、その設備に要求される

機能を保持すること。具体的には、実証試験等により確

認されている機能維持加速度等を許容限界とすること。 

なお、上記の「運転時の異常な過渡変化時及び事故時に生じ

るそれぞれの荷重」については、地震によって引き起こされ

るおそれのある事象によって作用する荷重及び地震によって

引き起こされるおそれのない事象であっても、いったん事故

が発生した場合、長時間継続する事象による荷重は、その事

故事象の発生確率、継続時間及び地震動の超過確率の関係を

踏まえ、適切な地震力と組み合わせて考慮すること。 
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二 津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備並びに浸水防

止設備が設置された建物・構築物 

①～④ （略） 

なお、上記の「終局耐力」とは、構造物に対する荷重を漸次

増大した際、構造物の変形又はひずみが著しく増加する状態

を構造物の終局状態と考え、この状態に至る限界の最大荷重

負荷をいう。  
また、耐震重要施設が、耐震重要度分類の下位のクラスに属

するものの波及的影響によって、その安全機能を損なわない

ように設計すること。この波及的影響の評価に当たっては、

敷地全体を俯瞰した調査・検討の内容等を含めて、事象選定

及び影響評価の結果の妥当性を示すとともに、耐震重要施設

の設計に用いる地震動又は地震力を適用すること。 

なお、上記の「耐震重要施設が、耐震重要度分類の下位のク

ラスに属するものの波及的影響によって、その安全機能を損

なわない」とは、少なくとも以下に掲げる事項について、耐

震重要施設の安全機能への影響がないことを確認することを

いう。 

a)～d) （略） 

二 津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備並びに浸水防

止設備が設置された建物・構築物 

①～④ （略） 

なお、上記の「終局耐力」とは、構造物に対する荷重を漸次

増大した際、構造物の変形又は歪みが著しく増加する状態を

構造物の終局状態と考え、この状態に至る限界の最大荷重負

荷をいう。  
また、耐震重要施設が、耐震重要度分類の下位のクラスに属

するものの波及的影響によって、その安全機能を損なわない

ように設計すること。この波及的影響の評価に当たっては、

敷地全体を俯瞰した調査・検討の内容等を含めて、事象選定

及び影響評価の結果の妥当性を示すとともに、耐震重要施設

の設計に用いる地震動又は地震力を適用すること。 

なお、上記の「耐震重要施設が、耐震重要度分類の下位のク

ラスに属するものの波及的影響によって、その安全機能を損

なわない」とは、少なくとも以下に掲げる事項について、耐

震重要施設の安全機能への影響が無いことを確認することを

いう。 

a)～d) （略） 

８ 第７条第３項に規定する「基準地震動による地震力」の算定に当

たっては、以下に掲げる方法によること。 

一 基準地震動による地震力は、基準地震動を用いて、水平２方

向及び鉛直方向について適切に組み合わせたものとして算定

８ 第７条第３項に規定する「基準地震動による地震力」の算定に当

たっては、以下に掲げる方法によること。 

一 基準地震動による地震力は、基準地震動を用いて、水平２方

向及び鉛直方向について適切に組み合わせたものとして算定
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すること。また、地震力の算定に当たっては、建物・構築物

と地盤との相互作用並びに建物・構築物及び地盤の非線形性

を、必要に応じて考慮すること。 

二・三 （略） 

すること。なお、建物・構築物と地盤との相互作用、埋込み

効果及び周辺地盤の非線形性について、必要に応じて考慮す

ること。 

二・三 （略） 

９ 第７条第４項は、耐震重要施設の周辺斜面について、基準地震動

による地震力を作用させた安定解析を行い、崩壊のおそれがない

ことを確認するとともに、崩壊のおそれがある場合には、当該部

分の除去及び敷地内土木構造物による斜面の保持等の措置を講ず

ることにより、耐震重要施設に影響を及ぼすことがないようにす

ることをいう。 

また、安定解析に当たっては、以下に掲げる方針によることをい

う。 

一～三 （略） 

 

９ 第７条第４項は、耐震重要施設の周辺斜面について、基準地震動

による地震力を作用させた安定解析を行い、崩壊のおそれがない

ことを確認するとともに、崩壊のおそれがある場合には、当該部

分の除去及び敷地内土木工作物による斜面の保持等の措置を講じ

ることにより、耐震重要施設に影響を及ぼすことがないようにす

ることをいう。 

また、安定解析に当たっては、以下に掲げる方針によることをい

う。 

一～三 （略） 

（別記３） 

第８条（津波による損傷の防止） 

１ （略） 

２ 上記１の「基準津波」の策定に当たっては、以下に掲げる方針に

よること。 

一～六 （略） 

七 津波の調査においては、必要な調査範囲を地震動評価におけ

る調査よりも十分に広く設定した上で、調査地域の地形・地

質条件に応じ、既存文献の調査、変動地形学的調査、地質調

（別記３） 

第８条（津波による損傷の防止） 

１ （略） 

２ 上記１の「基準津波」の策定に当たっては、以下に掲げる方針に

よること。 

一～六 （略） 

七 津波の調査においては、必要な調査範囲を地震動評価におけ

る調査よりも十分に広く設定した上で、調査地域の地形・地

質条件に応じ、既存文献の調査、変動地形学的調査、地質調
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査及び地球物理学的調査等の特性を活かし、これらを適切に

組み合わせた調査を行うこと。また、津波の発生要因に係る

調査及び波源モデルの設定に必要な調査、敷地周辺に来襲し

た可能性のある津波に係る調査、津波の伝播経路に係る調査

及び砂移動の評価に必要な調査を行うこと。 

八 （略） 

九 策定された基準津波については、施設からの反射波の影響が

微少となるよう定義された位置及び敷地周辺の評価地点にお

ける超過確率を把握すること。 

査及び地球物理学的調査等の特性を活かし、これらを適切に

組み合わせた調査を行うこと。また、津波の発生要因に係る

調査及び波源モデルの設定に必要な調査、敷地周辺に襲来し

た可能性のある津波に係る調査、津波の伝播経路に係る調査

及び砂移動の評価に必要な調査を行うこと。 

八 （略） 

九 基準津波については、対応する超過確率を参照し、策定され

た津波がどの程度の超過確率に相当するかを把握すること。 

 

３ 第８条に規定する「安全機能が損なわれるおそれがないものでな

ければならない」を満たすために、基準津波に対する安全機能を

有する施設の設計に当たっては、以下に掲げる方針によること。 

一 Ｓクラスに属する施設（津波防護施設、浸水防止設備及び津

波監視設備を除く。以下この号及び第三号において同じ。）の

設置された敷地等において、基準津波による遡上波を地上部

から到達又は流入させないこと。また、取水路及び放水路等

の経路から流入させないこと。そのため、以下の方針による

こと。 

① Ｓクラスに属する設備（浸水防止設備及び津波監視設備

を除く。以下この号から第三号までにおいて同じ。）を内

包する建屋及びＳクラスに属する設備（屋外に設置する

ものに限る。）は、基準津波による遡上波が到達しない十

分高い場所に設置すること。また、基準津波による遡上

３ 第８条に規定する「安全機能が損なわれるおそれがないものでな

ければならない」を満たすために、基準津波に対する安全機能を

有する施設の設計に当たっては、以下に掲げる方針によること。 

一 Ｓクラスに属する施設（津波防護施設、浸水防止設備及び津

波監視設備を除く。下記第三号において同じ。）の設置された

敷地において、基準津波による遡上波を地上部から到達又は

流入させないこと。また、取水路及び排水路等の経路から流

入させないこと。そのため、以下の方針によること。 

 

① Ｓクラスに属する設備（浸水防止設備及び津波監視設備

を除く。以下下記第三号までにおいて同じ。）を内包する

建屋及びＳクラスに属する設備（屋外に設置するものに

限る。）は、基準津波による遡上波が到達しない十分高い

場所に設置すること。なお、基準津波による遡上波が到
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波が到達する高さにある場合には、防潮堤等の津波防護

施設及び浸水防止設備を設置すること。 

② 上記①の遡上波の到達防止に当たっては、敷地及び敷地

周辺の地形、標高及び河川等の存在並びに地震による広

域的な隆起・沈降を考慮して、遡上波の回込みを含め敷

地への遡上の可能性を検討すること。また、地震による

変状又は繰り返し来襲する津波による洗掘・堆積により

地形又は河川流路の変化等が考えられる場合は、敷地へ

の遡上経路に及ぼす影響を検討すること。 

③ 取水路又は放水路等の経路から、Ｓクラスに属する施設

の設置された敷地並びにＳクラスに属する設備を内包す

る建屋及び区画に津波が流入する可能性について検討し

た上で、流入する可能性のある経路（扉、開口部、貫通

口等）を特定し、それらに対して流入防止の対策を施す

ことにより、津波の流入を防止すること。 

二 取水・放水施設及び地下部等において、漏水する可能性を考

慮の上、漏水による浸水範囲を限定して、重要な安全機能へ

の影響を防止すること。そのため、以下に掲げる方針による

こと。 

① 取水・放水設備の構造上の特徴等を考慮して、取水・放

水施設及び地下部等における漏水の可能性を検討した上

で、漏水が継続することによる浸水範囲を想定するとと

もに、当該想定される浸水範囲（以下「浸水想定範囲」

達する高さにある場合には、防潮堤等の津波防護施設及

び浸水防止設備を設置すること。 

② 上記①の遡上波の到達防止に当たっては、敷地及び敷地

周辺の地形及びその標高、河川等の存在並びに地震によ

る広域的な隆起・沈降を考慮して、遡上波の回込みを含

め敷地への遡上の可能性を検討すること。また、地震に

よる変状又は繰り返し襲来する津波による洗掘・堆積に

より地形又は河川流路の変化等が考えられる場合は、敷

地への遡上経路に及ぼす影響を検討すること。 

③ 取水路又は放水路等の経路から、津波が流入する可能性

について検討した上で、流入の可能性のある経路（扉、

開口部及び貫通口等）を特定し、それらに対して浸水対

策を施すことにより、津波の流入を防止すること。 

 

 

二 取水・放水施設及び地下部等において、漏水する可能性を考

慮の上、漏水による浸水範囲を限定して、重要な安全機能へ

の影響を防止すること。そのため、以下に掲げる方針による

こと。 

① 取水・放水設備の構造上の特徴等を考慮して、取水・放

水施設及び地下部等における漏水の可能性を検討した上

で、漏水が継続することによる浸水範囲を想定（以下「浸

水想定範囲」という。）するとともに、同範囲の境界にお



 

79 
 

という。）の境界において浸水想定範囲外に流出する可能

性のある経路（扉、開口部、貫通口等）を特定し、それ

らに対して浸水対策を施すことにより浸水範囲を限定す

ること。 

② （略） 

③ 浸水想定範囲における長期間の浸水が想定される場合

は、排水設備を設置すること。 

三 前二号に規定するもののほか、Ｓクラスに属する施設につい

ては、浸水防護をすることにより津波による影響等から隔離

すること。そのため、Ｓクラスに属する設備を内包する建屋

及び区画については、浸水防護重点化範囲として明確化する

とともに、地震による溢水に加えて津波の流入を考慮した浸

水範囲及び浸水量を安全側に想定した上で、浸水防護重点化

範囲に流入する可能性のある経路（扉、開口部、貫通口等）

を特定し、それらに対して流入防止の対策を施すこと。 

四 津波防護施設及び浸水防止設備については、入力津波（施設

の津波に対する設計を行うために、津波の伝播特性、流入経

路等を考慮して、それぞれの施設に対して設定するものをい

う。以下同じ。）に対して津波防護機能及び浸水防止機能を保

持することができること。また、津波監視設備については、

入力津波に対して津波監視機能を保持することができるこ

と。そのため、以下に掲げる方針によること。 

① 上記の「津波防護施設」とは、防潮堤、盛土構造物、防

いて浸水の可能性のある経路及び浸水口（扉、開口部及

び貫通口等）を特定し、それらに対して浸水対策を施す

ことにより浸水範囲を限定すること。 

 

② （略） 

③ 浸水想定範囲における長期間の冠水が想定される場合

は、排水設備を設置すること。 

三 上記の前二号に規定するものの他、Ｓクラスに属する施設に

ついては、浸水防護をすることにより津波による影響等から

隔離すること。そのため、Ｓクラスに属する設備を内包する

建屋及び区画については、浸水防護重点化範囲として明確化

するとともに、津波による溢水を考慮した浸水範囲及び浸水

量を保守的に想定した上で、浸水防護重点化範囲への浸水の

可能性のある経路及び浸水口（扉、開口部及び貫通口等）を

特定し、それらに対して浸水対策を施すこと。 

四 津波防護施設及び浸水防止設備については、入力津波（施設

の津波に対する設計を行うために、津波の伝播特性及び浸水

経路等を考慮して、それぞれの施設に対して設定するものを

いう。以下同じ。）に対して津波防護機能及び浸水防止機能が

保持できること。また、津波監視設備については、入力津波

に対して津波監視機能が保持できること。そのため、以下に

掲げる方針によること。 

① 上記の「津波防護施設」とは、防潮堤、盛土構造物及び
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潮壁等をいう。上記の「浸水防止設備」とは、水密扉、

開口部・貫通口の浸水対策設備等をいう。また、上記の

「津波監視設備」とは、敷地の潮位計及び津波の来襲状

況を把握できる屋外監視カメラ等をいう。これら以外に

は、津波防護施設及び浸水防止設備への波力による影響

等、津波による影響を軽減する効果が期待される防波堤

等の津波影響軽減施設・設備がある。 

② 入力津波については、基準津波の波源からの数値計算に

より、各施設・設備等の設置位置において算定される時

刻歴波形とすること。数値計算に当たっては、敷地形状、

敷地沿岸域の海底地形、津波の敷地への浸入角度、河川

の有無、陸上の遡上・伝播の効果、伝播経路上の人工構

造物等を考慮すること。また、津波による港湾内の局所

的な海面の固有振動の励起を適切に評価し考慮するこ

と。 

③ 津波防護施設については、その構造に応じ、波力による

浸食及び洗掘に対する抵抗性並びにすべり及び転倒に対

する安定性を評価し、越流時の耐性等にも配慮した上で、

入力津波に対する津波防護機能が十分に保持できるよう

設計すること。 

④ 浸水防止設備については、浸水想定範囲等における津波

や浸水による荷重等に対する耐性等を評価し、越流時の

耐性等にも配慮した上で、入力津波に対して浸水防止機

防潮壁等をいう。上記の「浸水防止設備」とは、水密扉

及び開口部・貫通部の浸水対策設備等をいう。また、上

記の「津波監視設備」とは、敷地の潮位計及び津波の襲

来状況を把握できる屋外監視カメラ等をいう。これら以

外には、津波防護施設及び浸水防止設備への波力による

影響を軽減する効果が期待される防波堤等の津波影響軽

減施設・設備がある。 

② 入力津波については、基準津波の波源からの数値計算に

より、各施設・設備等の設置位置において算定される時

刻歴波形とすること。数値計算に当たっては、敷地形状、

敷地沿岸域の海底地形、津波の敷地への侵入角度、河川

の有無、陸上の遡上・伝播の効果及び伝播経路上の人工

構造物等を考慮すること。また、津波による港湾内の局

所的な海面の固有振動の励起を適切に評価し考慮するこ

と。 

③ 津波防護施設については、その構造に応じ、波力による

侵食及び洗掘に対する抵抗性並びにすべり及び転倒に対

する安定性を評価し、越流時の耐性にも配慮した上で、

入力津波に対する津波防護機能が十分に保持できるよう

設計すること。 

④ 浸水防止設備については、浸水想定範囲等における浸水

時及び冠水後の波圧等に対する耐性等を評価し、越流時

の耐性にも配慮した上で、入力津波に対して浸水防止機
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能が十分に保持できるよう設計すること。 

⑤ （略） 

⑥ 津波防護施設の外側の再処理施設敷地内及び近傍におい

て建物・構築物及び設置物等が破損し、又は損壊した後

に漂流する可能性がある場合には、防潮堤等の津波防護

施設及び浸水防止設備に波及的影響を及ぼさないよう、

漂流防止措置又は津波防護施設及び浸水防止設備への影

響の防止措置を施すこと。 

⑦ 上記③、④及び⑥の設計等においては、耐津波設計上の

十分な裕度を含めるため、各施設・設備の機能損傷モー

ドに対応した荷重（浸水高、波力・波圧、洗掘力、浮力

等）について、入力津波から十分な余裕を考慮して設定

すること。また、余震の発生の可能性を検討した上で、

必要に応じて余震による荷重と入力津波による荷重との

組合せを考慮すること。さらに、入力津波の時刻歴波形

に基づき、津波の繰り返しの来襲による作用が津波防護

機能及び浸水防止機能へ及ぼす影響について検討するこ

と。 

⑧ （略） 

⑨ 津波防護施設のうち、防潮ゲート等の外部入力により動

作する機構を有するものについては、当該機構の構造、

動作原理等を踏まえ、津波防護機能が損なわれないよう

重要安全施設に求められる信頼性と同等の信頼性を確保

能が十分に保持できるよう設計すること。 

⑤ （略） 

⑥ 津波防護施設の外側の再処理施設敷地内及び近傍におい

て建物・構築物及び設置物等が破損、倒壊及び漂流する

可能性がある場合には、防潮堤等の津波防護施設及び浸

水防止設備に波及的影響を及ぼさないよう、漂流防止措

置又は津波防護施設及び浸水防止設備への影響の防止措

置を施すこと。 

⑦ 上記③、④及び⑥の設計等においては、耐津波設計上の

十分な裕度を含めるため、各施設・設備の機能損傷モー

ドに対応した荷重（浸水高、波力・波圧、洗掘力及び浮

力等）について、入力津波から十分な余裕を考慮して設

定すること。また、余震の発生の可能性を検討した上で、

必要に応じて余震による荷重と入力津波による荷重との

組合せを考慮すること。さらに、入力津波の時刻歴波形

に基づき、津波の繰り返しの襲来による作用が津波防護

機能及び浸水防止機能へ及ぼす影響について検討するこ

と。 

⑧ （略） 

（新設） 
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した設計とすること。 

五 地震による敷地の隆起・沈降、地震（本震及び余震）による

影響、津波の繰り返しの来襲による影響及び津波による二次

的な影響（洗掘、砂移動、漂流物等）を考慮すること。 

六 （略） 

 

 

五 地震による敷地の隆起・沈降、地震（本震及び余震）による

影響、津波の繰り返しの襲来による影響及び津波による二次

的な影響（洗掘、砂移動及び漂流物等）を考慮すること。 

六 （略） 

（別記４） 
有毒ガスの発生を検出し警報するための装置に関する要求事項 

 
再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則第２０条第３

項及び第２６条第２項の規定に対応する工場等内における有毒ガスの

発生 1 を検出するための装置及び当該装置が有毒ガスの発生を検出し

た場合に自動的に警報するための装置に関する要求事項については、

以下のとおりとする。なお、同規則の規定と当該要求事項との対応関

係は別表に掲げるところによる。  
（１） （略） 
（２） 当該装置が有毒ガスの発生を検出した場合に自動的に警報す

るための装置  
① 制御室には、（１）①から③までに掲げる検出装置からの信号を

受信して制御室で自動的に警報する警報装置を設置すること。 
② （略） 

（別記４） 
有毒ガスの発生を検出し警報するための装置に関する要求事項 

 
再処理施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則第２０条第３

項及び第２６条第２項の規定に対応する工場等内における有毒ガスの

発生 1 を検出するための装置及び当該装置が有毒ガスの発生を検出し

た場合に自動的に警報するための装置に関する要求事項については、

以下のとおりとする。なお、同規則の規定と当該要求事項との対応関

係は別表に掲げるところによる。  
（１） （略） 
（２） 当該装置が有毒ガスの発生を検出した場合に自動的に警報す

るための装置  
① 制御室には、（１）①から③に掲げる検出装置からの信号を受信

して制御室で自動的に警報する警報装置を設置すること。  
② （略） 

  

 

別表第４ 使用済燃料の再処理の事業に係る再処理事業者の重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力
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に係る審査基準 新旧対照表 

（下線部分は改正部分） 

改  正  後 改  正  前 

目次 

Ⅰ （略） 

 

Ⅱ 要求事項 

 

１．重大事故等対策における要求事項 

１．０～１．７ （略） 

１．８ 重大事故等時に必要となる水の供給手順等 

１．９～１．１４ （略） 

 

２． （略） 

 

Ⅲ 要求事項の解釈 

 

１．重大事故等対策における要求事項の解釈 

１．０～１．７ （略） 

１．８ 重大事故等時に必要となる水の供給手順等 

１．９～１．１４ （略） 

 

２． （略） 

目次 

Ⅰ （略） 

 

Ⅱ 要求事項 

 

１．重大事故等対策における要求事項 

１．０～１．７ （略） 

１．８ 重大事故等への対処に必要となる水の供給手順等 

１．９～１．１４ （略） 

 

２． （略） 

 

Ⅲ 要求事項の解釈 

 

１．重大事故等対策における要求事項の解釈 

１．０～１．７ （略） 

１．８ 重大事故等への対処に必要となる水の供給手順等 

１．９～１．１４ （略） 

 

２． （略） 
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核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２

年法律第１６６号。以下「原子炉等規制法」という。）第４４条の２第

１項第２号に規定する「重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置

を実施するために必要な技術的能力」の審査を行う際の審査基準は、

以下のとおりとする。 

 

Ⅰ （略） 

 

Ⅱ 要求事項 

 

再処理施設において、重大事故に至るおそれがある事故（運転時の

異常な過渡変化及び設計基準事故を除く。）若しくは重大事故（以下「重

大事故等」と総称する。）が発生した場合又は大規模な自然災害若しく

は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムによる再処理施設

の大規模な損壊が発生した場合における当該事故等に対処するために

必要な体制の整備に関し、原子炉等規制法第５０条第１項の規定に基

づく保安規定等において、以下の項目が規定される方針であることを

確認すること。 

なお、申請内容の一部が本要求事項に適合しない場合であっても、

その理由が妥当なものであれば、これを排除するものではない。 

 

１．重大事故等対策における要求事項 

 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２

年法律第１６６号。以下「原子炉等規制法」という。）第４４条の２第

１項第２号に規定する「重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置

を実施するために必要な技術的能力」の審査を行う際の審査基準は、

以下のとおりとする。 

 

Ⅰ （略） 

 

Ⅱ 要求事項 

 

再処理施設において、重大事故に至るおそれがある事故（運転時の

異常な過渡変化及び設計基準事故を除く。）若しくは重大事故（以下「重

大事故等」と総称する。）が発生した場合又は大規模な自然災害若しく

は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムによる再処理施設

の大規模な損壊が発生した場合における当該事故等に対処するために

必要な体制の整備に関し、原子炉等規制法第５０条第１項の規定に基

づく保安規定等において、以下の項目が規定される方針であることを

確認すること。 

なお、申請内容の一部が本要求事項に適合しない場合であっても、

その理由が妥当なものであれば、これを排除するものではない。 

 

１．重大事故等対策における要求事項 
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１．０ （略） 

 

１．１ 臨界事故の拡大を防止するための手順等  

再処理事業者において、セル内において核燃料物質が臨界に達す

ることを防止するための機能を有する施設において、再処理規則第

１条の３第１号に規定する重大事故が発生した場合にその拡大を防

止するため、次に掲げる手順等が適切に整備されているか、又は整

備される方針が適切に示されていること。 

一 （略） 

二 臨界事故が発生した設備に接続する換気系統を隔離するため

に必要な手順等及び隔離した換気系統の過圧による放射性物質

の漏えいを防止するために必要な手順等 

 

三 （略） 

 

１．２ 冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための手順等  

再処理事業者において、セル内において使用済燃料から分離され

た物であって液体状のもの又は液体状の放射性廃棄物を冷却する機

能を有する施設において、再処理規則第１条の３第２号に規定する

重大事故の発生を防止し、又は当該重大事故が発生した場合にその

拡大を防止するため、次に掲げる手順等が適切に整備されているか、

又は整備される方針が適切に示されていること。 

 

１．０ （略） 

 

１．１ 臨界事故の拡大を防止するための手順等  

再処理事業者において、セル内において核燃料物質が臨界に達す

ることを防止するための機能を有する施設において、再処理規則第

１条の３第１号に規定する重大事故の拡大を防止するために必要な

次に掲げる手順等が適切に整備されているか、又は整備される方針

が適切に示されていること。 

一 （略） 

二 臨界事故が発生した設備に接続する換気系統の配管の流路を

遮断するために必要な手順等及び換気系統の配管内が加圧状態

になった場合にセル内に設置された配管の外部へ放射性物質を

排出するために必要な手順等 

三 （略） 

 

１．２ 冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための手順等  

再処理事業者において、セル内において使用済燃料から分離され

た物であって液体状のもの又は液体状の放射性廃棄物を冷却する機

能を有する施設において、再処理規則第１条の３第２号に規定する

重大事故の発生又は拡大を防止するために必要な次に掲げる手順等

が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示されて

いること。 



 

86 
 

一 冷却機能の喪失による蒸発乾固の発生を防止するために必要

な手順等 

二 冷却機能の喪失による蒸発乾固が発生した場合において、放

射性物質の気相への移行を抑制し、及び冷却機能の喪失による

蒸発乾固の進行を緩和するために必要な手順等 

三 冷却機能の喪失による蒸発乾固が発生した設備に接続する換

気系統を隔離するために必要な手順等及び隔離した換気系統の

過圧による放射性物質の漏えいを防止するために必要な手順等 

 

四 冷却機能の喪失による蒸発乾固が発生した場合において放射

性物質の放出による影響を緩和するために必要な手順等 

 

１．３ 放射線分解により発生する水素による爆発に対処するための

手順等  

再処理事業者において、セル内において放射線分解によって発生

する水素が再処理設備の内部に滞留することを防止する機能を有す

る施設において、再処理規則第１条の３第３号に規定する重大事故

の発生を防止し、又は当該重大事故が発生した場合にその拡大を防

止するため、次に掲げる手順等が適切に整備されているか、又は整

備される方針が適切に示されていること。 

一 放射線分解により発生する水素による爆発（以下「水素爆発」

という。）の発生を防止するために必要な手順等 

二 （略） 

一 蒸発乾固の発生を未然に防止するために必要な手順等 

 

二 蒸発乾固が発生した場合において、放射性物質の発生を抑制

し、及び蒸発乾固の進行を緩和するために必要な手順等 

 

三 蒸発乾固が発生した設備に接続する換気系統の配管の流路を

遮断するために必要な手順等及び換気系統の配管内が加圧状態

になった場合にセル内に設置された配管の外部へ放射性物質を

排出するために必要な手順等 

四 蒸発乾固が発生した場合において放射性物質の放出による影

響を緩和するために必要な手順等 

 

１．３ 放射線分解により発生する水素による爆発に対処するための

手順等  

再処理事業者において、セル内において放射線分解によって発生

する水素が再処理設備の内部に滞留することを防止する機能を有す

る施設において、再処理規則第１条の３第３号に規定する重大事故

の発生又は拡大を防止するために必要な次に掲げる手順等が適切に

整備されているか、又は整備される方針が適切に示されていること。 

 

一 放射線分解により発生する水素による爆発（以下「水素爆発」

という。）の発生を未然に防止するために必要な手順等 

二 （略） 
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三 水素爆発が発生した設備に接続する換気系統を隔離するため

に必要な手順等及び隔離した換気系統の過圧による放射性物質

の漏えいを防止するために必要な手順等 

 

四 （略） 

 

１．４ 有機溶媒等による火災又は爆発に対処するための手順等  

再処理事業者において、セル内において有機溶媒その他の物質を

内包する施設において、再処理規則第１条の３第４号に規定する重

大事故の発生を防止し、又は当該重大事故が発生した場合にその拡

大を防止するため、次に掲げる手順等が適切に整備されているか、

又は整備される方針が適切に示されていること。 

一 有機溶媒その他の物質による火災又は爆発の発生（りん酸ト

リブチルの混入による急激な分解反応によるものを除く。）を防

止するために必要な手順等 

二 有機溶媒その他の物質による火災又は爆発が発生した場合に

おいて当該火災を収束させ、又は爆発が続けて生じるおそれが

ない状態を維持するために必要な手順等 

三 有機溶媒その他の物質による火災又は爆発が発生した設備に

接続する換気系統を隔離するために必要な手順等及び隔離した

換気系統の過圧による放射性物質の漏えいを防止するために必

要な手順等 

四 有機溶媒その他の物質による火災又は爆発が発生した場合に

三 水素爆発が発生した設備に接続する換気系統の配管の流路を

遮断するために必要な手順等及び換気系統の配管内が加圧状態

になった場合にセル内に設置された配管の外部へ放射性物質を

排出するために必要な手順等 

四 （略） 

 

１．４ 有機溶媒等による火災又は爆発に対処するための手順等  

再処理事業者において、セル内において有機溶媒その他の物質を

内包する施設において、再処理規則第１条の３第４号に規定する重

大事故の発生又は拡大を防止するために必要な次に掲げる手順等が

適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示されてい

ること。 

一 火災又は爆発の発生（リン酸トリブチルの混入による急激な

分解反応により発生するものを除く。）を未然に防止するために

必要な手順等 

二 火災又は爆発が発生した場合において火災又は爆発を収束さ

せるために必要な手順等 

 

三 火災又は爆発が発生した設備に接続する換気系統の配管の流

路を遮断するために必要な手順等及び換気系統の配管内が加圧

状態になった場合にセル内に設置された配管の外部へ放射性物

質を排出するために必要な手順等 

四 火災又は爆発が発生した場合において放射性物質の放出によ
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おいて放射性物質の放出による影響を緩和するために必要な手

順等 

 

１．５ （略） 

 

１．６ 放射性物質の漏えいに対処するための手順等  

再処理事業者において、建屋内において系統又は機器からの放射

性物質の漏えいを防止するための機能を有する施設には、再処理規

則第１条の３第６号に規定する重大事故の発生を防止し、又は当該

重大事故が発生した場合にその拡大を防止するため、次に掲げる手

順等が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示さ

れていること。 

 

 

一 系統又は機器からの放射性物質の漏えいを防止するために必

要な手順等 

二 （略） 

三 系統又は機器から放射性物質の漏えいが発生した施設に接続

する換気系統を隔離するために必要な手順等及び隔離した換気

系統の過圧による放射性物質の漏えいを防止するために必要な

手順等 

四 （略） 

 

る影響を緩和するために必要な手順等 

 

 

１．５ （略） 

 

１．６ 放射性物質の漏えいに対処するための手順等  

再処理事業者において、セル内又は建屋内（セル内を除く。以下

同じ。）において系統又は機器からの放射性物質の漏えいを防止する

ための機能を有する施設には、必要に応じ、再処理規則第１条の３

第６号に規定する重大事故の発生又は拡大を防止するために必要な

次に掲げる手順等（建屋内において系統又は機器からの放射性物質

の漏えいを防止するための機能を有する施設にあっては、第３号を

除く。）が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示

されていること。 

一 系統又は機器からの放射性物質の漏えいを未然に防止するた

めに必要な手順等 

二 （略） 

三 系統又は機器から放射性物質の漏えいが発生した設備に接続

する換気系統の配管の流路を遮断するために必要な手順等及び

換気系統の配管内が加圧状態になった場合にセル内に設置され

た配管の外部へ放射性物質を排出するために必要な手順等 

四 （略） 
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１．７ （略） 

 

１．８ 重大事故等時に必要となる水の供給手順等 

１ 再処理事業者において、想定される重大事故等に対処するための

水源として必要な量の水を貯留するための設備から、想定される重

大事故等に対処するために必要な設備に必要な量の水を供給するた

めに必要な手順等が適切に整備されているか、又は整備される方針

が適切に示されていること。 

 

２ 再処理事業者において、海その他の水源（前項の水源を除く。）か

ら、想定される重大事故等の収束に必要な量の水を取水し、当該重

大事故等に対処するために必要な設備に供給するために必要な手

順等が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示さ

れていること。 

 

１．９～１．１４ （略） 

 

２． （略） 

 

Ⅲ 要求事項の解釈 

 

要求事項の規定については、以下のとおり解釈する。 

なお、本項においては、要求事項を満たすために必要な措置のうち、

１．７ （略） 

 

１．８ 重大事故等への対処に必要となる水の供給手順等 

再処理事業者において、設計基準事故への対処に必要な水源とは別

に、重大事故等への対処に必要となる十分な量の水を有する水源を確

保することに加えて、再処理施設には、設計基準事故に対処するため

の設備及び重大事故等対処設備に対して重大事故等への対処に必要と

なる十分な量の水を供給するために必要な手順等が適切に整備されて

いるか、又は整備される方針が適切に示されていること。 

（新設） 

 

 

 

 

 

１．９～１．１４ （略） 

 

２． （略） 

 

Ⅲ 要求事項の解釈 

 

要求事項の規定については、以下のとおり解釈する。 

なお、本項においては、要求事項を満たすために必要な措置のうち、
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手順等の整備が中心となるものを例示したものである。重大事故の発

生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に

は、以下の解釈において規定する内容に加え、事業指定基準規則に基

づいて整備される設備の運用手順等についても当然含まれるものであ

り、これらを含めて手順等が適切に整備されなければならない。 

また、以下の要求事項を満足する技術的内容は、本解釈に限定され

るものでなく、要求事項に照らして十分な保安水準が達成できる技術

的根拠があれば、要求事項に適合するものと判断する。 

 

１．重大事故等対策における要求事項の解釈 

 

１．０ 共通事項 

（１）重大事故等対処設備に係る要求事項 

①切替えの容易性 

【要求事項】 （略） 
 

② （略） 

 

（２）・（３） （略） 

 

（４）手順書の整備、訓練の実施及び体制の整備  

【要求事項】 （略） 

 

手順等の整備が中心となるものを例示したものである。重大事故の発

生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力に

は、以下の解釈において規定する内容に加え、事業指定基準規則に基

づいて整備される設備の運用手順等についても当然含まれるものであ

り、これらを含めて手順等が適切に整備されなければならない。 

また、以下の要求事項を満足する技術的内容は、本解釈に限定され

るものでなく、要求事項に照らして十分な保安水準が達成できる技術

的根拠があれば、要求事項に適合するものと判断する。 

 

１．重大事故等対策における要求事項の解釈 

 

１．０ 共通事項 

（１）重大事故等対処設備に係る要求事項 

①切り替えの容易性 

【要求事項】 （略） 

 

② （略） 

 

（２）・（３） （略） 

 

（４）手順書の整備、訓練の実施及び体制の整備  

【要求事項】 （略） 
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【解釈】 

１ 手順書の整備は、以下によること。 

ａ）～ｆ） （略） 

ｇ）有毒ガス発生時の制御室の運転員、緊急時対策所において重大

事故等に対処するために必要な要員及び重大事故等対処上特に

重要な操作（常設設備と接続する屋外に設けられた可搬型重大事

故等対処設備（再処理施設の外から水又は電力を供給するものに

限る。）の接続をいう。）を行う要員（以下「運転・対処要員」と

いう。）の防護に関し、次の①から③までに掲げる措置を講ずる

ことを定める方針であること。 

① 運転・対処要員の吸気中の有毒ガス濃度を有毒ガス防護のた

めの判断基準値以下とするための手順を整備すること。  

② 予期せぬ有毒ガスの発生に対応するため、制御室の運転員及

び緊急時対策所における重大事故等に対処するために必要な

指示を行う要員のうち初動対応を行う者に対する防護具の着

用等運用面の対策を行うこと。  

③ （略） 

 

２ （略） 

 

３ 体制の整備は、以下によること。 

ａ）～ｋ） （略） 

ｌ）運転・対処要員の防護に関し、次の①及び②に掲げる措置を講

【解釈】 

１ 手順書の整備は、以下によること。 

ａ）～ｆ） （略） 

ｇ）有毒ガス発生時の制御室の運転員、緊急時対策所において重大

事故等に対処するために必要な要員及び重大事故等対処上特に

重要な操作（常設設備と接続する屋外に設けられた可搬型重大事

故等対処設備（再処理施設の外から水又は電力を供給するものに

限る。）の接続をいう。）を行う要員（以下「運転・対処要員」と

いう。）の防護に関し、次の①から③に掲げる措置を講じること

が定められていること。 

① 運転・対処要員の吸気中の有毒ガス濃度を有毒ガス防護のた

めの判断基準値以下とするための手順と体制を整備すること。 

② 予期せぬ有毒ガスの発生に対応するため、制御室の運転員及

び緊急時対策所における重大事故等に対処するために必要な

指示を行う要員のうち初動対応を行う者に対する防護具の配

備、着用等運用面の対策を行うこと。  

③ （略） 

 

２ （略） 

 

３ 体制の整備は、以下によること。 

ａ）～ｋ） （略） 

（新設） 
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ずることを定める方針であること。 

① 運転・対処要員の吸気中の有毒ガス濃度を有毒ガス防護のた

めの判断基準値以下とするための体制を整備すること。 

② 予期せぬ有毒ガスの発生に対応するため、制御室の運転員及

び緊急時対策所において重大事故等に対処するために必要な

指示を行う要員のうち初動対応を行う者に対する防護具の配

備等を行うこと。 

 

１．１ 臨界事故の拡大を防止するための手順等 

【要求事項】 

 

再処理事業者において、セル内において核燃料物質が臨界に達す

ることを防止するための機能を有する施設において、再処理規則第

１条の３第１号に規定する重大事故が発生した場合にその拡大を防

止するため、次に掲げる手順等が適切に整備されているか、又は整

備される方針が適切に示されていること。 

 一 （略） 

 二 臨界事故が発生した設備に接続する換気系統を隔離するため

に必要な手順等及び隔離した換気系統の過圧による放射性物質

の漏えいを防止するために必要な手順等 

 

 三 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．１ 臨界事故の拡大を防止するための手順等 

【要求事項】 

 

再処理事業者において、セル内において核燃料物質が臨界に達す

ることを防止するための機能を有する施設において、再処理規則第

１条の３第１号に規定する重大事故の拡大を防止するために必要な

次に掲げる手順等が適切に整備されているか、又は整備される方針

が適切に示されていること。 

 一 （略） 

 二 臨界事故が発生した設備に接続する換気系統の配管の流路を

遮断するために必要な手順等及び換気系統の配管内が加圧状態

になった場合にセル内に設置された配管の外部へ放射性物質を

排出するために必要な手順等 

 三 （略） 
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【解釈】 

１ 第１号に規定する「未臨界に移行し、及び未臨界を維持するため

に必要な手順等」とは、例えば、設計基準の要求により措置した設

備の機能が喪失した場合において、その喪失した機能（臨界事故に

対処するために必要な機能に限る。）を代替するための中性子吸収材

の貯槽への注入設備等を作動させるための手順等をいう。 

 

２ 第２号に規定する「臨界事故が発生した設備に接続する換気系統

を隔離するために必要な手順等及び隔離した換気系統の過圧による

放射性物質の漏えいを防止するために必要な手順等」とは、例えば、

換気系統を隔離するための閉止弁、密閉式ダンパ、換気系統を有す

るセル、換気系統に接続する貯留槽等に隔離した換気系統内部の気

体を排出するための設備等を作動させるための手順等をいう。 

 

 

３ 第３号に規定する「放射性物質の放出による影響を緩和するため

に必要な手順等」とは、例えば、設計基準の要求により措置したセ

ル換気系統の機能が喪失した場合において、その機能（臨界事故に

対処するために必要な機能に限る。）を代替するための設備、放射性

物質の放出量を低減するための貯留槽等を作動させるための手順等

をいう。 

 

 

【解釈】 

１ 第１号に規定する「未臨界に移行し、及び未臨界を維持するため

に必要な手順等」とは、例えば、設計基準の要求により措置した設

備とは異なる中性子吸収材の貯槽への注入設備、溶液の回収・移送

設備を作動させるための手順等をいう。 

 

 

２ 第２号に規定する「臨界事故が発生した設備に接続する換気系統

の配管の流路を遮断するために必要な手順等及び換気系統の配管内

が加圧状態になった場合にセル内に設置された配管の外部へ放射性

物質を排出するために必要な手順等」とは、例えば、換気系統（機

器及びセル）の流路を閉止するための閉止弁、密閉式ダンパ、セル

内に設置された配管の外部へ放射性物質を排出するための設備を作

動させるための手順等をいう。 

 

３ 第３号に規定する「臨界事故が発生した場合において放射性物質

の放出による影響を緩和するために必要な手順等」とは、例えば、

セル換気系統の有する機能及び性能のうち、事故に対応するために

必要なものを代替する設備を作動させるための手順等をいう。 
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４ 上記１から３までの手順等には、対策を実施するために必要とな

る電源、水等を供給するための手順及び再処理施設の状態を監視す

るための手順等を含む。 

 

１．２ 冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための手順等  

【要求事項】 

 

再処理事業者において、セル内において使用済燃料から分離され

た物であって液体状のもの又は液体状の放射性廃棄物を冷却する機

能を有する施設において、再処理規則第１条の３第２号に規定する

重大事故の発生を防止し、又は当該重大事故が発生した場合にその

拡大を防止するため、次に掲げる手順等が適切に整備されているか、

又は整備される方針が適切に示されていること。 

 一 冷却機能の喪失による蒸発乾固の発生を防止するために必要

な手順等 

 二 冷却機能の喪失による蒸発乾固が発生した場合において、放

射性物質の気相への移行を抑制し、及び冷却機能の喪失による

蒸発乾固の進行を緩和するために必要な手順等 

 三 冷却機能の喪失による蒸発乾固が発生した設備に接続する換

気系統を隔離するために必要な手順等及び隔離した換気系統の

過圧による放射性物質の漏えいを防止するために必要な手順等 

 

 四 冷却機能の喪失による蒸発乾固が発生した場合において放射

４ 上記１から３までの手順等には、対策を実施するために必要とな

る電源、補給水、施設の状態を監視するための手順等を含む。 

 

 

１．２ 冷却機能の喪失による蒸発乾固に対処するための手順等  

【要求事項】 

 

再処理事業者において、セル内において使用済燃料から分離され

た物であって液体状のもの又は液体状の放射性廃棄物を冷却する機

能を有する施設において、再処理規則第１条の３第２号に規定する

重大事故の発生又は拡大を防止するために必要な次に掲げる手順等

が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示されて

いること。 

 一 蒸発乾固の発生を未然に防止するために必要な手順等 

 

 二 蒸発乾固が発生した場合において、放射性物質の発生を抑制

し、及び蒸発乾固の進行を緩和するために必要な手順等 

 

 三 蒸発乾固が発生した設備に接続する換気系統の配管の流路を

遮断するために必要な手順等及び換気系統の配管内が加圧状態

になった場合にセル内に設置された配管の外部へ放射性物質を

排出するために必要な手順等 

 四 蒸発乾固が発生した場合において放射性物質の放出による影
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性物質の放出による影響を緩和するために必要な手順等 

 

 

【解釈】 

１ 第１号に規定する「冷却機能の喪失による蒸発乾固の発生を防止

するために必要な手順等」とは、例えば、設計基準の要求により措

置した設備の機能が喪失した場合において、その機能（冷却機能の

喪失による蒸発乾固に対処するために必要な機能に限る。）を代替す

るための冷却設備等を作動させるための手順等をいう。 

 

２ 第２号に規定する「放射性物質の気相への移行を抑制し、及び冷

却機能の喪失による蒸発乾固の進行を緩和するために必要な手順

等」とは、例えば、液体放射性廃棄物等に直接注水するための設備、

当該液体放射性廃棄物等を冷却するための設備等を作動させるため

の手順等をいう。 
 
３ 第３号に規定する「冷却機能の喪失による蒸発乾固が発生した設

備に接続する換気系統を隔離するために必要な手順等及び隔離した

換気系統の過圧による放射性物質の漏えいを防止するために必要な

手順等」とは、例えば、換気系統を隔離するための閉止弁及び密閉

式ダンパ、換気系統を有するセル、換気系統に接続する貯留槽等に

隔離した換気系統内部の気体を排出するための設備等を作動させる

ための手順等をいう。 

響を緩和するために必要な手順等 

 

 

【解釈】 

１ 第１号に規定する「蒸発乾固の発生を未然に防止するために必要

な手順等」とは、例えば、設計基準の要求により措置した設備とは

異なる冷却設備や回収・移送設備を作動するための手順、冷却管を

用いた直接注水を実施するための手順等をいう。 

 

 

２ 第２号に規定する「蒸発乾固が発生した場合において、放射性物

質の発生を抑制し、及び蒸発乾固の進行を緩和するために必要な手

順等」とは、例えば、ルテニウムの気相への大量移行を抑制するた

めのショ糖等の注入、希釈材の注入を行うための手順等をいう。 
 
 
３ 第３号に規定する「蒸発乾固が発生した設備に接続する換気系統

の配管の流路を遮断するために必要な手順等及び換気系統の配管内

が加圧状態になった場合にセル内に設置された配管の外部へ放射性

物質を排出するために必要な手順等」とは、例えば、換気系統（機

器及びセル）の流路を閉止するための閉止弁、密閉式ダンパ、セル

内に設置された配管の外部へ放射性物質を排出するための設備を作

動させるための手順等をいう。 
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４ 第４号に規定する「放射性物質の放出による影響を緩和するため

に必要な手順等」とは、例えば、設計基準の要求により措置したセ

ル換気系統の機能が喪失した場合において、その機能（冷却機能の

喪失による蒸発乾固に対処するために必要な機能に限る。）を代替す

るための設備、放射性物質の放出量を低減するための貯留槽等を作

動させるための手順等をいう。 
 
５ 上記１から４までの手順等には、対策を実施するために必要とな

る電源、水等を供給するための手順及び再処理施設の状態を監視す

るための手順等を含む。 
 

１．３ 放射線分解により発生する水素による爆発に対処するための

手順等 

【要求事項】 

 

再処理事業者において、セル内において放射線分解によって発生

する水素が再処理設備の内部に滞留することを防止する機能を有す

る施設において、再処理規則第１条の３第３号に規定する重大事故

の発生を防止し、又は当該重大事故が発生した場合にその拡大を防

止するため、次に掲げる手順等が適切に整備されているか、又は整

備される方針が適切に示されていること。 
 一 放射線分解により発生する水素による爆発（以下「水素爆発」

 
４ 第４号に規定する「蒸発乾固が発生した場合において放射性物質

の放出による影響を緩和するために必要な手順等」とは、例えば、

セル換気系統の有する機能及び性能のうち、事故に対応するために

必要なものを代替する設備を作動させるための手順等をいう。 
 
 
 
５ 上記１から４までの手順等には、対策を実施するために必要とな

る電源、補給水、施設の状態を監視するための手順等を含む。 
 
 

１．３ 放射線分解により発生する水素による爆発に対処するための

手順等  

【要求事項】 

 

再処理事業者において、セル内において放射線分解によって発生

する水素が再処理設備の内部に滞留することを防止する機能を有す

る施設において、再処理規則第１条の３第３号に規定する重大事故

の発生又は拡大を防止するために必要な次に掲げる手順等が適切に

整備されているか、又は整備される方針が適切に示されていること。 
 

 一 放射線分解により発生する水素による爆発（以下「水素爆発」
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という。）の発生を防止するために必要な手順等  
 二 （略） 
 三 水素爆発が発生した設備に接続する換気系統を隔離するため

に必要な手順等及び隔離した換気系統の過圧による放射性物質

の漏えいを防止するために必要な手順等 
 
 四 （略） 
 

 

【解釈】 

１ 第１号に規定する「放射線分解により発生する水素による爆発（以

下「水素爆発」という。）の発生を防止するために必要な手順等」と

は、例えば、設計基準の要求により措置した設備の機能が喪失した

場合において、その機能（水素爆発に対処するために必要な機能に

限る。）を代替するための圧縮空気の供給設備等を作動させるための

手順等をいう。 
 

２ 第２号に規定する「水素爆発が発生した場合において水素爆発が

続けて生じるおそれがない状態を維持するために必要な手順等」と

は、例えば、設計基準の要求により措置した設備の機能が喪失した

場合において、その機能（水素爆発に対処するために必要な機能に

限る。）を代替するための圧縮空気の供給設備等を作動させるための

手順等をいう。 

という。）の発生を未然に防止するために必要な手順等  
 二 （略） 
 三 水素爆発が発生した設備に接続する換気系統の配管の流路を

遮断するために必要な手順等及び換気系統の配管内が加圧状態

になった場合にセル内に設置された配管の外部へ放射性物質を

排出するために必要な手順等  
 四 （略） 
 

 

【解釈】 

１ 第１号に規定する「放射線分解により発生する水素による爆発（以

下「水素爆発」という。）の発生を未然に防止するために必要な手順

等」とは、例えば、設計基準の要求により措置した設備とは異なる

圧縮空気の供給設備、溶液の回収・移送設備、ボンベ等による水素

掃気配管への窒素の供給設備及び爆発に至らせないための水素燃焼

設備を作動させるための手順等をいう。 
 

２ 第２号に規定する「水素爆発が発生した場合において水素爆発が

続けて生じるおそれがない状態を維持するために必要な手順等」と

は、例えば、容器への希釈材の投入を行うための手順等をいう。 
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３ 第３号に規定する「水素爆発が発生した設備に接続する換気系統

を隔離するために必要な手順等及び隔離した換気系統の過圧による

放射性物質の漏えいを防止するために必要な手順等」とは、例えば、

換気系統を隔離するための閉止弁及び密閉式ダンパ、換気系統を有

するセル、換気系統に接続する貯留槽等に隔離した換気系統内部の

気体を排出するための設備等を作動させるための手順等をいう。 
 
 
４ 第４号に規定する「放射性物質の放出による影響を緩和するため

に必要な手順等」とは、例えば、設計基準により措置したセル換気

系統の機能が喪失した場合において、その機能（水素爆発に対処す

るために必要な機能に限る。）を代替するための設備、放射性物質の

放出量を低減するための貯留槽等を作動させるための手順等をい

う。 
 

５ 上記１から４までの手順等には、対策を実施するために必要とな

る電源、水等を供給するための手順及び再処理施設の状態を監視す

るための手順等を含む。 

 

１．４ 有機溶媒等による火災又は爆発に対処するための手順等 

【要求事項】 

 

 

３ 第３号に規定する「水素爆発が発生した設備に接続する換気系統

の配管の流路を遮断するために必要な手順等及び換気系統の配管内

が加圧状態になった場合にセル内に設置された配管の外部へ放射性

物質を排出するために必要な手順等」とは、例えば、換気系統（機

器及びセル）の流路を閉止するための閉止弁、密閉式ダンパ、セル

内に設置された配管の外部へ放射性物質を排出するための設備を作

動させるための手順等をいう。 

 

４ 第４号に規定する「水素爆発が発生した場合において放射性物質

の放出による影響を緩和するために必要な手順等」とは、例えば、

セル換気系統の有する機能及び性能のうち、事故に対応するために

必要なものを代替する設備を作動させるための手順等をいう。 
 

 

 

５ 上記１から４までの手順等には、対策を実施するために必要とな

る電源、補給水、施設の状態を監視するための手順等を含む。 

 

 

１．４ 有機溶媒等による火災又は爆発に対処するための手順等 

【要求事項】 
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再処理事業者において、セル内において有機溶媒その他の物質を

内包する施設において、再処理規則第１条の３第４号に規定する重

大事故の発生を防止し、又は当該重大事故が発生した場合にその拡

大を防止するため、次に掲げる手順等が適切に整備されているか、

又は整備される方針が適切に示されていること。 

 一 有機溶媒その他の物質による火災又は爆発の発生（りん酸ト

リブチルの混入による急激な分解反応によるものを除く。）を防

止するために必要な手順等 

 二 有機溶媒その他の物質による火災又は爆発が発生した場合に

おいて当該火災を収束させ、又は爆発が続けて生じるおそれが

ない状態を維持するために必要な手順等 

 三 有機溶媒その他の物質による火災又は爆発が発生した設備に

接続する換気系統を隔離するために必要な手順等及び隔離した

換気系統の過圧による放射性物質の漏えいを防止するために必

要な手順等 

 四 有機溶媒その他の物質による火災又は爆発が発生した場合に

おいて放射性物質の放出による影響を緩和するために必要な手

順等 

 

 

【解釈】 

１ 第１号に規定する「有機溶媒その他の物質による火災又は爆発の

発生（りん酸トリブチルの混入による急激な分解反応によるものを

再処理事業者において、セル内において有機溶媒その他の物質を

内包する施設において、再処理規則第１条の３第４号に規定する重

大事故の発生又は拡大を防止するために必要な次に掲げる手順等が

適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示されてい

ること。 

 一 火災又は爆発の発生（リン酸トリブチルの混入による急激な

分解反応により発生するものを除く。）を未然に防止するために

必要な手順等 

 二 火災又は爆発が発生した場合において火災又は爆発を収束さ

せるために必要な手順等 

 

 三 火災又は爆発が発生した設備に接続する換気系統の配管の流

路を遮断するために必要な手順等及び換気系統の配管内が加圧

状態になった場合にセル内に設置された配管の外部へ放射性物

質を排出するために必要な手順等 

 四 火災又は爆発が発生した場合において放射性物質の放出によ

る影響を緩和するために必要な手順等 

 

 

 

【解釈】 

１ 第１号に規定する「火災又は爆発の発生（リン酸トリブチルの混

入による急激な分解反応により発生するものを除く。）を未然に防止
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除く。）を防止するための手順等」とは、例えば、設計基準の要求に

より措置した設備の機能が喪失した場合において、その機能（有機

溶媒その他の物質による火災又は爆発に対処するために必要な機能

に限る。）を代替するための溶液の回収・移送設備、セル内注水設備

等を作動させるための手順等をいう。 
 
２ 第２号に規定する「有機溶媒その他の物質による火災又は爆発が

発生した場合において当該火災を収束させ、又は爆発が続けて生じ

るおそれがない状態を維持するために必要な手順等」とは、例えば、

設計基準の要求により措置した設備の機能が喪失した場合におい

て、その機能（有機溶媒その他の物質による火災又は爆発に対処す

るために必要な機能に限る。）を代替するための消火設備、火災又は

爆発の要因となる物質の追加混入を防止するための設備、溶液の加

熱を防止するための設備等を作動させるための手順等をいう。 
 
３ 第３号に規定する「有機溶媒その他の物質による火災又は爆発が

発生した設備に接続する換気系統を隔離するために必要な手順等及

び隔離した換気系統の過圧による放射性物質の漏えいを防止するた

めに必要な手順等」とは、例えば、換気系統を隔離するための閉止

弁及び密閉式ダンパ、換気系統を有するセル、換気系統に接続する

貯留槽等に隔離した換気系統内部の気体を排出するための設備等を

作動させるための手順等をいう。 
 

するための手順等」とは、例えば、設計基準の要求により措置した

設備とは異なる溶液の回収・移送設備及びセル内注水設備を作動さ

せるための手順等をいう。  
 
 
 
２ 第２号に規定する「火災又は爆発が発生した場合において火災又

は爆発を収束させるために必要な手順等」とは、例えば、設計基準

の要求により措置した設備とは異なる消火設備や窒息消火設備（ダ

ンパ等の閉止）、漏えいした溶液の冷却設備及びセル内注水設備を作

動させるための手順等をいう。  
 
 
 
 
３ 第３号に規定する「火災又は爆発が発生した設備に接続する換気

系統の配管の流路を遮断するために必要な手順等及び換気系統の配

管内が加圧状態になった場合にセル内に設置された配管の外部へ放

射性物質を排出するために必要な手順等」とは、例えば、換気系統

（機器及びセル）の流路を閉止するための閉止弁、密閉式ダンパ、

セル内に設置された配管の外部へ放射性物質を排出するための設備

を作動させるための手順等をいう。 
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４ 第４号に規定する「放射性物質の放出による影響を緩和するため

に必要な手順等」とは、例えば、設計基準の要求により措置したセ

ル換気系統の機能が喪失した場合において、その機能（有機溶媒そ

の他の物質による火災又は爆発に対処するために必要な機能に限

る。）を代替するための設備、放射性物質の放出量を低減するための

貯留槽等を作動させるための手順等をいう。 
 

５ 上記１から４までの手順等には、対策を実施するために必要とな

る電源、水等を供給するための手順及び再処理施設の状態を監視す

るための手順等を含む。 

 

１．５ （略） 

 

１．６ 放射性物質の漏えいに対処するための手順等 

【要求事項】 

 

再処理事業者において、建屋内において系統又は機器からの放射

性物質の漏えいを防止するための機能を有する施設には、再処理規

則第１条の３第６号に規定する重大事故の発生を防止し、又は当該

重大事故が発生した場合にその拡大を防止するため、次に掲げる手

順等が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示さ

れていること。 

 

４ 第４号に規定する「火災又は爆発が発生した場合において放射性

物質の放出による影響を緩和するために必要な手順等」とは、例え

ば、セル換気系統の有する機能及び性能のうち、事故に対応するた

めに必要なものを代替する設備を作動させるための手順等をいう。 

 

 

 

５ 上記１から４までの手順等には、対策を実施するために必要とな

る電源、補給水、施設の状態を監視するための手順等を含む。 

 

 

１．５ （略） 

 

１．６ 放射性物質の漏えいに対処するための手順等 

【要求事項】 

 

再処理事業者において、セル内又は建屋内（セル内を除く。以下

同じ。）において系統又は機器からの放射性物質の漏えいを防止する

ための機能を有する施設には、必要に応じ、再処理規則第１条の３

第６号に規定する重大事故の発生又は拡大を防止するために必要な

次に掲げる手順等（建屋内において系統又は機器からの放射性物質

の漏えいを防止するための機能を有する施設にあっては、第３号を

除く。）が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示
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 一 系統又は機器からの放射性物質の漏えいを防止するために必

要な手順等 

 二 （略） 

 三 系統又は機器から放射性物質の漏えいが発生した施設に接続

する換気系統を隔離するために必要な手順等及び隔離した換気

系統の過圧による放射性物質の漏えいを防止するために必要な

手順等 

 四 （略） 

 

 

【解釈】 

１ 第３号に規定する「系統又は機器から放射性物質の漏えいが発生

した施設に接続する換気系統を隔離するために必要な手順等及び隔

離した換気系統の過圧による放射性物質の漏えいを防止するために

必要な手順等」とは、例えば、換気系統を隔離するための閉止弁及

び密閉式ダンパ、換気系統を有するセル、換気系統に接続する貯留

槽等に隔離した換気系統内部の気体を排出するための設備等を作動

させるための手順等をいう。 
 
２ 第４号に規定する「放射性物質の放出による影響を緩和するため

に必要な手順等」とは、例えば、設計基準の要求により措置した換

気系統の機能が喪失した場合において、その機能（放射性物質の漏

されていること。 

 一 系統又は機器からの放射性物質の漏えいを未然に防止するた

めに必要な手順等 

 二 （略） 

 三 系統又は機器から放射性物質の漏えいが発生した設備に接続

する換気系統の配管の流路を遮断するために必要な手順等及び

換気系統の配管内が加圧状態になった場合にセル内に設置され

た配管の外部へ放射性物質を排出するために必要な手順等 

 四 （略） 

 

 

【解釈】 

１ 第３号に規定する「系統又は機器から放射性物質の漏えいが発生

した設備に接続する換気系統の配管の流路を遮断するために必要な

手順等及び換気系統の配管内が加圧状態になった場合にセル内に設

置された配管の外部へ放射性物質を排出するために必要な手順等」

とは、例えば、換気系の流路を閉止するための閉止弁、密閉式ダン

パ、セル内に設置された配管の外部へ放射性物質を排出するための

設備を作動させるための手順等をいう。  
 
２ 第４号に規定する「系統又は機器から放射性物質の漏えいが発生

した場合において放射性物質の放出による影響を緩和するために必

要な手順等」とは、例えば、セル換気系を代替するための設備を作
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えいに対処するために必要な機能に限る。）を代替するための設備、

放射性物質の放出量を低減するための貯留槽等を作動させるための

手順等をいう。 
 

３ 上記１及び２の手順等には、対策を実施するために必要となる電

源、水等を供給するための手順及び再処理施設の状態を監視するた

めの手順等を含む。 

 

１．７ （略） 

 

１．８ 重大事故等時に必要となる水の供給手順等 

【要求事項】 
 

１ 再処理事業者において、想定される重大事故等に対処するため

の水源として必要な量の水を貯留するための設備から、想定され

る重大事故等に対処するために必要な設備に必要な量の水を供給

するために必要な手順等が適切に整備されているか、又は整備さ

れる方針が適切に示されていること。 

 

 

２ 再処理事業者において、海その他の水源（前項の水源を除く。）

から、想定される重大事故等の収束に必要な量の水を取水し、当

該重大事故等に対処するために必要な設備に供給するために必要

動させるための手順等をいう。 
 

 

 

３ 要求事項１及び２の手順等には、対策を実施するために必要とな

る電源、補給水、施設の状態を監視するための手順等を含む。 

 

 

１．７ （略） 

 

１．８ 重大事故等への対処に必要となる水の供給手順等 

【要求事項】 
 

再処理事業者において、設計基準事故への対処に必要な水源とは別

に、重大事故等への対処に必要となる十分な量の水を有する水源を

確保することに加えて、再処理施設には、設計基準事故に対処する

ための設備及び重大事故等対処設備に対して重大事故等への対処に

必要となる十分な量の水を供給するために必要な手順等が適切に整

備されているか、又は整備される方針が適切に示されていること。 

 

（新設） 
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な手順等が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切

に示されていること。 

 

 

【解釈】 

１ 第１項に規定する「想定される重大事故等に対処するための水源

として必要な量の水を貯留するための設備から、想定される重大事

故等に対処するために必要な設備に必要な量の水を供給するために

必要な手順等」及び第２項に規定する「海その他の水源（前項の水

源を除く。）から、想定される重大事故等の収束に必要な量の水を取

水し、当該重大事故等に対処するために必要な設備に供給するため

に必要な手順等」とは、以下に掲げる措置又はこれと同等以上の効

果を有する措置を行うための手順等をいう。  

ａ）第１項に規定する「想定される重大事故等に対処するための水

源として必要な量の水を貯留するための設備」及び第２項に規定

する「海その他の水源」から、想定される重大事故等の収束まで

の間、当該重大事故等に対処するために必要な量の水を供給でき

る手順等を整備すること。この場合において、以下の事項を考慮

すること。 

ⅰ） 第２項に規定する「海その他の水源」として、複数の代替

水源（貯水槽、ダム、貯水池、海等であって、第１項の設備に

貯留されたもの以外のものをいう。）を利用できるものとする

こと。 

 

 

 

 

【解釈】 

１ 「設計基準事故への対処に必要な水源とは別に、重大事故等への

対処に必要となる十分な量の水を有する水源を確保することに加え

て、設計基準事故に対処するための設備及び重大事故等対処設備に

対して重大事故等への対処に必要となる十分な量の水を供給するた

めに必要な手順等」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上

の効果を有する措置を行うための手順等をいう。  

 

 

ａ）想定される重大事故等が収束するまでの間、十分な量の水を供

給できる手順等を整備すること。  

 

 

 

 

（新設） 
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ⅱ） 各水源からの移送ルートを確保し、移送ホース、ポンプそ

の他の設備を用いた水の供給ができるものとすること。 

ⅲ） 必要な水の供給が行えるよう、水源の切替えができるよう

にすること。 

（削る） 

 

（削る） 

（削る） 

（削る） 

 

 

１．９～１．１４ （略） 

 

２． （略） 

（新設） 

 

（新設） 

 

ｂ）複数の代替水源（貯水槽、ダム、貯水池、海等）が確保されて

いること。  

ｃ）各水源からの移送ルートが確保されていること。  

ｅ）代替水源からの移送ホース及びポンプを準備しておくこと。  

ｆ）必要な水の供給が行えるよう、水源の切替え手順等を定めるこ

と。 

 

１．９～１．１４ （略） 

 

２． （略） 
  

 

別表第５ 使用済燃料貯蔵施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 新旧対照表 

（下線部分は改正部分） 

改  正  後 改  正  前 

目 次          別 添 

条 見出し 頁 

第一条～第十五

条 
（略） （略） 

第十六条 使用済燃料の受入施設 20 

目 次          別 添 

条 見出し 頁 

第一条～第十五

条 
（略） （略） 

第十六条 使用済燃料の受入れ施設 20 



 

106 
 

第十七条～第二

十一条 
（略） （略） 

 

第十七条～第二

十一条 
（略） （略） 

 

 

第７条（火災等による損傷の防止）  

１ 第７条の規定の適用に当たっては、以下の措置を適切に組み合わ

せたものであること。  

一 使用済燃料貯蔵施設は、実用上可能な限り不燃性材料又は難燃

性材料を使用する設計であること。  

二・三 （略） 

 

 

第７条（火災等による損傷の防止）  

１ 第７条の規定の適用に当たっては、以下の措置を適切に組み合わ

せたものであること。  

一 使用済燃料貯蔵施設は、実用上可能な限り不燃性又は難燃性材

料を使用する設計であること。  

二・三 （略） 

 

第１６条（使用済燃料の受入施設）  
１ （略） 
 

第１６条（使用済燃料の受入れ施設）  
１ （略） 

第１８条（廃棄施設）  

１ 第１項に規定する「放射性物質の濃度を十分に低減できるよう、

必要に応じて、当該使用済燃料貯蔵施設において発生する放射性廃

棄物を処理する能力を有する」とは、以下の設計をいう。 

一 （略） 

二 平常時における使用済燃料貯蔵施設からの環境への放射性物質

の放出等に伴う公衆の受ける線量が、第４条第１項の直接線及び

スカイシャイン線により公衆の受ける線量を含めて法令に定める

線量限度を超えないことはもとより、ALARA の考え方の下、合理

的に達成できる限り十分に低いものであること（「発電用軽水型原

第１８条（廃棄施設）  

１ 第１項に規定する「放射性物質の濃度を十分に低減できるよう、

必要に応じて、当該使用済燃料貯蔵施設において発生する放射性廃

棄物を処理する能力を有する」とは、以下の設計をいう。 

一 （略） 

二 平常時における使用済燃料貯蔵施設からの環境への放射性物質

の放出等に伴う公衆の受ける線量が、第４条第１項の直接線及び

スカイシャイン線により公衆の受ける線量を含めて法令に定める

線量限度を超えないことはもとより、ALARA の考え方の下、合理

的に達成できる限り十分に低いものであること（「発電用軽水型原
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子炉施設の安全審査における一般公衆の線量評価について」（平成

元年３月２７日原子力安全委員会了承）を参考に、実効線量で５

０マイクロシーベルト／年以下を達成できること。）。 

三 （略） 

２ （略） 

 

子炉施設の安全審査における一般公衆の線量評価について」（平成

元年３月２７日原子力委員会了承）を参考に、実効線量で５０マ

イクロシーベルト／年以下を達成できること。）。 

三 （略） 

２ （略） 

第２１条（通信連絡設備等）  

１・２ （略） 

３ 第１項及び第２項に規定する「通信連絡設備」は、必要に応じて、

それぞれ異なる手段により通信連絡できるものであること。  

４ （略） 

 

第２１条（通信連絡設備等）  

１・２ （略） 

３ 上記１及び２の「通信連絡設備」は、必要に応じて、それぞれ異

なる手段により通信連絡できるものであること。  

４ （略） 

（別記２） 
第９条（地震による損傷の防止） 
１ 第９条第１項に規定する「地震力に十分に耐える」とは、ある地

震力に対して施設全体としておおむね弾性範囲の設計がなされるこ

とをいう。この場合、上記の「弾性範囲の設計」とは、施設を弾性

体とみなして応力解析を行い、施設各部の応力を許容限界以下にと

どめることをいう。また、この場合、上記の「許容限界」とは、必

ずしも厳密な弾性限界ではなく、局部的に弾性限界を超える場合を

容認しつつも施設全体としておおむね弾性範囲にとどまり得ること

をいう。 
 

（別記２） 
第９条（地震による損傷の防止） 
１ 第９条第１項に規定する「地震力に十分に耐える」とは、ある地

震力に対して施設全体としておおむね弾性範囲の設計がなされるこ

とをいう。この場合、上記の「弾性範囲の設計」とは、施設を弾性

体とみなして応力解析を行い、施設各部の応力を許容限界以下に留

めることをいう。また、この場合、上記の「許容限界」とは、必ず

しも厳密な弾性限界ではなく、局部的に弾性限界を超える場合を容

認しつつも施設全体としておおむね弾性範囲に留まり得ることをい

う。 
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２ 第９条第２項に規定する「地震の発生によって生ずるおそれがあ

る使用済燃料貯蔵施設の安全機能の喪失に起因する放射線による公

衆への影響の程度」とは、地震により発生するおそれがある使用済

燃料貯蔵施設の安全機能の喪失（地震に伴って発生するおそれがあ

る津波、周辺斜面の崩壊等による安全機能の喪失を含む。）及びそれ

に続く放射線による公衆への影響を防止する観点から、各施設の安

全機能が喪失した場合の影響の相対的な程度をいう。使用済燃料貯

蔵施設は、その程度に応じて、以下のように分類するものとする。 
一 基本的安全機能を確保する上で必要な施設 
基本的安全機能を有する施設及びその機能喪失により基本的安全

機能を損なうおそれがある施設をいい、少なくとも次の施設を含

む。 
①・② （略） 
③ 津波防護機能を有する施設（以下「津波防護施設」という）

及び浸水防止機能を有する設備（以下「浸水防止設備」という。） 
④ 敷地における津波監視機能を有する設備（以下「津波監視設

備」という。） 
二 （略） 
 

３ 第９条第１項に規定する「地震力に十分に耐えること」を満たす

ために、使用済燃料貯蔵施設の耐震設計に当たっては、以下の方針

によること。 
一 基本的安全機能を確保する上で必要な施設（使用済燃料貯蔵設

２ 第９条第２項に規定する「地震の発生によって生ずるおそれがあ

る使用済燃料貯蔵施設の安全機能の喪失に起因する放射線による公

衆への影響の程度」とは、地震により発生するおそれがある使用済

燃料貯蔵施設の安全機能の喪失（地震に伴って発生するおそれがあ

る津波及び周辺斜面の崩壊等による安全機能の喪失を含む。）及びそ

れに続く放射線による公衆への影響を防止する観点から、各施設の

安全機能が喪失した場合の影響の相対的な程度をいう。使用済燃料

貯蔵施設は、その程度に応じて、以下のように分類するものとする。 
一 基本的安全機能を確保する上で必要な施設 
基本的安全機能を有する施設及びその機能喪失により基本的安全

機能を損なうおそれがある施設をいい、少なくとも次の施設を含

む。 
①・② （略） 
③ 津波防護機能を有する設備（以下「津波防護施設」という）

及び浸水防止機能を有する設備（以下「浸水防止設備」という。） 
④ 敷地における津波監視機能を有する施設（以下「津波監視設

備」という。） 
二 （略） 
 

３ 第９条第１項に規定する「地震力に十分に耐えること」を満たす

ために、使用済燃料貯蔵施設の耐震設計に当たっては、以下の方針

によること。 
一 基本的安全機能を確保する上で必要な施設（使用済燃料貯蔵設
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備本体に限る。） 
① 「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備

の基準に関する規則の解釈」（原規技発第 1306193 号（平成２５

年６月１９日原子力規制委員会決定）。以下「実用炉設置許可基

準解釈」という。）別記２第４条３の一を準用すること。 
この場合において、「通常運転時、運転時の異常な過渡変化時

及び事故時」とあるのは、「通常時及び事故時」と読み替えるも

のとする。 
また、貯蔵時に金属キャスクを床等に固定しない場合は、上

記の規定にかかわらず、金属キャスクは、地震力による転倒等

によって作用する衝撃力等に対して、おおむね弾性状態にとど

まる範囲で耐えること。 
二 基本的安全機能を確保する上で必要な施設（使用済燃料貯蔵設

備本体、津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備を除く。）

及びその他の安全機能を有する施設 
① 実用炉設置許可基準解釈別記２第４条３の二又は三を準用す

ること。 
この場合において、「通常運転時、運転時の異常な過渡変化時」

とあるのは、「通常時及び事故時」と読み替えるものとする。 
 

４ 第９条第２項に規定する「地震力」の「算定」に当たっては、実

用炉設置許可基準解釈別記２第４条４の方法を準用すること。 
この場合において、実用炉設置許可基準解釈別記２第４条４の二

備本体に限る。） 
① 「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備

の基準に関する規則の解釈」（原規技発第 1306193 号（平成２５

年６月１９日原子力規制委員会決定））（以下「実用炉設置許可

基準解釈」という。）第４条３の一を準用すること。 
貯蔵時に金属キャスクを床等に固定しない場合は、上記の規

定にかかわらず、金属キャスクは、地震力による転倒等によっ

て作用する衝撃力等に対して、おおむね弾性状態に留まる範囲

で耐えること。 
 
 
 
二 基本的安全機能を確保する上で必要な施設（使用済燃料貯蔵設

備本体、津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備を除く。）

及びその他の安全機能を有する施設 
① 実用炉設置許可基準解釈第４条３の二又は三を準用するこ

と。 
 
 
 
４ 第９条第２項に規定する「地震力」の「算定」に当たっては、実

用炉設置許可基準解釈第４条４の方法を準用すること。この場合に

おいて、実用炉設置許可基準解釈第４条４の二の方法で用いる地震
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の方法で用いる地震層せん断力係数Ｃｉに乗じる係数は、使用済燃

料貯蔵設備本体については３．０、その他の施設については１．５

又は１．０とすること。 
 

５ 第９条第３項に規定する「その供用中に当該使用済燃料貯蔵施設

に大きな影響を及ぼすおそれがある地震」による地震動（以下「基

準地震動」という。）は、実用炉設置許可基準解釈別記２第４条５

の方針を準用すること。 
 
６ 第９条第３項に規定する「基本的安全機能が損なわれるおそれが

ないものでなければならない」ことを満たすために、基準地震動に

対する使用済燃料貯蔵施設の設計に当たっては、以下の方針による

こと。 
一 基本的安全機能を確保する上で必要な施設のうち、二以外のも

の 
① （略） 
② 機器・配管系については、通常時及び事故時に生じるそれぞ

れの荷重と基準地震動による地震力を組み合わせた荷重条件に

対して、その施設に要求される機能を保持すること。なお、上

記により求められる荷重により塑性ひずみが生じる場合であっ

ても、その量が小さなレベルにとどまって破断延性限界に十分

な余裕を有し、その施設に要求される機能に影響を及ぼさない

こと。 

層せん断力係数Ｃｉに乗じる係数は、使用済燃料貯蔵設備本体につ

いては３．０、その他の施設については１．５又は１．０とするこ

と。 
 
５ 第９条第３項に規定する「その供用中に当該使用済燃料貯蔵施設

に大きな影響を及ぼすおそれがある地震」による地震動（以下「基

準地震動」という。）は、実用炉設置許可基準解釈第４条５の方針を

準用すること。 
 
６ 第９条第３項に規定する「基本的安全機能が損なわれるおそれが

ないものでなければならない」ことを満たすために、基準地震動に

対する使用済燃料貯蔵施設の設計に当たっては、以下の方針による

こと。 
一 基本的安全機能を確保する上で必要な施設のうち、二以外のも

の 
① （略） 
② 機器・配管系については、通常時及び事故時に生じるそれぞ

れの荷重と基準地震動による地震力を組み合わせた荷重条件に

対して、その施設に要求される機能を保持すること。なお、上

記により求められる荷重により塑性ひずみが生じる場合であっ

ても、その量が小さなレベルに留まって破断延性限界に十分な

余裕を有し、その施設に要求される機能に影響を及ぼさないこ

と。 
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貯蔵時に金属キャスクを床等に固定しない場合は、上記の規

定にかかわらず、地震力に対する金属キャスクの転倒等を考慮

した上で、金属キャスクが有する基本的安全機能が損なわれる

おそれがないこと。 
③ （略） 

二 津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備並びに浸水防止

設備が設置された建物・構築物 
①～④ （略） 
なお、上記の「終局耐力」とは、構造物に対する荷重を漸次増大

した際、構造物の変形又はひずみが著しく増加する状態を構造物の

終局状態と考え、この状態に至る限界の最大荷重負荷をいう。 
また、基本的安全機能を確保する上で必要な施設が、その他の安

全機能を有する施設の波及的影響によって、その基本的安全機能を

損なわないように設計すること。この波及的影響の評価に当たって

は、敷地全体を俯瞰した調査・検討の内容等を含めて、事象選定及

び影響評価の結果の妥当性を示すとともに、基本的安全機能を確保

する上で必要な施設の設計に用いる地震動又は地震力を適用するこ

と。 
なお、上記の「基本的安全機能を確保する上で必要な施設が、そ

の他の安全機能を有する施設の波及的影響によって、その安全機能

を損なわない」とは、少なくとも次に示す事項について、基本的安

全機能を確保する上で必要な施設の安全機能への影響がないことを

確認すること。 

貯蔵時に金属キャスクを床等に固定しない場合は、上記の規

定にかかわらず、地震力に対する金属キャスクの転倒等を考慮

した上で、金属キャスクが有する基本的安全機能が損なわれる

おそれがないこと。 
③ （略） 

二 津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備並びに浸水防止

設備が設置された建物・構築物 
①～④ （略） 
なお、上記の「終局耐力」とは、構造物に対する荷重を漸次増大

した際、構造物の変形又は歪みが著しく増加する状態を構造物の終

局状態と考え、この状態に至る限界の最大荷重負荷をいう。 
また、基本的安全機能を確保する上で必要な施設が、その他の安

全機能を有する施設の波及的影響によって、その基本的安全機能を

損なわないように設計すること。この波及的影響の評価に当たって

は、敷地全体を俯瞰した調査・検討の内容等を含めて、事象選定及

び影響評価の結果の妥当性を示すとともに、基本的安全機能を確保

する上で必要な施設の設計に用いる地震動又は地震力を適用するこ

と。 
なお、上記の「基本的安全機能を確保する上で必要な施設が、そ

の他の安全機能を有する施設の波及的影響によって、その安全機能

を損なわない」とは、少なくとも次に示す事項について、基本的安

全機能を確保する上で必要な施設の安全機能への影響が無いことを

確認すること。 
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①～④ （略） 
 

７ 第９条第３項に規定する「その供用中に当該使用済燃料貯蔵施設

に大きな影響を及ぼすおそれがある地震による加速度によって作用

する地震力」の算定に当たっては、実用炉設置許可基準解釈別記２

第４条７に示す方法を準用すること。 
 
８ 第９条第４項は、基本的安全機能を確保する上で必要な施設の周

辺斜面について、基準地震動による地震力を作用させた安定解析を

行い、崩壊のおそれがないことを確認するとともに、崩壊のおそれ

がある場合には、当該部分の除去及び敷地内土木構造物による斜面

の保持等の措置を講ずることにより、基本的安全機能を確保する上

で必要な施設に影響を及ぼすことがないようにすることをいう。  
また、安定解析に当たっては、次の方針によること。 

一～三 （略） 
 

９ 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準

に関する規則の解釈等の一部を改正する規程（原規技発第 2104216

号。以下「一部改正規程」という。）の施行の際現に設置され又は設

置に着手されている使用済燃料貯蔵施設に対する上記５において準

用する実用炉設置許可基準解釈別記２第４条５の方針についての一

部改正規程による改正後の実用炉設置許可基準解釈別記２第４条５

の規定の適用については、一部改正規程附則第２項の規定を準用す

①～④ （略） 
 

７ 第９条第３項に規定する「その供用中に当該使用済燃料貯蔵施設

に大きな影響を及ぼすおそれがある地震による加速度によって作用

する地震力」の算定に当たっては、実用炉設置許可基準解釈第４条

７に示す方法を準用すること。 
 
８ 第９条第４項は、基本的安全機能を確保する上で必要な施設の周

辺斜面について、基準地震動による地震力を作用させた安定解析を

行い、崩壊のおそれがないことを確認するとともに、崩壊のおそれ

がある場合には、当該部分の除去及び敷地内土木工作物による斜面

の保持等の措置を講じることにより、基本的安全機能を確保する上

で必要な施設に影響を及ぼすことがないようにすることをいう。  
また、安定解析に当たっては、次の方針によること。 

一～三 （略） 
 

９ 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準

に関する規則の解釈等の一部を改正する規程（原規技発第 2104216

号。以下「一部改正規程」という。）の施行の際現に設置され又は設

置に着手されている使用済燃料貯蔵施設に対する上記５において準

用する実用炉設置基準解釈第４条５の方針についての一部改正規程

による改正後の実用炉設置許可基準解釈別記２第４条５の規定の適

用については、一部改正規程附則第２項の規定を準用する。 
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る。 
 
10 （略） 
 

 
 
10 （略） 

（別記３） 

第１０条（津波による損傷の防止）  

１ 第１０条に規定する「大きな影響を及ぼすおそれがある津波」（以

下「基準津波」という。）は、実用炉設置許可基準解釈別記３第５条

１及び２を準用して策定すること。 

２ （略） 

３ 上記２の遡上波の到達防止に当たっては、実用炉設置許可基準解

釈別記３第５条３の一の②を準用すること。 

４ 津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備を設置する場合に

は、実用炉設置許可基準解釈別記３第５条３の二及び五から七まで

の方針を準用すること。 

（別記３） 

第１０条（津波による損傷の防止）  

１ 第１０条に規定する「大きな影響を及ぼすおそれがある津波」（以

下「基準津波」という。）は、実用炉設置許可基準解釈第５条１及び

２を準用して策定すること。 

２ （略） 

３ 上記２の遡上波の到達防止に当たっては、実用炉設置許可基準解

釈第５条３の一の②を準用すること。 

４ 上記２の二の津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備を設

置する場合には、実用炉設置許可基準解釈第５条３の二及び五から

七までの方針を準用すること。 

 

別表第６ 廃棄物管理施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈 新旧対照表 

（下線部分は改正部分） 

改  正  後 改  正  前 

第３条（閉じ込めの機能） 

１ （略） 

２ 第３条に規定する「限定された区域に適切に閉じ込めることがで

きるもの」とは、以下の設計をいう。 

第３条（閉じ込めの機能） 

１ （略） 

２ 第３条に規定する「限定された区域に適切に閉じ込めることがで

きるもの」とは、以下の設計をいう。 
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一 放射性物質を内蔵する系統及び機器は、放射性物質の漏えいの

防止を考慮した設計であること。 

二～五 （略） 

３ （略） 

 

一 放射性物質を収納する系統及び機器は、放射性物質の漏えいの

防止を考慮した設計であること。 

二～五 （略） 

３ （略） 

第４条（火災等による損傷の防止） 

１ 第４条の規定の適用に当たっては、以下の措置を適切に組み合わ

せたものであること。 

一 廃棄物管理施設は、実用上可能な限り不燃性材料又は難燃性材

料を使用する設計であること。 

二・三 （略） 

 

第４条（火災等による損傷の防止） 

１ 第４条の規定の適用に当たっては、以下の措置を適切に組み合わ

せたものであること。 

一 廃棄物管理施設は、実用上可能な限り不燃性又は難燃性材料を

使用する設計であること。 

二・三 （略） 

第６条（地震による損傷の防止） 

１ 第１項に規定する「地震力に十分に耐える」とは、ある地震力に

対して施設全体としておおむね弾性範囲の設計がなされることをい

う。この場合、上記の「弾性範囲の設計」とは、施設を弾性体とみ

なして応力解析を行い、施設各部の応力を許容限界以下にとどめる

ことをいう。また、この場合、上記の「許容限界」とは、必ずしも

厳密な弾性限界ではなく、局部的に弾性限界を超える場合を容認し

つつも施設全体としておおむね弾性範囲にとどまり得ることをい

う。 

第６条（地震による損傷の防止） 

１ 第１項に規定する「地震力に十分に耐える」とは、ある地震力に

対して施設全体としておおむね弾性範囲の設計がなされることをい

う。この場合、上記の「弾性範囲の設計」とは、施設を弾性体とみ

なして応力解析を行い、施設各部の応力を許容限界以下に留めるこ

とをいう。また、この場合、上記の「許容限界」とは、必ずしも厳

密な弾性限界ではなく、局部的に弾性限界を超える場合を容認しつ

つも施設全体としておおむね弾性範囲に留まり得ることをいう。 

２ 第２項に規定する「地震の発生によって生ずるおそれがある廃棄

物管理施設の安全機能の喪失に起因する放射線による公衆への影響

２ 第２項に規定する「地震の発生によって生ずるおそれがある廃棄

物管理施設の安全機能の喪失に起因する放射線による公衆への影響
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の程度」とは、地震により発生するおそれがある廃棄物管理施設の

安全機能の喪失（地震に伴って発生するおそれがある津波、周辺斜

面の崩壊等による安全機能の喪失を含む。）及びそれに続く放射線に

よる公衆への影響を防止する観点から、各施設の安全機能が喪失し

た場合の影響の相対的な程度（以下「耐震重要度」という。）をいう。

廃棄物管理施設は、耐震重要度に応じて、以下のクラスへの分類（以

下「耐震重要度分類」という。）をするものとする。 

一 Ｓクラス 

自ら放射性物質を内蔵している施設、当該施設に直接関係して

おりその機能喪失により放射性物質を外部に拡散する可能性のあ

る施設、これらの施設の機能喪失により事故に至った場合の影響

を緩和し、放射線による公衆への影響を軽減するために必要な機

能を持つ施設、これらの重要な安全機能を支援するために必要と

なる施設及び地震に伴って発生するおそれがある津波による安全

機能の喪失を防止するために必要となる施設であって、環境への

影響が大きいもの（敷地周辺の公衆の実効線量が５ミリシーベル

トを超えるものをいう。）をいう。安全上重要な施設を有する廃棄

物管理施設にあっては、津波防護機能を有する施設（以下「津波

防護施設」という。）及び浸水防止機能を有する設備（以下「浸水

防止設備」という。）並びに敷地における津波監視機能を有する設

備（以下「津波監視設備」という。）を含む。 

 

二・三 （略） 

の程度」とは、地震により発生するおそれがある廃棄物管理施設の

安全機能の喪失（地震に伴って発生するおそれがある津波及び周辺

斜面の崩壊等による安全機能の喪失を含む。）及びそれに続く放射線

による公衆への影響を防止する観点から、各施設の安全機能が喪失

した場合の影響の相対的な程度（以下「耐震重要度」という。）をい

う。廃棄物管理施設は、耐震重要度に応じて、以下のクラス（以下

「耐震重要度分類」という。）に分類するものとする。 

一 Ｓクラス 

自ら放射性物質を内蔵している施設、当該施設に直接関係して

おりその機能喪失により放射性物質を外部に拡散する可能性のあ

る施設、これらの施設の機能喪失により事故に至った場合の影響

を緩和し、放射線による公衆への影響を軽減するために必要な機

能を持つ施設及びこれらの重要な安全機能を支援するために必要

となる施設並びに地震に伴って発生するおそれがある津波による

安全機能の喪失を防止するために必要となる施設であって、環境

への影響が大きいものをいう。安全上重要な施設を有する廃棄物

管理施設にあっては、津波防護機能を有する設備（以下「津波防

護施設」という。）及び浸水防止機能を有する設備（以下「浸水防

止設備」という。）並びに敷地における津波監視機能を有する施設

（以下「津波監視設備」という。）を含む。 

上記に規定する「環境への影響が大きい」とは、敷地周辺の公

衆の実効線量が５ミリシーベルトを超えることをいう。 

二・三 （略） 
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３ 第１項に規定する「地震力に十分に耐えること」を満たすために、

耐震重要度分類の各クラスに属する廃棄物管理施設の耐震設計に

当たっては、以下の方針によること。 

一 安全上重要な施設 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の

基準に関する規則の解釈」（原規技発第 1306193 号（平成２５年６

月１９日原子力規制委員会決定）。以下「実用炉設置許可基準解釈」

という。）別記２第４条３の一を準用すること。 

二 その他の安全機能を有する施設 

実用炉設置許可基準解釈別記２第４条３の二又は三を準用する

こと。ただし、実用炉設置許可基準解釈別記２第４条３の二又は

三を準用するに当たり、次のとおりとする。 

① 実用炉設置許可基準解釈別記２第４条３の二に規定する「共

振のおそれのある施設については、その影響についての検討を

行うこと。」について、Ｓクラスに属する施設を有しない廃棄物

管理施設に対しては、共振のおそれのある施設への影響の検討

に用いる地震動として、弾性設計用地震動に２分の１を乗じた

ものに代えて、建築基準法等に基づく評価において使用する地

震動を参考に設定することができる。 

② 実用炉設置許可基準解釈別記２第４条３の三に規定する「建

築基準法等の安全上適切と認められる規格及び基準」（以下「建

築基準法等の規格等」という。）については、その改正があった

場合において、Ｓクラスに属する施設を有しない廃棄物管理施

３ 第１項に規定する「地震力に十分に耐えること」を満たすために、

耐震重要度分類の各クラスに属する廃棄物管理施設の耐震設計に

当たっては、以下の方針によること。 

一 安全上重要な施設 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の

基準に関する規則の解釈」（原規技発第 1306193 号（平成２５年６

月１９日原子力規制委員会決定））（以下「実用炉設置許可基準解

釈」という。）第４条３の一を準用すること。 

二 その他の安全機能を有する施設 

実用炉設置許可基準解釈第４条３の二又は三を準用すること。

ただし、実用炉設置許可基準解釈第４条３の二又は三を準用する

に当たり、次のとおりとする。 

① 実用炉設置許可基準解釈第４条３の二に規定する「共振のお

それのある施設については、その影響についての検討を行うこ

と。」について、Ｓクラスに属する施設を有しない廃棄物管理施

設に対しては、共振のおそれのある施設への影響の検討に用い

る地震動として、弾性設計用地震動に２分の１を乗じたものに

代えて、建築基準法等に基づく評価において使用する地震動を

参考に設定することができる。 

② 実用炉設置許可基準解釈第４条３の三に規定する「建築基準

法等の安全上適切と認められる規格及び基準」（以下「建築基準

法等の規格等」という。）については、その改正があった場合に

おいて、Ｓクラスに属する施設を有しない廃棄物管理施設にお
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設におけるＣクラスの建物・構築物のうち、次に掲げる要件を

全て満たすものであって、改正後の建築基準法等の規格等を適

用しないこととされているものに対しては、改正後の建築基準

法等の規格等を用いないことができる。 

イ・ロ （略） 

けるＣクラスの建物・構築物のうち、次に掲げる要件を全て満

たすものであって、改正後の建築基準法等の規格等を適用しな

いこととされているものに対しては、改正後の建築基準法等の

規格等を用いないことができる。 

イ・ロ （略） 

４ 第２項に規定する「地震力」の算定に当たっては、実用炉設置許

可基準解釈別記２第４条４の方法を準用すること。 

４ 第２項に規定する「地震力」の算定に当たっては、実用炉設置許

可基準解釈第４条４の方法を準用すること。 

５ 第３項に規定する「その供用中に当該安全上重要な施設に大きな

影響を及ぼすおそれがある地震」による地震動（以下「基準地震動」

という。）は、実用炉設置許可基準解釈別記２第４条５の方針を準用

すること。 

５ 第３項に規定する「その供用中に当該安全上重要な施設に大きな

影響を及ぼすおそれがある地震」による地震動（以下「基準地震動」

という。）は、実用炉設置許可基準解釈第４条５の方針を準用するこ

と。 

６ 第３項に規定する「安全機能が損なわれるおそれがないものでな

ければならない。」ことを満たすために、基準地震動に対する廃棄物

管理施設の設計に当たっては、以下の方針によること。 

一 安全上重要な施設のうち、二以外のもの 

・ （略） 

・ （略） 

・機器・配管系については、通常時及び事故時に生じるそれぞれ

の荷重と基準地震動による地震力を組み合わせた荷重条件に対

して、その施設に要求される機能を保持すること。なお、上記

により求められる荷重により塑性ひずみが生じる場合であって

も、その量が小さなレベルにとどまって破断延性限界に十分な

余裕を有し、その施設に要求される機能に影響を及ぼさないこ

６ 第３項に規定する「安全機能が損なわれるおそれがないものでな

ければならない。」ことを満たすために、基準地震動に対する廃棄物

管理施設の設計に当たっては、以下の方針によること。 

一 安全上重要な施設のうち、二以外のもの 

・ （略） 

・ （略） 

・機器・配管系については、通常時及び事故時に生じるそれぞれ

の荷重と基準地震動による地震力を組み合わせた荷重条件に対

して、その施設に要求される機能を保持すること。なお、上記

により求められる荷重により塑性ひずみが生じる場合であって

も、その量が小さなレベルに留まって破断延性限界に十分な余

裕を有し、その施設に要求される機能に影響を及ぼさないこと。 
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と。 

二 津波防護施設、津波防止設備及び津波監視設備並びに浸水防止

設備が設置された建物・構築物 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・これらの荷重組合せに関しては、地震と津波が同時に作用する

可能性について検討し、必要に応じて基準地震動による地震力

と津波による荷重の組合せを考慮すること。 

なお、上記の「終局耐力」とは、構造物に対する荷重を漸次

増大した際、構造物の変形又はひずみが著しく増加する状態を

構造物の終局状態と考え、この状態に至る限界の最大荷重負荷

をいう。 

また、安全上重要な施設が、耐震重要度分類の下位のクラス

に属するものの波及的影響によって、その安全機能を損なわな

いように設計すること。この波及的影響の評価に当たっては、

敷地全体を俯瞰した調査・検討の内容等を含めて、事象選定及

び影響評価の結果の妥当性を示すとともに、安全上重要な施設

の設計に用いる地震動又は地震力を適用すること。 

なお、上記の「安全上重要な施設が、耐震重要度分類の下位

のクラスに属するものの波及的影響によって、その安全機能を

損なわない」とは、少なくとも次に示す事項について、安全上

重要な施設の安全機能への影響がないことを確認すること。 

 

二 津波防護施設、津波防止設備及び津波監視設備並びに浸水防止

設備が設置された建物・構築物 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・これらの荷重組合せに関しては、地震と津波が同時に作用する

可能性について検討し、必要に応じて基準地震動による地震力

と津波による荷重の組合せを考慮すること。 

なお、上記の「終局耐力」とは、構造物に対する荷重を漸次

増大した際、構造物の変形又は歪みが著しく増加する状態を構

造物の終局状態と考え、この状態に至る限界の最大荷重負荷を

いう。 

また、安全上重要な施設が、耐震重要度分類の下位のクラス

に属するものの波及的影響によって、その安全機能を損なわな

いように設計すること。この波及的影響の評価に当たっては、

敷地全体を俯瞰した調査・検討の内容等を含めて、事象選定及

び影響評価の結果の妥当性を示すとともに、安全上重要な施設

の設計に用いる地震動又は地震力を適用すること。 

なお、上記の「安全上重要な施設が、耐震重要度分類の下位

のクラスに属するものの波及的影響によって、その安全機能を

損なわない」とは、少なくとも次に示す事項について、安全上

重要な施設の安全機能への影響が無いことを確認すること。 
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・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

・ （略） 

７ 第３項に規定する「その供用中に当該安全上重要な施設に大きな

影響を及ぼすおそれがある地震による加速度によって作用する地震

力」の算定に当たっては、実用炉設置許可基準解釈別記２第４条７

に示す方法を準用すること。 

７ 第３項に規定する「その供用中に当該安全上重要な施設に大きな

影響を及ぼすおそれがある地震による加速度によって作用する地震

力」の算定に当たっては、実用炉設置許可基準解釈第４条７に示す

方法を準用すること。 

８ 第４項は、安全上重要な施設の周辺斜面について、基準地震動に

よる地震力を作用させた安定解析を行い、崩壊のおそれがないこと

を確認するとともに、崩壊のおそれがある場合には、当該部分の除

去及び敷地内土木構造物による斜面の保持等の措置を講ずることに

より、安全上重要な施設に影響を及ぼすことがないようにすること

をいう。 

また、安定解析に当たっては、次の方針によること。 

一 （略） 

二 地質・地盤の構造、地盤等級区分、液状化の可能性、地下水の

影響等を考慮して、すべり安全率等により評価すること。 

三 （略） 

８ 第４項は、安全上重要な施設の周辺斜面について、基準地震動に

よる地震力を作用させた安定解析を行い、崩壊のおそれがないこと

を確認するとともに、崩壊のおそれがある場合には、当該部分の除

去及び敷地内土木工作物による斜面の保持等の措置を講じることに

より、安全上重要な施設に影響を及ぼすことがないようにすること

をいう。 

また、安定解析に当たっては、次の方針によること。 

一 （略） 

二 地質・地盤の構造、地盤等級区分、液状化の可能性及び地下水

の影響等を考慮して、すべり安全率等により評価すること。 

三 （略） 

９ 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準

に関する規則の解釈等の一部を改正する規程（原規技発第 2104216

号。以下「一部改正規程」という。）の施行の際現に設置され又は設

置に着手されている廃棄物管理施設に対する上記５において準用す

９ 実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準

に関する規則の解釈等の一部を改正する規程（原規技発第 2104216

号。以下「一部改正規程」という。）の施行の際現に設置され又は設

置に着手されている廃棄物管理施設に対する上記５において準用す
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る実用炉設置許可基準解釈別記２第４条５の方針についての一部改

正規程による改正後の実用炉設置許可基準解釈別記２第４条５の規

定の適用については、一部改正規程附則第２項の規定を準用する。 

る実用炉設置許可基準解釈第４条５の方針についての一部改正規程

による改正後の実用炉設置許可基準解釈別記２第４条５の規定の適

用については、一部改正規程附則第２項の規定を準用する。 

10 （略） 

 

10 （略） 

第７条（津波による損傷の防止） 

１ 安全上重要な施設を有する廃棄物管理施設にあっては、第７条に

規定する「大きな影響を及ぼすおそれがある津波」は、実用炉設置

許可基準解釈別記３第５条１及び２を準用して策定すること。 

２・３ （略） 

第７条（津波による損傷の防止） 

１ 安全上重要な施設を有する廃棄物管理施設にあっては、第７条に

規定する「大きな影響を及ぼすおそれがある津波」は、実用炉設置

許可基準解釈第５条１及び２を準用して策定すること。 

２・３ （略） 

４ 上記３の遡上波の到達防止に当たっては、実用炉設置許可基準解

釈別記３第５条３の一の②を参考とすること。 

５ 上記３の二の津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備を設

置する場合には、実用炉設置許可基準解釈別記３第５条３の二及び

五から七までの方針を準用すること。 

 

４ 上記３の遡上波の到達防止に当たっては、実用炉設置許可基準解

釈第５条３の一の②を参考とすること。 

５ 上記３の二の津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備を設

置する場合には、実用炉設置許可基準解釈第５条３の二及び五から

七までの方針を準用すること。 

第１０条（核燃料物質の臨界防止） 

１ 第１０条に規定する「臨界を防止するために必要な措置」とは、

取り扱う放射性廃棄物に含まれる核燃料物質の量等によって臨界

のおそれがある場合は、次の対策が講じられていることをいう。 

一 （略） 

二 廃棄物管理施設内に単一ユニットが二以上存在する場合には、

ユニット相互間の中性子相互干渉を考慮し、技術上想定されるい

第１０条（核燃料物質の臨界防止） 

１ 第１０条に規定する「臨界を防止するために必要な措置」とは、

取り扱う放射性廃棄物に含まれる核燃料物質の量等によって臨界

のおそれがある場合は、次の対策が講じられているこという。 

一 （略） 

二 廃棄物管理施設内に単一ユニットが二つ以上存在する場合に

は、ユニット相互間の中性子相互干渉を考慮し、技術上想定され
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かなる場合でも臨界を防止する対策が講じられていること。 

 
るいかなる場合でも臨界を防止する対策が講じられていること。 

第１５条（計測制御系統施設） 

１ 第２項に規定する「検知して速やかに警報する設備」とは、次の

事項に関して警報する設備をいう。 

一 放射性物質を内蔵する系統及び機器の放射性物質の漏えい 

二～四 （略） 

 

第１５条（計測制御系統施設） 

１ 第２項に規定する「検知して速やかに警報する設備」とは、次の

事項に関して警報する設備をいう。 

一 放射性物質を収納する系統及び機器の放射性物質の漏えい 

二～四 （略） 

第１７条（廃棄施設）  
１ 放射性廃棄物の処理及び管理に当たっては、処理施設及び管理施

設との共用を妨げるものではない。  
２～６ （略） 

第１７条（廃棄施設）  
１ 放射性廃棄物の処理及び管理にあたっては、処理施設及び管理施

設との共用を妨げるものではない。  
２～６ （略） 

 

別表第７ 実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則の解釈 新旧対照表 

（下線部分は改正部分） 

改  正  後 改  正  前 

第３８条（原子炉制御室等） 
１～１１ （略） 
１２ 第５項に規定する「遮蔽その他の適切な放射線防護措置」とは、

一次冷却材喪失等の設計基準事故時に，原子炉制御室内にとどまり

必要な操作、措置を行う運転員が過度の被ばくを受けないよう施設

し、運転員が原子炉制御室に入り、とどまる間の被ばくを「核原料

物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規定に基づく線

第３８条（原子炉制御室等） 
１～１１ （略） 
１２ 第５項に規定する「遮蔽その他の適切な放射線防護措置」とは、

一次冷却材喪失等の設計基準事故時に，原子炉制御室内にとどまり

必要な操作、措置を行う運転員が過度の被ばくを受けないよう施設

し、運転員が原子炉制御室に入り、とどまる間の被ばくを「核原料

物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規定に基づく線
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量限度等を定める告示」第７条第１項における緊急時作業に係る線

量限度１００ｍＳｖ以下にできるものであることをいう。 

この場合における運転員の被ばく評価は、判断基準の線量限度内

であることを確認すること。被ばく評価手法は、「原子力発電所中央

制御室の居住性に係る被ばく評価手法について（内規）」（平成２１・

０７・２７原院第１号（平成２１年８月１２日原子力安全・保安院

制定））（以下「被ばく評価手法（内規）」という。）に基づくこと。

この場合において、5.1.3(2)b)の表 5.3(2/2)中「37.1」とあるのは、

「31.7」と読み替えるものとする。 

チャコールフィルターを通らない空気の原子炉制御室への流入量

については、被ばく評価手法（内規）に基づき、原子炉制御室換気

設備の新設の際、原子炉制御室換気設備再循環モード時における再

循環対象範囲境界部での空気の流入に影響を与える改造の際、及び、

定期的に測定を行い、運転員の被ばく評価に用いている想定した空

気量を下回っていることを確認すること。 

１３～１６ （略） 

量限度等を定める告示」第７条第１項における緊急時作業に係る線

量限度１００ｍＳｖ以下にできるものであることをいう。 

この場合における運転員の被ばく評価は、判断基準の線量限度内

であることを確認すること。被ばく評価手法は、「原子力発電所中央

制御室の居住性に係る被ばく評価手法について（内規）」（平成２１・

０７・２７原院第１号（平成２１年８月１２日原子力安全・保安院

制定））（以下「被ばく評価手法（内規）」という。）に基づくこと。 

チャコールフィルターを通らない空気の原子炉制御室への流入量

については、被ばく評価手法（内規）に基づき、原子炉制御室換気

設備の新設の際、原子炉制御室換気設備再循環モード時における再

循環対象範囲境界部での空気の流入に影響を与える改造の際、及び、

定期的に測定を行い、運転員の被ばく評価に用いている想定した空

気量を下回っていることを確認すること。 

 

 

１３～１６ （略） 
  

 


